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手引書に寄せて 
 
 河川の汽水域は、流域の変化が集積して現れる陸と海の接点に位置し、比重等性格の異

なる淡水と海水が混合し、かつ周期的に発生する潮汐と海から吹く波浪などの影響を受け、

常に変動する特殊な環境を有しています。このため、海域に生息する生物や淡水域に生息

する生物のみならず、汽水性の生物が存在し栄養が豊かで高い生産力を有する多様な生態

系を形成しています。反面、地形の変化等人為的な影響を受けると淡水と海水の影響のバ

ランスが崩れ、環境への影響を受けやすいといった変化しやすい環境でもあります。 
 
 汽水域はその立地から周辺に港が建設されるなど土地利用の圧力が強い地域であり、古

くから人為的に改変されてきました。陸上交通が発達する以前は、港の建設及び舟運のた

めの航路維持として澪筋の確保と砂州の発達を抑えるための導流堤等が建設されました。

また、沿岸の農地への塩害防止やあお取水（河川表面の淡水を取水するもの）の解消など

のため潮止め堰などが建設されました。 
 近年では、洪水処理の観点から砂州の発達を抑えるために護岸を設置し低水路を固定し

たり、河道を掘削するなどの工事が行なわれました。特に河道を掘削する場合には、海水

の遡上を助長することから、塩害防止のための河口堰が設置されました。 
 一方、周辺地域においては土地利用の高度化から後背湿地が開発され、沿岸部は埋め立

てが進み、また大型の船舶の往来にも対応できる港湾整備やそれにともなう航路の維持や

道路、橋梁の建設などが各地で進められました。 
 
 その結果、汽水域の環境は各地で大きく変化し、生物の種類数やその個体数の減少など

様々な環境への影響が顕在化してきています。特に生物の生息・生育環境として重要な河

口干潟の減少も著しく、現在河川管理上の最重要課題の一つとなっています。 
  
 近年、環境に対する国民の関心が急速に高まるなか、利根川や江戸川、吉野川の河口に

見るように、干潟をはじめ汽水域の環境にも関心が寄せられており、生物の生息・生育環

境や水域を浄化する場として、さらには潮干狩り等のレクリエーション空間としてその重

要性が再認識されています。このような状況に対応して河川管理においても、河川環境の

整備と保全を重視した取り組みが進められ、最近では、過去に失われた干潟や湿地を復元

する自然再生の取り組みが始まっています。 
 
 また、河川整備計画を作成する段階で、より適切に環境への影響を把握するため、平成

14 年 12 月に「河川事業の計画段階における環境影響の分析方法の考え方」（河川事業の計

画段階における環境影響の分析方法に関する検討委員会、委員長：小野勇一北九州市立い

のちのたび博物館館長）がとりまとめられ、現在試行されています。 
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 しかしながら、汽水域の河川環境を適切に捉え、人為的改変による河川環境への影響を

事前に予測するために必要な調査・分析手法などは体系的に整理されていないのが現状で

あり、「河川事業の計画段階における環境影響の分析方法の考え方」のとりまとめの際にも、

汽水域の河川環境を把握するための調査・分析手法の確立が必要とされていました。 
 
 本手引書では、汽水域における河川環境を把握するために必要な基礎的調査、人為的改

変とレスポンスの連関及びその調査・分析手法がはじめて体系的にとりまとめられました。

本手引書を活用して、河川管理者には、河道掘削や導流堤の建設のようにみずからが事業

を行う場合は、その事業による河川環境への影響を予測・評価し、その影響を最小限にと

どめ、また、河口部の埋め立てや河口域での海砂採取等の事業の許認可を行う場合は、そ

れらによる河川環境への影響予測を評価し、許認可の判断や改善の指導を行い、さらに汽

水域で発生した問題を踏まえて流域の適正な利用等を提言することが期待されます。 
なお、汽水域の環境については、研究途上の分野も多く、その調査・分析手法などにお

いて今後新たな知見が得られることから、本手引書は今後適宜内容を充実させていくこと

が望まれます。 
 
 本手引書のとりまとめに当たっては、専門家からなる「汽水域の河川環境の捉え方に関

する検討会」を平成 15 年 3 月に設置し、これまでに 6 回の検討会が開かれました。一年間、

精力的にご審議いただきました福岡委員長をはじめとする委員各位のご尽力に深く感謝申

し上げます。 
 

平成 16 年 5 月 
国土交通省 河川局 河川環境課長  

 坪香 伸  
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第 1 章 本手引書の目的と対象範囲 
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第1章 本手引書の目的と対象範囲 
1.1 本手引書の目的 
 本手引書は、汽水域における課題、汽水域での現象、人為的改変とレスポンス、及び

これらを把握するための調査・分析手法をとりまとめることによって、今後、河川管理

者が汽水域において河道掘削等の事業を行う場合や、許認可に際しての審査を行う場合

に活用されることを目的とする。 
 
＜解説＞ 
 汽水域における人為的改変による影響には直接的なものと間接的なものがある。直接的

なものは工事などにより地形そのものを改変する影響（例えば河床掘削により生物が持ち

去られたり、生息・生育の場が失われるなど）であり比較的把握しやすいが、間接的なも

の（例えば河床掘削により流況等が変化し掘削地およびその周辺において生物の生息・生

育環境である河床材料や塩水遡上環境が変わるなど）については周辺環境を踏まえ調査・

分析が必要であり、その手法の確立が不可欠である。しかし、汽水域における現象が複雑

であり、また河川環境としても特殊であることから、その調査・分析は現場の判断で個別

に行われてきた。 
 本手引書は、汽水域における河川環境を把握するために必要な基礎的調査、人為的改変

とレスポンスの連関及びその調査・分析手法を体系的にとりまとめ、今後の河川管理に資

することを目的としている。 
この手引書に基づいて予測された人為的改変により生じる河川環境への影響と直接的改

変の状況をあわせて、現状の生物の生息・生育環境の情報と重ねることで、汽水域の環境

に対する影響を評価することが可能となる。 
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1.2 汽水域の範囲 
 本手引書で対象とする汽水域の範囲は、縦断的には平常時の河川水位が満潮位と同程

度の水位となる地点から河口の前置斜面まで、横断的には堤外地及び河口幅の数倍程度

の沿岸とする。 
 なお、汽水湖は含まない。 
＜解説＞ 
 「汽水域」は、土木用語大辞典では、＜コラム＞に示すように「エスチャリー」に近い

ものとして定義されており、「エスチャリー」は「陸水と海水が共存する水域で、何らかの

閉鎖性を伴うもの」とされている。 
 本手引書では河川管理に資することを目的としており、河川管理区域及び当該区域への

影響の大きい事業の考えられる区域ならびにその周辺を対象として考えている。汽水域は

海からの外力を受けており、河道内に限定せず、海域も含めた調査・分析が必要である。（図 
1.2－1 参照） 
 汽水湖は、別途「湖沼技術研究会」（座長：福岡捷二広島大学大学院教授）＊１で扱われる

ため対象としない。 

堤内地

砂州・干潟

堤内地

堤外地

河
口
幅
の
数
倍
程
度

河
口
幅
の
数
倍
程
度

河
口
幅

干潮位

満潮位

本手引書の汽水域の範囲

前置斜面
頂置面（河口テラス）

底置面

 
図 1.2－1 汽水域の範囲のイメージ図 

一般的な河川（汽水域での河床材料の主な構成材料が砂である川）をイメージしたものである 
 
＊１ 平成 11 年に官学共同の研究会として発足し、湖水の入れ替わり、密度層の形成や変化などの湖沼の

流動現象を十分に把握した上で水質の問題を議論しているものである。平成 15 年 3 月には、我が国

の代表的な湖沼における流動現象と水質や生物への影響に関する調査研究成果をとりまとめるとと

もに、湖沼の流動現象とその影響及び湖沼の流動調査技術の紹介を行い、今後の流動機構研究と総合

的な湖沼管理のあり方を「湖沼管理のための流動機構調査」として提言した。 
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コラム１：エスチャリー 

陸水と海水が共存する水域で、何らかの閉鎖性を伴うもの。河口、湾等の形態をとるものが多

いが、必ずしも同義語というわけではない。エスチャリーと汽水域はほぼ同義語と考えてよいが、

汽水の塩分濃度は海水のそれより低いと定義されているため、この点でエスチャリーとは必ずし

も一致しない。例えば、テキサス、南カリフォルニア、オーストラリア等の砂漠性気候が卓越し

ている地域では、エスチャリー内の塩分濃度が外洋水のそれを上回ることは珍しくない。ただし、

日本の場合にはこのようなケースはまずないので、エスチャリーと汽水域はほぼ同義と考えてよ

い。多くの河口域も、わが国の場合は、エスチャリーそのもの、またはエスチャリーの重要な一

部を構成しているのが普通である。 
 エスチャリーとフィヨルド、ラグーン、リアス、海岸平野等の地形的特徴に基づいて分類する

試みもあるが、わが国に多い河口－湾型のエスチャリーの場合、エスチャリー内の汽水構造に基

礎をおく水文学的分類が有用である。これは淡水（一般には河川水）または淡水に近い陸水と海

水とがどのように接し、どのように層化共存しているかをもとにした分類で、弱混合型、緩混合

型、強混合型等 3～4 種に分類される。（以下略） ―（土木用語大辞典）― 
 

コラム２：前置斜面、河口テラス（頂置面） 

洪水流によって上流から運ばれた土砂は、河口部において流速が急激に減少し、堆積してテラ

ス状の平坦な地形を形成する。これを河口テラス（頂置面）と呼ぶ。河口テラスは海浜流や波に

よる侵食を受け、また洪水により運搬される土砂等により再堆積する。河口テラス前面には急勾

配の斜面が形成されこれを前置斜面と呼ぶ。 
図１は、由良川の河口部の深浅図である。また、写真 1～2 は、由良川河口部の平常時と洪水

時の空中写真である。 
由良川は、流域面積 1,880km2、流路延長 146km を有し、京都府舞鶴市と宮津市の境界にお

いて日本海に注ぐ一級河川である。河口部付近の河床勾配は約 1/4,000、河床材料の平均粒径は

約 2mm、平均年最大流量は約 1,700m3/s である。 
河口の西側に由良海岸、東側に神崎海岸を有し、北近畿地方有数の海水浴場として多く利用さ

れている。両海岸は、冬季風浪から海浜を維持するため、離岸堤や護岸が施工されている。河口

砂州は、両岸より伸長している。これは河口部への卓越波の入射方向が現況海岸線と直角方向か

らであることを示している。 
平水時には河口幅の約 9 割が閉塞する状態となり、砂州長、砂州幅ともに大規模であるが、

砂州高は T.P.＋1m～2m とあまり高くない。洪水時には河口砂州が流量の増加とともに側方侵

食によって徐々にフラッシュされる。さらに流量が増大すると、側方侵食による河積拡大が追い

つかなくなり、河道内水位が上昇して砂州を越流する状態になると一挙にフラッシュされる。洪

水流は、砂州をフラッシュし、河口沖で舌状のテラスを形成する。 
 由良川河口部の深浅図によれば、河道の中心に対しほぼ左右対称形に河口砂州が発達してお

り、開口部中央には－4m の深みが形成されている。河口の沖合－2～－4m の間はバー・トラフ

の発達のため複雑な海底形状であるが、－4m 以深では等深線が沿岸方向にほぼ平行に伸び、ま

た河口前面でこれらの等深線は沖へ向けて突出し、河口前面テラスが形成されている。 
（つづく） 
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図１  由良川河口部の深浅図（平成 3 年 12 月 26 日） 

 

 
写真 1 由良川河口部の空中写真（平水時：平成 4 年 4 月） 

 
写真 2 由良川河口部の空中写真（洪水時：平成 2 年 9 月） 

―（土木研究所資料第 3281 号 河口地形特性と河口処理の全国実態 平成 6 年 6 月 
 建設省土木研究所河川部河川研究室）― 
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第2章 汽水域の現状と課題 
2.1 汽水域の位置づけ 
 河口は河川水の海への出口であり、その維持は治水・利水上重要である。その湿地性

環境などにより自然的状況が残された貴重な空間を有している河川もあるが、一方で河

口域周辺は人為活動の集中する場所であり、港湾・都市の発達、貝や魚類の採取など人

間のための利用がなされ、また水質汚濁等様々な環境上の問題も生じてきた。 
 汽水域では多様な物理・化学的環境やハビタットが微妙な釣り合いの下で成立してい

る。そして、そこに生息・生育する生物はその特殊な環境に依存しているため、環境の

変化が生物の生息・生育に大きな影響を及ぼすことがある。このことから人為的改変を

行おうとする場合には、影響を十分に検討・把握した上で計画を策定する必要がある。 
 
＜解説＞ 
 我が国は、国土の大半が山地であり、人の利用しやすい平野部は主に沖積地からなり、

氾濫による被害を受けやすく、このため洪水を安全に流下させるための河口の維持は重要

であり、築堤、護岸、河道掘削・浚渫、放水路、導流堤等多くの治水事業が行われてきた。

また、古くから漁港、港湾の整備や農地として開発され、高度成長期に入ると市街化が進

み、新たな土地をうみ出すために干拓や埋め立てが行われ、建設骨材として砂利が採取さ

れるなど、地形の改変が進んだ（図 2.1－3、図 2.1－4 参照）。そして集積・高密化した都

市を守るために、さらなる河川や海岸の改修が進められた。 
 

 
図 2.1－1 河口域開発の一例 
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 このような開発と都市化の進展は、河川や海岸地形を直接変えるのみでなく、用水量の

増大による河川流量の減少や汚濁排水（図 2.1－5 参照）による負荷を与えてきた。汽水域

は、これらの人為的改変にさらされ、大きく変化した。 
 汽水域は多様な河川環境と豊かな生産力を持つ水域である。汽水域における様々な人為

的改変は生物の生息・生育の場を奪い、水質の汚濁がさらにそれを加速させ、それらの人

為的な改変等の影響は、豊かな生産力を背景とした漁業に現れた（図 2.1－6 参照）。そし

て、生物の生息・生育の場の減少や水質汚濁、ゴミの投棄・漂着による親水性の喪失、景

観の悪化は、人の心を汽水域から遠ざけ、周辺の開発が増々進むという悪循環をもたらし

た。こうした中で、汽水域の生態系は大きな痛手をこうむってきた。 
 近年、環境の重要性が再認識されるようになり、動植物との共生、種の多様性の確保等

が重要なテーマとなっている。汽水域は、陸と海の接点であり、淡水と海水が混じりあう

とともに潮汐による水位変化によって多様な河川環境が見られる。そしてそこに生息・生

育する動植物は、その環境に適応した固有なものとなっている。このため、生息・生育環

境の変化が動植物への大きなインパクトとなる可能性がある。 
 人為的改変により、これまでも水質の汚濁や海浜の縮小等、人の生活に係わる様々な問

題が生じてきたが、現在は生物への配慮、そして生物の良好な生息・生育環境の保全、再

生の視点からの問題が多く顕在化している。 
 汽水域は人にとっての生活の場、生産活動の場、水との触れ合いの場であるのみでなく、

動植物にとっての貴重な生息・生育の場であることを認識し、人為的改変を行おうとする

場合にはその影響を十分に検討・把握した上で計画を策定するとともに、既に加えられた

インパクトについては充分な追跡調査を行って、河川環境の保全、再生に努めることが必

要となっている。 
 

  
図 2.1－2 干潟に生息する生物の一例 

出典：（左：徳島河川国道事務所「パンフレット 吉野川のしぜん」，右：栗原康(1980)「干潟は

生きている」岩波新書） 
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図 2.1－3 埋め立て面積の推移 

出典：国土地理院 HP 
平成 15 年全国都道府県市町村区別面積 
平成 15 年の面積地の特徴 昭和 25 年～平成 15 年

の埋立面積の推移 

 
図 2.1－4 干潟面積の推移 

出典：環境省自然環境局 
「パンフレット いのちは創れない 新･生物多様性国家戦略」 
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図 2.1－5 東京湾の水質の状況 

全国公共用水域水質年鑑（1975～2000）、国立環境研究所環境数値データベースより作成 
COD は上層と下層の平均値 

 

エビ・カニ類：神奈川　川崎市～横浜市の各漁協
　　　　　 　 東京　　江戸川区～大田区の各漁協
　　　　　 　 千葉　　浦安～下洲の各漁協

貝　類　　 ：神奈川　川崎市～横浜市の各漁協
　　　　　 　 東京　　江戸川区～大田区の各漁協
　　　　　 　 千葉　　浦安～下洲の各漁協
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図 2.1－6 東京湾の漁獲量 

出典：エビ・カニ・貝類：運輸省第二港湾建設局海域整備課（1998）、平成 9 年度東京湾環境計画策定基礎調査報告書 
   アサリ（千葉県）：柿野純（1992）、アサリ漁業をとりまく近年の動向、水産工学 VOL29 
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＜参考＞ 
 1945 年以降、汽水域においてどのような問題が生じているかを把握するため、平成 15
年度に全国の一級水系の河口部を管理する 72 事務所にアンケートを行った。アンケートの

回答を見ると「塩害」が 19 河川で最も多く、ついで「魚介類の減少・へい死」（18 河川）、

「海岸線の後退」（17 河川）、「干潟の減少」（14 河川）、「植生の変化」（12 河川）、「流下能

力の減少」（12 河川）であった。その他には「赤潮」や「砂州形状の変化」などが見られた。

なお、これらの変化については様々な原因が考えられ、原因が特定できないものも含まれ

ている。 
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図 2.1－7 汽水域で生じている変化（昭和 20 年以降に一級水系において生じたもの） 

 
 

 
図 2.1－8 干潟の減少の調査事例（鵡川） 

出典：平成 15 年度国土交通省国土技術研究会（アカウンタビリティ部門）発表資料 
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図 2.1－9  塩水遡上の調査事例（川内川） 

出典：川内川塩水遡上抑制対策検討業務報告書（平成 9 年 3 月、川内川河川事務所）、一部加筆 

 

 
図 2.1－10  海岸線の後退の変化調査事例（名取川） 

出典：仙台湾沿岸技術調査委員会報告書（平成 12 年 10 月、建設省東北地方建設局 宮城県土木部） 

Ｎ 
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2.2 汽水域の特徴 
 汽水域は、土地利用の変化など流域の変化が集積して現れる陸と海との接点に位置し、

海の潮位に規定されるなど、河川上～中流部と異なり、次のような特徴を有する。 
（1）物理・化学的特徴 
�� 河川と海の双方からの外力を受ける。それらの微妙なバランスの下に成り立っている。 
�� 入退潮により、水位（水深、湛水域）・流速・塩分濃度などが時間的、空間的に周期

的に変化する。 
�� 上流から流下してきた懸濁態の有機物や栄養塩が海水に触れて凝集沈殿する。 

（2）ハビタットの特徴 
�� 特殊な物理・化学的環境の下に縦断的・横断的に多様なハビタットが形成され、それ

に適応した固有の生物が生息・生育している。 
 このように多様で微妙なバランスの下に形成される河川環境が多様な生物を育んでおり、

汽水域の河川環境を捉えるには、このような特徴を充分理解しておくことが必要である。 
 
＜解説＞ 
（1）物理・化学的環境の特徴 
 汽水域は、淡水と海水のまじり合う所であり、河川と海の双方から潮位、波浪、洪水、

土砂供給や汚濁負荷などの外力を受けて、複雑な物理・化学的現象が生じている。また、

河川や海からの外力の他に、大気や沿川からの外力も受けている。それらの外力は、常に

一定なものではなく、変動する。変動には周期的なものと非周期的なものとがある。また、

風波などのように時間的に短期間で繰り返されるものから、半月周期の潮汐などのように

中長期的のものまである。 
 
＜水位、流速の変化＞ 
 河口における潮位の変化は、潮汐波となって河川上流に伝わる。これに伴って水位、流速、

塩分濃度が周期的に変化する。（図 2.2－1、図 2.2－2 参照）なお、潮汐波の上流への伝搬は

長波で伝わるため、河口潮位の満潮と河道内での満潮は概ね一致する。一方、下げ潮時には、

河川の流下流速が河床勾配、底面摩擦等で決まり、干潮となる時間が上流ほど遅れる。 
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図 2.2－1 感潮域における水位変化のイメージ（石狩川）2003 年 1 月 2 日 
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図 2.2－2 荒川下流部における流速分布観測結果例（大潮時）－新荒川大橋地点－ 
※順流（上流→下流方向）：プラス流速   逆流（下流→上流方向）：マイナス流速 

 
 
＜塩分濃度の変化＞ 
 入退潮による海水の侵入により感潮域内で塩分濃度が変化する。海水の侵入形態は後述

するように、弱混合、緩混合、強混合のような混合形態に分けられる。図 2.2－3 は弱混合

の河川における塩水遡上の観測事例である。 
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図 2.2－3 塩水楔の縦断形状調査事例（尻別川）  

出典：平成 14 年度尻別川河川性状調査業務報告書（平成 15 年 3 月、(社)北海道栽培漁業振興公社） 
 
＜懸濁態物質の堆積＞ 
 河川の上流域や汽水域から流入してくる淡水には懸濁態の有機物や栄養塩が豊富に含ま

れている。それらは、海水と淡水の混合による凝集沈殿や密度流による下層の流速の減少

によって汽水域に堆積しやすい。 

海
 川 

  
  

懸濁態の有機物

懸濁態の有機物の移動

水の流れ 

 
図 2.2－4 懸濁態物質の堆積のイメージ図 

 
（2）ハビタットの特徴 
 汽水域のハビタットには、縦断的、横断的な特徴がある。 
 縦断的特徴は、主に入退潮による塩分濃度、河床材料により規定される。汽水域では干

満によって塩分が淡水から海水まで変化するため、生物は塩分の浸透圧の変化に耐えられ

るもの、或いは変化に応じて移動できるものでなければならない。また、河床中に営巣す

るものは底質の貫入抵抗が変わると棲めなくなる可能性がある。或いは底質によって泥中

への酸素の供給形態が変わるため、生息環境が規定される。 
 横断的特徴は、主に干満による水位の変化によるもので、水深や河床の乾湿が変化する。 
 汽水域ではこのような特徴を持つ物理・化学的な河川環境の下で、これに適応した特徴

的なハビタット（生物の生息・生育空間）が形成されており、人為的な改変が加えられた

場合に生息・生育環境が破壊され、生態系が一変することも考えられる。これを防ぐため

に汽水域における特徴的なハビタットを全体的に把握しておく必要がある。 
 汽水域においては、浅場に広がるアマモ場、砂嘴の背後に発達する湿地、小水路の合流

点やその澪などの縦・横断的なだけでは把握しきれない特徴的な場が形成され、それぞれ

の場が多様な生物の貴重なハビタットとなっている。従って、それらのハビタットとそこ

に生息・生育する生物の状況を河川環境情報図にまとめる等により平面的に捉えて、ハビ
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タットの縦断的横断

的な特徴と併せて汽

水環境を全体的に把

握することが重要で

あり、波浪、河床材料、

水の流れの状況、塩分

濃度の分布及び生物

の生息・生育状況など

の基礎的な調査を行

う必要がある。 
 

＜ハビタットの縦断的特徴＞ 
�� ハビタットの縦断的特徴のイメージを図 2.2－5 に示す。 
�� 前置斜面～沖合部（太陽光の届く浅海部）では、藻場が形成され、魚介類の産卵場所

や棲みかとなっている。 
�� 河口付近は底生生物の働きにより汽水域の水質を保全する役割を果たしている。 
�� 砕波や海浜流等により潮目や渦流が発生しやすい前置斜面では、浮遊幼生の沖への拡

散を防ぎ、河口付近では塩分境界層が発達し、ヤマトシジミの幼生などが塩水くさび

の流れに乗って上流に移動するなど、生物の繁殖、分布にも関与している。 
�� 汽水域は、遊泳能力の高い魚や、塩分濃度の変化に対応出来る底生生物の生息の場と

なっている。 
�� 汽水域は、上流からの豊富な栄養塩が供給され、生産力の高い水域となっている。 
�� 淡水域は、汽水域に水、物質を供給する源であり、淡水～汽水～海水のように回遊す

る魚類等の生息の場ともなっている。 
 

 
図 2.2－5 汽水域とその周辺の縦断イメージ 

 

ワンド

潟
湖

砂
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＜ハビタットの横断的特徴＞ 
�� ハビタットの横断的特徴のイメージを図 2.2－6 に示す。横断的には、亜潮間帯、潮間

帯、及び潮上帯域に区分出来る。 
�� 亜潮間帯は、餌となるプランクトンが豊富であり、魚介類の幼生の生息場所であり、

塩水くさびの流れに乗って幼生が移動する。 
�� 潮間帯は、原則として 1 日に 2 回、潮汐により干出と水没を繰り返している環境変化

の大きな場所である。干潟が形成され、固有の底生生物の生息場所となっている。ま

た、水位の変化による土中の水の移動や底生生物の働きにより、水の浄化機能を持つ。

干潟は生産力も高く、鳥の採餌場ともなっている。 
�� 背後の塩性湿地や河岸は、ヨシ原等の固有の植生の生育場所であり、鳥やほ乳類など

の営巣・繁殖・採餌の場ともなっている。 
 

干潟部

朔望平均干潮位

干潟部

魚類や貝類の浮遊幼生の着底→成魚、成貝へ成長塩性湿地
ヨシ原

動・植物のさまざまな種・群集の生息・生育環境は、
流路・河床形状変化による物理的インパクトを受けやすい。

潮位変動

・稚仔魚にとっての良好な生育・生息環境
（エサとなるプランクトンが多い）
・洪水流の影響を受けやすい
・高塩分の塩水くさびに乗って幼生が遡上する

・干潟部の底生生物（カニやゴカイ、
　巻貝など）による、底質の浄化や
　二枚貝などによる水質の浄化
・鳥などの野生生物のエサ場

　・河岸部に植生するヨシ原による水質、
　　底質浄化

潮間帯亜潮間帯潮間帯

潮上帯 潮
上
帯

朔望平均満潮位

 
図 2.2－6 汽水域とその周辺の横断イメージ 

 
 汽水域の河川環境を捉えるに当たっては、河川によって異なる生物の生息・生育環境の

要素を整理し、生態系の構造を理解しておく必要がある。環境の要素としては、波浪、河

床材料、水の流れの状況、塩分濃度の分布などの状況が挙げられる。それら要素が変化す

ると、要素の系の上に成り立っている生態系が大きく変化する可能性がある。 
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2.3 汽水域の分類 
 汽水域を規定する多様な要素の中から、潮位変動の大きさ、波浪の大きさ、河床材料

を用いて、日本の汽水域をおおまかにタイプ分けすると、次のようになる。 
①日本海に流入する河川 
②瀬戸内海の東部に流入する河川 
③太平洋、オホーツク海に流入する河川 
④東京湾、伊勢湾、瀬戸内海に流入する河川 
⑤上記を除く九州沿岸に流入する河川 
⑥有明海に流入する泥・砂河川 
①～⑤はさらに泥・砂河川と砂利河川に分かれる 

 
＜解説＞ 
（1）タイプ分類に用いた指標 

＜潮位変動の大きさ＞ 
河口近傍潮位観測所における直近 1 ヶ年の朔望平均満潮位と朔望平均干潮位との差

（以下「潮位差」と呼ぶ）を用いた。 
＜波浪の大きさ＞ 
河口の位置により内湾型と外海型の別を判断した結果を用いた。内湾型は、東京湾、

伊勢湾、瀬戸内海、有明海等の内海に流入する河川で、河口砂洲が形成されにくい。

一方、外海型は外海に面し、波浪により河口砂州が形成されやすい。 
＜河床材料＞ 
河床材料から砂・泥河川と砂利河川の別を判断した結果を用いた 
低水路における概ね 1km 毎の粒度試験結果から、D60（60％粒径）を求め、河口近傍の値を見て

5mm を超える箇所が 2 ヶ所以上ある場合、或いは 5mm を超える箇所は 1 ヶ所であるが、他の地

点も同等の値を示す場合に砂利河川とし、砂利河川以外を砂・泥河川とした 
 
（2）タイプ分類結果 

 タイプ分けした結果を図 2.3－1 に示す。同図では潮位変動と波浪の大きさの 2 つの

地域性指標で色分けを行っている。 
＜緑色で示したグループ：泥・砂 23 河川、砂利 10 河川の計 33 河川＞  
日本海に面した河川で、潮位差が 0.6m 以下と小さいグループであり、泥・砂河川と

砂利河川がほぼ同数である。流域面積を見ると、砂利河川は 211～1,190km2、泥・

砂河川は 270～14,330km2 となっており、砂利河川に比較的流域規模が小さい河川

が多い。 
＜青色で示したグループ：泥・砂 2 河川、砂利 2 河川の計 4 河川＞  
瀬戸内海に流入する河川で、潮位差 0.6～2m 程度のグループであり、泥・砂河川と

砂利河川が 2 河川ずつとなっている。 
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＜空色で示したグループ：泥・砂 16 河川、砂利 15 河川の計 31 河川＞  
太平洋、オホーツク海に面した河川で、潮位差 0.6～2m のグループであり、泥・砂

河川と砂利河川がほぼ同数である。流域面積を見ると、砂利河川は 508～3,990km2、

泥・砂河川は 464～16,840km2 となっており、砂利河川に比較的流域規模が小さい

河川が多い。 
＜茶色で示したグループ：泥・砂 18 河川、砂利 7 河川の計 25 河川＞  
東京湾、伊勢湾、瀬戸内海に流入する河川で、潮位差 2～4m のグループである。球

磨川も含まれる。このグループはさらに河床材料によって泥・砂河川と砂利河川に

分けられる。流域面積を見ると、砂利河川は 140～1,465km2、泥・砂河川は 235～
8,917km2となっており、砂利河川に比較的流域規模が小さい河川が多い。 

＜黄色で示したグループ：泥・砂 6 河川、砂利 2 河川の計 8 河川＞  
九州沿岸の河川で、有明海と瀬戸内海に流入する河川を除く外海に面した河川であ

り、潮位差 2～4m 程度である。これらのほか、このグループには天竜川、菊川も含

まれる。 
＜赤色で示したグループ：8 河川＞  
有明海に流入する河川で、潮位差 4m より大のグループで泥・砂河川である。 

 
 図 2.3－2 には、これらの河川を潮位差と汽水域内の 0～5km 地点での代表粒径の平

均値とで散布させたものを示した。このような図に対象とする河川をプロットするこ

とで、類似性を考察することが出来よう。なお、同図で矢印で示したものは、河口付

近の 0～1km の代表粒径と 2km より上流のそれが大きく異なるため、0～1km の平均

の代表粒径を用いた場合についても示したものである。 
 全国の主要な河川の汽水域のイメージを伝えることを目的として、河口域の写真を

示した。 
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  表 2.3－1 タイプ分けした河川のグループ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.3－1 タイプ分けの結果 
注）地図中には、二級水系の小櫃川、酒匂川、興津川、武庫川も示している 
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芦田川
庄内川
多摩川
太田川
旭川
矢作川
球磨川
吉井川
高梁川
荒川（関東）
木曽川

0.6～2m 大和川 揖保川 番匠川 物部川
淀川 加古川 高瀬川 安倍川

名取川 狩野川
鳴瀬川 那賀川
網走川 渚滑川
久慈川 鵡川
五ヶ瀬川 大井川
常呂川 沙流川
馬淵川 湧別川
釧路川 仁淀川
那珂川 紀の川
吉野川 相模川
阿武隈川(2.11) 渡川
十勝川 新宮川（熊野川）
北上川 富士川
利根川

0.6m以下 留萌川 北川
梯川 天神川
常願寺川 黒部川
小矢部川 後志利別川
赤川 姫川
関川 手取川
庄川 日野川
千代川 高津川
円山川 荒川（北陸）
尻別川 子吉川
由良川
斐伊川
岩木川
神通川
九頭竜川
江の川
米代川
雄物川
天塩川
最上川
阿賀野川
信濃川
石狩川

平成14、15年度のアンケート調査及び潮位表により作成したものである。
（　）書き数字は、潮位差のタイプ分けの基準値からはずれている場合に特記したものである。
各欄の河川は流域面積の小さい順に並べてある。

内湾型 外海型
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平均（0km～5km）、但し矢印で示したものは河口付近とそれ以外の区間の粒度が大きく異なるため、0～1km 平均を併記したものである。 

代表粒径Ｄ （ｍｍ）60

潮
位

差
（

ｍ
）

0

1

2

3

4

5

6

0.01 0.10 1.00 10.00 100.00

潮位 4m以上　 泥・砂河川　内湾型

潮位2m～4m　　泥・砂河川　内湾型
潮位2m～4m　　砂利河川　　内湾型
潮位2m～4m　　泥・砂河川　外海型
潮位2m～4m　　砂利河川　　外海型

潮位0.6m～2m　泥・砂河川　内湾型
潮位0.6m～2m　砂利河川　　内湾型
潮位0.6m～2m　泥・砂河川　外海型
潮位0.6m～2m　砂利河川　　外海型

潮位0.6m以下　泥・砂河川　外海型
潮位0.6m以下　砂利河川　　外海型

球磨川小瀬川

大分川

重信川

肱川

佐波川

土器川

山国川

小丸川

天竜川

渡川

加古川
揖保川

五ヶ瀬川

湧別川

富士川

安倍川 大井川
紀の川

新宮川（熊野川）

那賀川

物部川

仁淀川

櫛田川 宮川

大野川

菊川
矢作川

鈴鹿川雲出川

大淀川

菊池川白川緑川

芦田川
太田川

豊川

庄内川

木曽川

吉井川
旭川

高梁川

遠賀川

松浦川
川内川

阿武隈川 肝属川

十勝川

高瀬川 馬淵川

北上川 鳴瀬川

久慈川
那珂川

吉野川

大和川

網走川

名取川
番匠川

相模川

荒川（関東）

多摩川鶴見川

淀川

利根川

筑後川矢部川

六角川 嘉瀬川

本明川

渚滑川

狩野川

石狩川

尻別川

岩木川

赤川

阿賀野川

信濃川
関川

九頭竜川

釧路川

天塩川 留萌川
米代川

雄物川

最上川
常願寺川 神通川 小矢部川

梯川由良川円山川

千代川

斐伊川

後志利別川

鵡川

庄川

江の川
子吉川

荒川（北陸）

姫川

黒部川

手取川北川

天神川

日野川

高津川

沙流川

酒匂川

武庫川

常呂川

 
図 2.3－2 潮位差と代表粒径による河川の散布図 

注）図中には酒匂川、武庫川も示している 
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留萌川 梯川 常願寺川 

小矢部川 赤川 関川 

庄川 千代川 円山川 

尻別川 由良川 斐伊川 

岩木川 神通川 九頭竜川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（1/8） 
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江の川 米代川 雄物川 

天塩川 最上川 阿賀野川 

信濃川 石狩川 北川 

天神川 黒部川 後志利別川 

姫川 手取川 日野川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（2/8） 
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高津川 荒川（北陸） 子吉川 

大和川 淀川 揖保川 

加古川 武庫川（二級水系） 番匠川 

高瀬川 名取川 鳴瀬川 

網走川 久慈川 五ヶ瀬川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（3/8） 



第 2 章 汽水域の現状と問題 

 2－18

常呂川 馬淵川 釧路川 

那珂川 吉野川 阿武隈川 

十勝川 北上川 利根川 

物部川 安倍川 狩野川 

那賀川 渚滑川 鵡川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（4/8） 
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大井川 沙流川 湧別川 

仁淀川 紀の川 相模川 

渡川 新宮川（熊野川） 富士川 

酒匂川（二級水系） 興津川（二級水系） 鶴見川 

鈴鹿川 小瀬川 佐波川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（5/8） 
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雲出川 大分川 豊川 

芦田川 庄内川 多摩川 

太田川 旭川 矢作川 

球磨川 吉井川 高梁川 

荒川（関東） 木曽川 土器川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（6/8） 
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重信川 櫛田川 山国川 

宮川 肱川 大野川 

小櫃川（二級水系） 菊川 松浦川 

肝属川 遠賀川 川内川 

大淀川 小丸川 天竜川 

全国一級水系を中心とした河口の状況（7/8） 
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本明川 六角川 嘉瀬川 

白川 矢部川 菊池川 

緑川 筑後川 

 

 
 
 
 
 
 

全国一級水系を中心とした河口の状況（8/8） 
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コラム３：日本沿岸の潮位変動の大きさ 
日本海側は、潮位変動が小さく混合型は弱混合で塩

水くさびを生じやすい。太平洋側は、大潮時の潮差

が 1～2m 程度、有明海は、大潮時の潮差が 5m に及

び混合形態は強混合である。東京湾・瀬戸内海は、

大潮時の潮差が 2～3m 程度となっている。 

有明海（大浦）

日本海（富山）

東京湾（東京）

太平洋（串本）
 

日本海側（富山） 

太平洋側（串本） 

有明海（大浦） 

東京湾（東京） 

※平成 12 年 潮位表 

新
月

上
弦

満
月

下
弦
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コラム４：日本沿岸の波浪の大きさ 
・日本海側では、冬季に波高が高く、夏季は穏やか 
・太平洋側では、春先と台風時期に波高が高い 
・内湾では、通年、波高が低い 関屋

原
城南

 
月最大有義波高＊（平成 12 年） 
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）

日本海側（関屋） 太平洋側（原） 内湾（城南）

 

月平均有義波高（平成 12 年） 
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波
高

（
m

）

日本海側（関屋） 太平洋側（原） 内湾（城南）

 
海象年表（H12）より作成した 

＊有義波高：ある地点で連続する波を観測したとき、波高の高いほうから順に全体の 1/3 の

個数の波を選び、これらの波高を平均したもの 
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コラム５：日本の河川の河床勾配と河床材料 
 下図は、平成 15 年度のアンケート結果を用いて作成した、一級水系における河口から 1km
地点の代表粒径（D60）と感潮区間平均（セグメントが分かれる場合は下流側のセグメント

平均）の河床勾配の逆数の値の関係である。代表粒径は 10－２～10２mm、河床勾配は 10２～

レベルまで幅広く見られる。また、河床勾配が大きい（河床勾配の逆数が小さい）ほど代表

粒径が大きい傾向が見られる。 

河床勾配と代表粒径の関係（河口から1km地点）

0.001

0.01

0.1

1

10

100

1000

100 1000 10000 100000 1000000
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コラム６：日本の河川の流域面積 
 汽水域は河川と海の双方の影響を受けており、流域面積の大きい河川の汽水域は、河川か

らの影響も大きいと思われる。下図は、一級水系 109 水系について、流域面積別の水系数を

示したものである。流域面積 4000km2以下の河川がほぼ 9 割を占めている。 
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2.4 汽水域の管理上の課題 
 汽水域における管理上の課題には次のものがある。 
�� 環境の把握や人為的改変に伴う環境への影響に関する調査・研究を進める 
�� これまで得られた知見を基に人為的改変による物理・化学的現象の調査・分析手法

を取りまとめる 
�� 必要な調査の実施やデータの整理を通じ、汽水環境を適切に捉える 
�� 河川整備の計画段階において環境に及ぼす影響を事前に予測・評価するとともに、

その影響の回避低減を行うとともに、許可工作物の工事及び占用許可の際の適切な

審査に活用する 
�� 汽水域の環境を復元する自然再生の取り組みなどを行う 

 
＜解説＞ 
 これまでの河川管理は平野部における人口や資産の増加、集中に対する対応として治水・

利水を重視したものとなっていた。河川環境の整備と保全を目的に追加した河川法の改正な

どに基づき、河川環境を重視した河川整備が前提となった今日においても、汽水域について

は他の河川区域と比較して、人為的改変による環境への影響の調査・分析を行うのに必要な

データが十分整理されていないなど、その取り組みは十分進んでいるとはいえない状況であ

る。 
 また、河川と海の双方から影響を受ける汽水域においては、河川区域にとどまらず汽水域

に影響を及ぼす海域にまで視野を広げる必要があるが、実態としてそのような対応はほとん

どとられていないのが現状である。 
 さらに、今日国民の環境に対する関心が高まる中、汽水域は生物の生息・生育の場や、人

と自然とのふれあいの場として、また水域の浄化機能を有する場などとして多様な価値が期

待されているにもかかわらず、現実にはそのニーズに十分応えられる状態とはいえない。 
 汽水域についてはこれまで洪水の流下などの治水面や舟運、塩害の防止などの利水面から

の調査・研究が主に行われてきた一方で、他の河川水域と異なり、既述のとおり現象が複雑

であることから、環境の把握や人為的改変に伴う環境への影響に関する調査・研究は十分進

められていなかった。 
 今後適切な河川管理を実現するため、環境の把握や人為的改変に伴う環境への影響に関す

る調査・研究を進めるとともに、これまで得られた知見を基に人為的改変による物理・化学

的現象の調査・分析手法を取りまとめる必要がある。また、各河川においてそのために必要

な調査の実施やデータの整理が望まれている。 
 このような取り組みを通じ、汽水環境を適切に捉え、河川整備の計画段階において環境に

及ぼす影響を事前に予測・評価するとともに、その影響の回避低減を行うことや、許可工作

物の工事及び占用許可の際の適切な審査、さらに積極的に汽水域の環境を復元するための自

然再生事業などを行うことが重要な課題である。 
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第3章 汽水域における人為的改変と河川環境への影響 
3.1 汽水域で生起する現象 
 汽水域で生じる主な現象は、河川と海域の双方からの外力による土砂の移動と海水及

び淡水の挙動に係るものに大別出来る。土砂の移動には、「河口地形の形成」と「河床・

河岸の形成」がある。また、海水及び淡水の挙動に係るものとして「塩水遡上」と「貧

酸素水塊の形成」がある。 
 
＜解説＞ 
 汽水域では河川や海からの自然の外力を受けてさまざまな現象が生じている。これらの

現象の上に人為的改変が加わって汽水域の現象が変化する。自然の外力に対して人為的改

変が大きい時、汽水域の環境が大きく変化し、人為的改変による問題が顕在化する。図 3.1
－1 は、汽水域で生じている代表的な現象をイメージ図にしたものである。 
 汽水域では潮汐に伴う半日、半月周期の干満による流れと、時折生じる出水や強風・波

浪による流れがあり、この流れにともなって、土砂の移動・堆積、塩分の混合等、複雑な

現象が生じている。 
 出水時には河川の流れの影響が卓越し、海水や河床表層の細粒分はフラッシュされる。

出水後の流量の低減時には流速の低下に伴って河口付近に土砂が堆積し、河口テラスが形

成される。波浪の強い時は頂置面から土砂が運ばれ河口付近に堆積し、河口砂州が形成さ

れる。内湾では、波浪や潮汐流によって細かい砂や泥が移動・堆積し、干潟が形成される。 
 平常時は潮汐により水位（水深）が周期的に変化し、それに伴って砂州・干潟が干出と

水没とを繰り返す。また、波浪や潮汐流により河床の底泥細粒分が巻き上げられ高濁度水

塊を形成し、遡上流により上流に移送され堆積する。さらに、上流から流下して来た物質

が海水と接して凝集沈殿を生じ、塩水くさび面で高濁度となる。 
 入退潮により淡水と海水がまじり合うが、その混合の状況によって塩分の濃度分布が決

まる。潮位変動が少なく汽水域の長い河川では混合が弱く塩水くさびを形成しやすい。 
 淡水と海水の接する部分では境界面で混合を生じ、海水は淡水の流れに連行され下流に

移動する。これを補う形で、塩水くさびの中を先端に向かう流れが生じる。（エスチャリー

循環流） 
 海水が侵入する際に、淡水との混合が弱ければ塩分濃度躍層を生じ、表層からの酸素の

供給が少なくなる。一方、水中や河床表層では有機物の分解等による酸素消費が進むため、

河床付近に貧酸素水塊が形成される。 
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＜河口地形の形成、河床・河岸の形成のイメージ＞ 

波浪による土砂

輸送（平常時）

フラッシュ（出水時）

海水侵入(平常時）
細粒分の移動

波

河川水
土砂移動

堆積

潮汐による
水位変化

フラッシュ(出水時)

 
 

波浪による

土砂輸送

（平常時）

河口テラスの形成

波

海水侵入（平常時）
細粒分の移動

潮汐流・波浪による土砂輸送（平常時）

河口砂洲・干潟
の形成

フラッシュ（出水時）、出水後の堆積

中洲の形成
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図 3.1－1 汽水域の代表的な現象のイメージ 

＜塩水遡上、貧酸素水塊の形成のイメージ＞ 
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3.1.1 土砂の移動に関する現象 
 土砂の移動に関する現象としては、「河口地形の形成」と「河床・河岸の形成」に大別さ

れる。 
 「河口地形の形成」に関しては、上流からの土砂供給や潮汐流、波浪および沿岸漂砂な

どにより規定され、「河床・河岸の形成」に関しては上流からの土砂供給、洪水時の掃流力、

潮汐流および波浪などにより規定される。 
＜解説＞ 
（1）河口地形の形成 
 河口部には、波浪・潮汐流・河川流などの複数の外力が作用し、さらに密度流効果も

重なるために、その地形変化はきわめて複雑である。 
 洪水時には河川の流速と水深の増により、河床に働く掃流力が大きくなって、河床の

堆積土砂がフラッシュされる。洪水時の水位上昇が緩やかで、河口が開口している場合

は、側岸侵食により砂州が徐々にフラッシュされる。完全閉塞している河口や部分的に

開口している河口であっても、洪水時の水位上昇が速い場合には、洪水により水位が砂

州を越えるようになり、砂州全体が一挙にフラッシュされる。このときの水位は、流量

の増加に伴う砂州部開口河積の拡大が追従できないため、急激に上昇し、流量ピーク以

前に河口水位のピークが現われる。このような現象は、中小河川でその傾向が強く、流

量ハイドログラフの立ち上がり部分の流量変化速度や河口砂州高が大きく影響する。 
 河川から流出した土砂は、河口部における潮汐流と砕波に伴う海浜流とによって立体

的な河口砂州を形成する。土砂供給の大きい河川では出水時に流出した土砂により河口

テラスが形成される。内湾に面した河川においては、波による変形は少ないが、外海に

面した河川においては河口テラスは変形され、汀線方向に運ばれ縮小する。 

 
図 3.1－2 天竜川河口部の深浅図（平成 5 年 9 月） 

「土木研究所資料第 3281 号 河口地形特性と河口処理の全国実態 平成 6 年 6 月 
建設省土木研究所河川部河川研究室」に加筆 
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図 3.1－3 安倍川河口部の深浅図（平成 4 年 9 月） 
「土木研究所資料第 3281 号 河口地形特性と河口処理の全国実態 平成 6 年 6 月 

建設省土木研究所河川部河川研究室」に加筆 

 

 河口砂州の高さは波浪の波高、周期、海浜材料の粒径、海浜勾配に依存して変化し、

波高が高く、周期が長く、かつ粒径が大きいほど砂州高は高くなる。 
 河口の開口部の位置は、河川流量や波浪条件の変化に応じて変動する。沿岸漂砂の卓

越する海岸では、河口位置が沿岸漂砂の下手側に移動し、また元に戻るという変動を示

す場合も多い。 
 導流堤等によって沿岸方向の砂移動が阻止される場合には河口位置の変動幅は小さく

なる。沿岸漂砂が卓越している場合には上手側に土砂が溜り、下手側は河岸侵食が生じ

る。 
 河川からの流出土砂が多い場合には、河口部に土砂が堆積して河口が沖へ移動し、反

対に河口上流での河床掘削などにより供給土砂量が減少し、沿岸漂砂によって運び去ら

れる量との均衡が失われると、河口砂州は陸側へ移動する。開口部の幅や断面積は、潮

汐流および河川流の作用によって広くなり、波浪の作用によって狭くなるといった変動

を繰り返す。 
 なお、外海に面している河口では、掘削によって河口砂州を取り除いても、沿岸漂砂

が河道内に入り込み、砂州が再発達する。 
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写真 A 新宮川河口部の空中写真（平水時：平成 2 年 5 月 29 日） 
 

 
写真Ｂ 新宮川河口部の空中写真（洪水時：平成 2 年 9 月 20 日） 

写真Ｃ 新宮川河口部の空中写真 
（平水時：平成 2 年 10 月 30 日） 

 
 

 

 平水時には（写真Ａ），両岸から細長い砂州が伸びているために開口部は河口のほぼ中央に位置している。

そして河口部の沖合では半円形状の砕波帯が見られることから，この当時開口部の沖側直近には浅い河口

テラスが発達していたことがわかる。写真Ｂに示す洪水時の状況では，砂州の両岸でフラッシュが進行し，

沖に向かって舌状のテラスが形成されている。河口砂州は河道中央部付近を残し，大部分がフラッシュさ

れた。左右の流出状況を比較すると，左岸側の方が白濁領域の突出度が高いことから，洪水の主流部は左

岸側にあることが推察できる。当河川では，平成 2 年 9 月 30 日には再び洪水が発生した。従って，10 月

30 日に撮影された写真Ｃは洪水後，1 ヶ月しか経過しておらず砂州は完全に復元されていない。右岸の砂

州は砂州フラッシュ後の河道内への侵入波浪により，右支川を巻き込むように河道内へ発達形成された。

その後，中央部の砂州の発達とともに右側開口部も浅くなり，やがて 2 つの砂州は結合され，右岸側の開

口部は閉塞されるものと思われる。 

図 3.1－4 河口テラス消長の事例 

出典：土木研究所資料第 3281 号 河口地形特性と河口処理の全国実態 平成 6 年 6 月 

建設省土木研究所河川部河川研究室 
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（2）河床・河岸の形成 
 河床・河岸の形成は、上流からの土砂供給、洪水時の掃流力、潮汐流および波浪など

により規定される。 
 洪水時には、河床に働く掃流力により砂洲のフラッシュや河床に堆積された土砂が流

出する。一方上流からは多量の土砂が供給され、特に流量低減時に汽水域に堆積し、河

岸・河床を形成する。 
 平常時には、潮汐により水位（水深）・流速が周期的に変化し、それに伴って河岸や河

岸前面の干潟（河岸干潟）が干出と水没とを繰り返す。また、波浪により河床の底泥細

粒分が巻き上げられ、高濁度水塊を形成し、遡上流により上流に移送され堆積するなど

河床において土砂の分級が促進される。 
 さらに、上流から流下して来た物質が海水と接して凝集沈殿を生じ、塩水くさび面で

高濁度となる。 
 低水路幅・河岸高などの河道特性は河床材料の代表粒径や河床勾配で規定される。ま

た平均年最大流量時の掃流力によって河床材料が規定されている。 
 河岸形状については河床材料と波浪などの外力および植生の存在によっても、河岸形

状が規定されている。 

 
図 3.1－5 わが国の河川における低水路幅 B と bm IQ � の関係 
出典：「沖積河川学 堆積環境の視点から」山本晃一著 山海堂 P.45 
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コラム 7：高濁度水塊の形成と移動 
 河川水中の浮遊懸濁物質（SS）は、海水と淡水の境界域や河口付近で沈降が促進され、河

床上に高濃度 SS 水塊、いわゆる浮泥層が形成される。浮泥層の形成には、底泥の巻き上げ

や沈降、潮汐と河道内の地形特性に伴う水理学的影響なども関与している。また、SS が沈

降する際には、水中の様々な物質を取り込みながら河床に沈積するため水中の汚濁物質を高

濃度に集積させることになる。 
 汽水域における堆積環境を支配する要因として、懸濁粒子の凝集作用がある。水中の粒子

の沈降速度ＷＳは微細な粒子の遅い運動に対する Stokes の流体抵抗則によって次式で与え

られる。 
ＷＳ＝（1/18μ）（ρＳ－ρＷ）ｇｄ２ 

 ここにμ：水の粘性係数、ρＳ：粒子の密度、ρＷ：水の密度、ｄ：粒子の直径、ｇ：重力

加速度である。 
 もし個々の粒子が数個合併して大きな粒子になると、粒子の間に水をとりこむので、その

大きい粒子の見かけ密度ρＳはもとの粒子の密度よりは小さくなるが、直径 d の増加の影響 
の方（二乗）が大きいから、粒子の

凝集によって大きい粒子ができる

と、その沈降速度は大きくなり、堆

積が促進される。 
 凝集は、海水中の金属イオンの吸

着、微生物の作用、流れ、波が複雑

に関係している。右図は海水濃度と

現地底泥等の代表粒径の関係を実

験的に検討した例であり、10％程度

で凝集が見られる。 
 

海水濃度(割合)を変化させた場合の凝集による代表粒径の変化 
出典：「河口・沿岸海域におけるシルトの凝集と沈降に関する研究」 

第 33 回海岸工学講演会論文集 三村信男 他 一部加筆 
 

 
Turbidity Maximum 出現の機構 

(a)弱混合、(b)緩混合（数字は塩分） 
出典：「河口・沿岸域の生態学とエコテクノロジー」 

杉本隆成 1988 東海大学出版会 P8 

 
 また、汽水域では、潮汐流によって左図の

ように高濁度水塊が上流へ移送され、濁度最

大域（Turbidity Maximum）を生じる。 
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 下図には、六角川における高濁度水塊の観測例を示す。 

 
佐賀県六角川現地調査地点 

 

 
1983 年 11 月 20 日における六角川縦断方向の SS 濃度（mg/l） 

六角川における高濁度水塊の観測例 

出典：（財）河川環境管理財団（H12.9）：「感潮河川の水環境特性に関する研究」p154 
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3.1.2 塩水と淡水の挙動に係る現象 
 塩水と淡水の挙動に係る現象としては、「塩水遡上」と「貧酸素水塊の形成」に大別される。 
 「塩水遡上」に関しては、潮汐流や河道の地形、河川流の特性などにより規定され、「貧

酸素水塊の形成」に関しては塩水くさびの形状、流域からの負荷、底泥の状況、および気

温などにより規定される。 
 
（1）塩水遡上 
 一般に河口部においては、海水と淡水の密度差により、海水は河川水の下に入り込ん

で力学的平衡に達しようとする流れを生じる。この場合、潮汐や河道の地形、河川流の

特性等の影響により、淡塩水の混合状態が図 3.1－6 に示すように、弱混合型（塩水くさ

び）、緩混合型および強混合型の 3 種に分類される。 

 
図 3.1－6 混合形態の分類 

 
 弱混合型は、海水と淡水の混合を促すような働きが弱く、両者は鉛直方向に二層の状

態となり、内部の境界面は、そこに働くセン断力の作用によってある傾きを有し、一般

に塩水くさびと称する形状となる。従って、混合現象の役割は小さく、異種の流体の相

互運動という面が大きい部分を占める。 
 緩混合型は、ある程度乱れによって淡水と海水との混合が生じる場合で、密度の変化

が鉛直方向に連続しているような状態である。強混合型は、鉛直方向の密度差がほとん

どなく縦断方向に密度の勾配が存在している場合の状態を示す。しかし、このような混

合形態の分類については、明確な定義に基づいたものではなく、またこれらの間に明瞭

な境界が存在するわけでもない。 
 一般に潮位変動量の小さい日本海側の河川では弱混合型が多く、潮位変動量が大きく

なると強混合型へと移行する。潮位変動量と周期は、月齢によって変化するので、混合

形態もそれによって変化する。 
 洪水時において、流速条件や河床地形の状況によっては河道内に侵入した塩水が洪水

時に残存することがあるが、洪水流量が増大し流速が大きくなると遡上した塩水はフラ

ッシュされる。 
 
（2）貧酸素水塊の形成 
 汽水域は、河川の上流から供給される栄養塩により、栄養が豊富な水域となっている。

また、周辺の都市排水の流入による水質の汚濁や河床への有機物の堆積が見られる。 
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 河口潮位の変動が少ない弱混合～緩混合の河川では塩水くさびが発達しやすい。塩水

くさびが出来ると上層と下層の間の酸素等の物質交換が著しく減少する。この時、有機

汚濁の進んだ河川では、有機物やアンモニア・亜硝酸性窒素などが酸化されるため、下

層で急激に酸素が消費され、このため貧酸素水塊が形成される（躍層をはさむ上下層の

密度差が発達し酸素飽和度が 40％以下になると拡大し、さらに 20％以下になると急速に

無酸素化に近づく傾向がある）＊１。酸素が無くなると、海水中に多量に含まれている硫

酸イオンが硫酸還元菌により還元されて硫化水素が発生する。このような状況下では底

生生物などが死滅するなどの影響を受ける。 
＊１「東京湾の貧酸素水塊」沿岸海洋研究ノート,26:99-100. 鬼塚正光（1989） 

鉛直循環流

風による界面の変化

淡水
懸濁物質
栄養塩

藻類増殖（有光層・水温成層）

風

淡水

日射

凝集・沈降海　水

混合

酸素消費

貧酸素水塊の形成

潮汐による
水位変化

吹送流

H2S
酸　化

脱　窒

硫酸還元

発　酵  
図 3.1－7 貧酸素水塊の発生機構模式図 

 

図 3.1－8 貧酸素水塊の挙動 

及び流れの構造 
出典：感潮河川の水環境特性に関する研究 

平成 11 年度 (財)河川環境管理財団 
 さらに表層水が強風など

で一方の岸に押しやられる

と、それを補うように深層の

貧酸素水塊が表層に湧昇し

てくることがある。その中に

含まれる硫化水素が空気に

接すると硫黄コロイドがで

き、光を散乱させて青みがか

った色を呈するため、青潮と

よばれる現象が生じる。これ

により岸近くに生息する魚

介類が死滅するなどの大き

な影響を受ける。 
 

図 3.1－9 青潮発生の状況（H14.8.20 千葉県提供資料）



第 3 章 汽水域における人為的改変と河川環境への影響 

 3－11

3.2 汽水域に係る人為的改変 
 汽水域の河川環境を形成する要因には、洪水や渇水、あるいは波浪のような自然の撹

乱によるものと、人為的な改変によるものがある。人為的改変には、河道の掘削、河口

導流堤の建設、河口部の埋め立て、河口域での海砂採取、橋梁の建設、河口堰の建設な

どがある。 
 本手引書では、人為的改変とそのレスポンスの関連を整理し、あわせて調査・分析法

を検討する。 
＜解説＞ 
 図 3.2－1 に示すように、汽水域は海と河川の双方の微妙なバランスの下に成り立ってお

り、人や生態系に影響を与え、またそれらからの影響を受ける。この系に人為的な改変が

与えられると系が変化する。人為的改変は汽水域における現象の変化を通じて人や生態系

と密接に係わっている。 

海からの外力
（潮位、波浪）

変化： 導流堤、埋め立て等による
風波の変化

汽水域環境
（説明変数）

汽水域環境の変化
（説明変数）

人、生物との相互作用
（利用、生活空間、生息・生育空間）

変動：

変化：

大気からの外力
（日射、気温、風、気圧、降水、物質降下）

周期的変動（日、年）
非周期的変動（長期、短期）

地球温暖化等を除き人為インパクトの
影響は小さい

上流からの外力
（流量、水質、土砂）

変動： 周期的変動（年）
非周期的変動（長期、短期）

変化： 流量調節、流域開発等流出
形態改変による変化

変動：

変化：

沿川からの外力

流入量、流入負荷量の変動
（周期的、非周期的）
ゴミ投棄

沿川開発、施設設置等による変化

器の変化
河道掘削等

内部における変化

変動： 周期的変動（日、月、年）
非周期的変動（長期、短期）

 
図 3.2－1 汽水域への外力とその変化の概念図 

この図では変動を含む系において、人為による系の変化を「変化」と表している。 
 
 先に述べたように、汽水域は人為による改変が集中しやすく、図 3.2－2 に示すようにこ

れまで多くの人為的改変が加えられてきた。平成 15 年度において一級水系の管理事務所に

行ったアンケートで見ると、戦後一級水系の汽水域に加えられた人為的改変として図 3.2
－3 のようなものがある。 
 「橋梁の建設」が 129 河川中 105 河川、次いで「河道の掘削」が 68 河川、「河口導流堤

の建設」が 37 河川、「河口部の埋め立て」が 32 河川、「河口堰の建設」が 29 河川、「河口

域での海砂採取」が 9 河川、「放水路の建設」が 4 河川、「排水機場の建設」、「床固め」が 2
河川となっている。 
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導
流
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図 3.2－2 汽水域への人為的改変のイメージ 
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図 3.2－3 汽水域への人為的改変 

（昭和 20 年以降、一級水系 109 河川 派川含み 129 河川でのものである） 
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3.3 人為的改変による河川環境への影響予測 
 人為的改変の内容によって生じ得る河川環境への影響は、シミュレーションや過去の

事例を整理する等により行う。 
 なお、このような人為的改変に対する河川環境への影響は、即座に生じるものと段階

を経て生じるものがある。特に生物への影響は、長い時間の経過の中で発生することも

考えられ、本手引書に示す調査・分析に加えて、モニタリングにより監視をしていくこ

とが大切である。 
 
＜解説＞ 
（1）対象とする人為的改変について 
 汽水域の河川環境を変化させる要因には自然の撹乱によるものと人為的な改変によるも

のがある。本手引書では、人為的な改変による影響の予測についてとりあげることとし、

その中でさらに代表的なもの、影響の大きいもの、今後多数予想されるものとして次の 5
つの人為的改変を対象としている。 
 なお、「河口堰の建設」については、長良川や利根川等において河口堰設置後のモニタリ

ング調査により、そのレスポンス等を具体的に把握しつつあることから、本手引書では対

象としていない。 
 ・河道の掘削 
 ・河口導流堤の建設 
 ・沿岸域の埋め立て 
 ・河口域での海砂採取 
 ・橋梁の建設 
 本手引書で対象とした人為的改変以外にも自然の撹乱（例えば洪水や渇水）が考えられ

るが、それらについては、できるだけ計算の与条件として扱うなどの工夫を行う。 
 
（2）人為的改変による河川環境への影響予測 
 人為的改変により生じる河川環境への影響は、人為的改変による現象の変化をシミュレ

ートすることで、或いは過去の事例を整理することである程度予測が可能である。これに

直接的改変の状況をあわせて現状の生物の生息・生育環境の情報と重ね合わせることで、

汽水域の環境に対する影響を評価することが可能となる。 
 本手引書では図 3.3－1 に示すインパクト～レスポンスの連関をフローにまとめた。 
 なお、本検討では人為的改変による物理・化学的な変化を対象とした。レスポンスの結

果生じる問題発生の判定のための基準は、調査研究途上にあり、今後ともさらに調査を推

進し知見をとりまとめていく必要がある。 
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汽水域における人為的改変による河川環境への影響予測フロー 
 以下に人為的改変による河川環境への影響予測フローを、人為的改変とレスポンスとの連関を中心にとりまとめた。 
 連関の強さや調査分析手法の技術的難易度を、線の太さや色により表現している。 
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図 3.3－1 汽水域における人為的改変による河川環境への影響予測フロー 
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3.4 必要な現地調査 
 河川管理上、汽水域の河川環境を把握することや人為的改変による問題発生の可能性

を判断する上で、当該河川の基礎的なデータを常日頃より把握しておくことが重要であ

る。 
＜解説＞ 
 河川管理上必要となる基礎的なデータは下表に示すように、現況把握や一次判定のため

に定常的に収集しておくべきものと、二次判定が必要となった場合に追加調査を行うもの

とがある。（p4－1 参照）また、影響追跡のために事後に実施するものもある。 
 

調査段階 現況把握 一次判定 二次判定 影響追跡 
分析手法 

�
�
�

�
�
�
�

�

分布図

変化図
の作成等 

他での事例比較 
簡易なシミュレーション 

模型実験 
シミュレーション 

モニタリング 

共通基盤として定常的に実施、関係機関による既往データの収集 基礎的なデー

タの収集方法   必要なデータの追

加調査 
モニタリング項目

を決めて追跡調査 
収集時期 常時 計画時点 実施後 

 
（1）現況把握、一次判定のための現地調査 
 汽水域を管理していく上では、例えば上流から流れてくる水質が変わることによって、

今まで起きていなかった河道底層の貧酸素化が生じることもあることから、環境の状況把

握が重要であり、また人為的改変を行おうとする場合には当該水域での環境への影響の可

能性を予測する必要がある。そのため表 3.4－1 に示す項目について現地調査を行い、当該

河川の河川環境を常日頃より把握していく必要がある。 
  
 現地調査を行うに際しては、まず当該汽水域を活動の場とする地域住民や学識者などへ

のヒアリング結果や既存文献をもとに、調査の必要性や内容、視点を明確にしておくこと

が重要である。また、ハビタットは生物種によって非常に小さなスケールの場合があるた

め、当該区域の注目種などを考慮し、地形や植生についても細かく調査することが望まし

く、浅場に広がるアマモ場、砂嘴の背後に発達する湿地、小水路の合流点やその澪などの

特徴的な場を把握することが重要である。 
なお、既往の調査結果については、これまでにも汽水域における水文、水質調査等は行

われてきたが、治水、利水の観点から行われている場合が多いため、これらのデータだけ

では汽水域の環境に対する影響を適切に評価することが困難であることに注意が必要であ

る。 
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表 3.4－1 必要な現地調査 
調査項目 調査目的・把握する現象 調査場所 調査頻度 備考 

河道縦横断形状 �� 出水、波浪、潮汐流による土

砂移動 
�� 経年的な変化傾向ととともに

急激な、或いは大規模な変化

が生じていないかどうか確認 

感潮区間内、縦断方向 200m ピッチ程度。 
合わせて河口海域（沖合方向前置斜面の先端まで、沿岸方向河口河川幅

の 3 倍くらいまで、以下同じ）の地形（深浅測量）。 

数年に 1 回程度、及び河床が大きく変化するよう

な大規模な洪水の後。 
定期縦横断測量として実施。ただし、水深の測定にソナーを用いる等、精

度がやや劣るもののコストが小さく短時間で測定出来る簡便な方法を用

いても良い。（現地調査手法の「ソナーを利用した河道横断形状の測定」（p
調査－1）及び「ビデオ撮影による砂州動態観測」（p 調査－2）参照） 
河川砂防技術基準第 9 章河口調査 2.9 河川・海岸地形調査参照 

河床材料 �� 出水、波浪、潮汐流による土

砂移動による河床材料の経年

的な変化の把握 
�� ハビタットの概況の把握 

感潮区間内、縦断方向 1km ピッチ程度。 
合わせて河口海域の範囲で分布のわかる程度のメッシュを組む。 
横断方向には、低水路内の中央及び左右岸 1 点ずつの計 3 地点程度、低水

路幅が広い場合等横断方向の河床材料が大きく変わる場合はさらに追加。 
鉛直方向は表層。ただし、河床表層に出水時にフラッシュされる層のあ

る場合には、下層についても調査する。 

数年に 1 回程度、及び河床が大きく変化するよう

な大規模な洪水の後。 
河川砂防技術基準第 9 章河口調査 2.6 底質材料調査参照 

河口水位 �� 出水による土砂移動 河口部、代表 1 点。感潮区域内の縦断的水位が観測出来ればベター（最

低限大規模出水時の痕跡水位） 
既設観測所があればそれを活用する。 

連続観測を行う。 河川砂防技術基準第 9 章河口調査参照 
縦断的に水位を観測するためには多数の観測地点が必要であり、コストも

考慮して簡易な水位計を用いても良い。（現地調査手法の「セパレート型

の圧力計による水位の測定」（p 調査－4）参照） 
流量 
（水位観測と H～Q 関係

作成のための流量観測） 

�� 出水、潮汐による土砂移動 感潮区間の上流側地点。（なお、汽水域流量に大きく関与する途中流入

地点があればそれも含む） 
既設観測所があればそれを活用する。 

従来通りの水位流量観測 河川砂防技術基準第 2 章水位調査、第 3 章流量調査参照 

潮位 �� 波浪による土砂移動 
（海岸、河道内） 

�� 潮間帯の把握 

河口海域、代表 1 点。近傍に既設の観測所があれば代用可。 平均潮位、朔望平均干満潮位、気象偏差を求める。 河川砂防技術基準第 9 章河口調査参照 

波浪（波高、波向、周期） 波浪による土砂移動 
（海岸、河道内） 

河口海域、及び感潮区間内で波浪の影響を受けやすい代表 1 点づつ。近

傍に既設の波浪観測があれば省略可だが、地形により波浪は大きく異な

ることから、河口部の波浪を代表出来ること。 

連続観測を行い、有義波高、波向、周期の頻度分

布を求める。 
1 度求めれば毎年行う必要はなく、波浪に大きく

影響するような地形の改変が生じた場合に行う。 

河川砂防技術基準第 9 章河口調査参照 
水位、波高・波向を同一地点で観測する（波高は水位計の電気的平滑化を

しないことで観測可能）などコスト削減に留意 

風向風速 波浪による土砂移動 
（海岸、河道内） 

河口域、代表 1 点。近傍に既設の観測所があれば代用可。 1 時間毎。最低限 1 年間の特性を見る。  

塩分濃度分布＊１ 塩水遡上、貧酸素水塊の形成、

土砂移動（凝集沈殿） 
感潮区域内、縦断的には塩分濃度分布形状がわかる程度で少なくとも 5
～15 断面程度、濃度変化の大きい河口付近や塩水遡上先端は密に測定。 
横断的には主流線上 1 地点。横断的に濃度変化が大きい場合は複数地点。 
鉛直方向は濃度変化の大きい河口付近や塩水遡上先端は密に測定。 

大潮時、中潮時、小潮時の 1 潮時 2 時間おき程度。 
1 度求めれば毎年行う必要はなく、入退潮に大き

く影響するような地形等の改変が生じた場合に

行う。 
また、渇水により塩水くさびが深く侵入するよう

な場合は、連続的な観測を行う。 
風の特に強い日は避ける。 

河川砂防技術基準第 9 章河口

調査 2.7 水質調査参照。 
右図に例示するように月齢・

潮差による塩分分布型の変化

があることから、半月周期（約

15 日間）の塩水挙動を捉える

のが望ましい。 
短時間に詳細な塩分濃度を測

定する必要がある。（現地調査

手法の「塩分濃度の計測」（p
調査－5）参照） 
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月齢，潮差による塩分分布型の変化と取水 Cl－濃度 
出典：「北伊勢工業用水道長良川水源に対する塩水楔の遡上機構と

その防止工法」嶋 祐之 1963 東大工学部水理研究室報告 
水温、溶存酸素濃度分布 
＊１,＊2 

貧酸素水塊の形成 塩分濃度分布と同様。 塩分濃度分布と同様。 弱混合で塩水くさびが生じやすく、感潮区間の長い河川で行う。 
塩分濃度と同時に水温や溶存酸素濃度の分布を測定するため、多項目水質

計の利用が考えられる。（現地調査手法の「多項目水質計による計測」（p
調査－7）参照） 

濁度分布＊１,＊2 波浪、潮汐流、凝集沈殿による

土砂移動 
感潮区域内、縦断的には濁度分布形状がわかる程度で少なくとも 5～15
断面程度、濃度変化の大きい河口付近や塩水遡上先端は密に測定。 
横断的には主流線上 1 地点。横断的に濃度変化が大きい場合は複数地点。 
鉛直方向は濃度変化の大きい河口付近や塩水遡上先端は密に測定。 

塩分濃度分布と同様。 塩分濃度と同時に濁度の分布を測定するため、多項目水質計の利用が考え

られる。（現地調査手法の「多項目水質計による計測」（p 調査－7）参照） 

底質（酸素消費に係る有

機汚濁、硫化物等）＊2 
貧酸素水塊の形成 感潮区間内、縦断方向 1km 間隔程度。 数年に 1 回春夏秋冬各 1 回 弱混合で塩水くさびが生じやすく、感潮区間の長い河川で行う。 

底質調査を行う時は必ず溶存酸素濃度分布の調査も同時に行うこと 
ハビタットの状況＊３ ハビタットの把握 

（植生、地形、河床材料等） 
地形、河床材料や植生について細かく調査することが望ましく、浅場に

広がるアマモ場、砂嘴の背後に発達する湿地、小水路の合流点やその澪

などの特徴的な場などを調査対象とする。 

数年に 1 回程度、及び河床が大きく変化するよう

な大規模な洪水の後。 
 

水辺の国勢調査等生物調査と同時に行う。 
ハビタットは生物によって非常に小さなスケールの場合がある。このため、

当該区域の着目種などを考慮し、地形、河床材料や植生についても細かく調

査することが望ましい。 
生物（動植物）＊３ 生物生息状況 感潮区域内、河口海域及びその周辺 

河床材料の変化を目安に選定する。 
春夏秋冬 河川水辺の国勢調査等 

生物（底生生物）＊３ 生物生息状況 感潮区域内、河口海域及びその周辺 
河床材料の変化を目安に選定する。 
横断方向左右岸（有れば中州も）について、潮上帯、潮間帯の上端付近、

中間付近、下端付近、亜潮間帯の中央、河床最深部 

春夏秋冬 汽水域は環境傾度が大きいことから、通常の河川区間よりも密に行う必要

がある。 

＊１ 塩分、水温、溶存酸素、濁度を同時に測定するなど効率的な調査を行う。    ＊２ 貧酸素水塊や濁質の凝集沈殿現象を生じやすい泥・砂河川で行う。    ＊３ アミカケはこの手引き作成における環境に関する保全対象を把握するための調査 
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表 3.4－2 汽水域の現象と一次判定のための現地調査項目との関係 

―　現況把握のための調査　―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査項目

　　　　　　　　現象

河
道
縦
横
断
形
状

河
床
材
料

河
口
水
位

流
量

潮
位

波
浪

風
向
・
風
速

塩
分
濃
度
分
布

溶
存
酸
素
濃
度
分
布

濁
度
分
布

底
質

ハ
ビ
タ

ッ
ト
の
状
況

生
物

（
動
植
物

）

生
物

（
底
生
生
物

）

塩水遡上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

貧酸素水塊の形成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

河床・河岸・河岸干潟の形成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

河口地形・河口干潟の形成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

―　一次判定のための調査　―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分析手法

　　　　　　 現　　　 象
　　　　　　（レスポンス）

河
道
縦
横
断
形
状

河
床
材
料

河
口
水
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流
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潮
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濃
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状
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生
物

（
動
植
物

）

生
物

（
底
生
生
物

）

4.3.1 河道の掘削によるレスポンスの調査・分析

4.3.1.1 塩分上昇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.3.1.2 河道底層の貧酸素化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.3.1.3 河床表層の細粒化 ○ ○ ○

4.3.1.4 河岸粗粒化､河岸侵食､河岸干潟の侵食 ○ ○ ○

4.3.1.5 河床構成材料の細粒化 ○ ○ ○

4.3.1.6 周辺汀線の後退、河口砂州（テラス）の縮小・後退 ○ ○ ○

4.3.2 河口導流堤の建設によるレスポンスの調査・分析

4.3.2.1 河岸粗粒化、河岸侵食、 河岸干潟の侵食、周辺汀線の変化 ○ ○ ○

4.3.3 河口部の埋め立てによるレスポンスの調査・分析

4.3.3.1 河岸干潟の細粒化、河岸干潟の侵食 ○ ○ ○

4.3.3.2 塩水くさびの下流側への移動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.3.3.3 埋め立て区間の河床上昇

4.3.4 河口域での海砂採取によるレスポンスの調査・分析

4.3.4.1 河口砂州の縮小・後退、砂州高の変化 ○ ○ ○ ○

4.3.4.2 河口干潟の減少 ○ ○ ○ ○

4.3.4.3 貧酸素水塊の湧昇・河道への移動 ○

4.3.5 橋梁の建設によるレスポンスの調査・分析

4.3.5.1 橋梁上流の河岸干潟の細粒化、粗粒化・侵食 ○ ○ ○

注１）「底質」の調査は河床の材料調査に加えて必要に応じて、溶存酸素の調査と同様の測定位置について行う。  
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（2）基礎データのとりまとめ 
 汽水域の物理・化学的環境とその周辺の動植物の生息・生育状況等については、現況の

人為的改変による生物への影響を把握する上で重要な情報である。従って取得された情報

を理解しやすくするため、図 3.4－1～図 3.4－6 に例示するようなまとめ方を参考としつ

つ、とりまとめておくことが重要である。 
 
＜例１：風向、波浪の状況と河口部の地形の状況を整理した例＞ 
 河岸・河岸干潟、河口砂州の形成において波向と河口地形の関係を知ることは重要であ

る。年間或いは季節別に波向分布図を描き河口地形と比較することで、汀線の形成過程や

人為的改変を加えた場合のレスポンス発生の可能性を推察することができる。 

 
図 3.4－1 風向、波浪の状況と河口部の地形の状況を整理した例 

出典：仙台湾沿岸技術調査委員会報告書（平成 12 年 10 月、建設省東北地方建設局 宮城県土木部） 
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＜例２：塩素イオン濃度、溶存酸素濃度の縦断分布図を作成した例＞ 
 塩水くさびの侵入により淡塩界面におけ

る酸素の交換が少なくなると底層で溶存酸

素が不足し、貧酸素水塊を形成しやすくな

る。 
 塩水くさびは潮汐や河道の流量により変

動するため、潮位変動と汽水域における塩

素イオン濃度、溶存酸素（DO）濃度の状況

を時系列的に整理しておくことで貧酸素水

塊の発生を予察することもできる。 
 図 3.4－2 は時間毎の塩素イオン濃度お

よび溶存酸素（DO）濃度の縦断分布をアニ

メーション表示したもののうち、8 月 19 日

4 時（下段図内の赤点）の状況を示したも

のである。 

大潮（1997年8月19日4：00）

塩素イオン濃度

ＤＯ濃度

 

D
ep

th
(m

) 

 

D
ep

th
(m

) 

 
図 3.4－2 塩素イオン濃度、溶存酸素濃度

の縦断分布図を作成した例 
出典：利根下流河川事務所提供資料 

 
＜例３：水位、塩化物濃度、浮遊性物質濃度の経時的変化図を作成した例＞ 
 潮汐による塩水遡上によって河床の細粒分がまき上げられ高濁度水塊を形成する。例え

ば潮位、塩分濃度、濁度の変化を時系列に比較することで大潮の時に高濁度水塊が発生し

ている状況を把握できる。 

 
図 3.4－3 水位、塩化物濃度、浮遊性物質濃度の経時的変化図を作成した例 

出典：強混合河川六角川感潮部における懸濁物質濃度の変動特性（土木学会論文集№452 二渡了 他） 
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＜例４：生物の生息・生育環境と生物の分布を重ね合わせた例＞ 
 生物の生息・生育範囲や必要な環境を推察するために、汽水域の浅場に広がる植生帯、砂嘴の背後に発達する湿地、小

水路の合流点やその澪などの生物の生息・生育環境と生物の分布を縦・横断的、平面的に重ね合わせることが有効である。

図 3.4－4 は汽水域における横断的・平面的なハビタットと生物の分布を重ね合わせた例である。河川管理区域に限定せ

ず、図 3.4－5 に示すように河口周辺や堤内地における状況を合わせて把握しておくと良い。 
 また図 3.4－6 は河床勾配や河床材料などの基盤環境や水生生物・陸域生物などの分布を並列してとりまとめることに

より、汽水域の生物の生育・生息環境の縦断的な類型区分を行った例である。 

 

 
図 3.4－4 詳細な地形や河床材料と生物の生息・生育分布を重ね合わせた例（吉野川の例） 

出典：平成 12 年度吉野川下流域環境影響調査検討業務委託報告書（H13.3） 
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図 3.4－5 詳細な地形や河床材料と生物の生息・生育分布を重ね合わせた例（北上川の例） 

出典：平成 14 年度北上川水系河川水辺総括資料作成業務報告書 
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図 3.4－6 生息・生息基盤環境と生物群集による環境類型を区分して表した例（吉野川） 

出典：平成 12 年度吉野川下流域環境影響調査検討業務委託報告書（H13.3） 
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第4章 調査・分析手法 
4.1 調査・分析手順 
 人為的改変による物理・化学的現象の調査・分析は、次の手順で行う。 

1）人為的改変によって生じる可能性のあるレスポンスを抽出する。 
2）抽出されたレスポンスについて、当該河川での発生の可能性を、定性的に判定する

（一次判定）。 
3）レスポンスを発生する可能性がある場合にはシミュレーション等により定量的に予

測する（二次判定）。 
 なお、汽水域の現状把握や一次判定に資する上で、当該河川の基礎的なデータを把握

しておく必要がある。 
＜解説＞ 
 汽水域の物理・化学的環境は、川と海の微妙な釣り合いのもとに多様なものとなってい

る。そこで、人為的改変が与えられた場合の物理・化学的現象を把握する上で、データの

収集が極めて重要になる。先ずその人為的改変によって生じる可能性のあるレスポンスを

抽出する。次に抽出されたレスポンスについて、当該河川で発生する可能性の有無を判定

図表や簡易シミュレーションなどを用いて判断する。この時、過去の事例を参考にするこ

とも重要である。レスポンスを生じる可能性有りと判断された場合には、シミュレーショ

ンモデル等による変化の予測を行い、結果を評価する。そして評価の結果、必要に応じて

代替案等の検討を行う。 

人為的改変の計画

生じる可能性のある
レスポンスの抽出

当該河川における発生の
程度を分析（二次判定）

人為的改変
～レスポンス対応表

一次判定手法
（判定図表、簡易
　　シミュレーション）

二次判定手法
（模型実験・
　シミュレーション）

可能性有り

（抽出されたレスポンスについて）
当
該
河
川
の
基
礎
デ
ー
タ
の
把
握

（評　価）

（実　施）

可能性なし

代替案

の検討

当該河川における
レスポンス発生の可能性の分析

（一次判定）

レスポンスの重要度
当該河川の特性
社会的条件等N.G

O.K

本手引書で技術的
記載を行った部分
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4.2 生じる可能性のあるレスポンスの抽出 
 汽水域に人為的改変が与えられた場合のレスポンスを、表 4.2－1 などを参考として抽

出する。 
 
＜解説＞ 
 人為的改変により考えられるレスポンスを、表 4.2－1 の○で示す。 
 

表 4.2－1 人為的改変とレスポンスの関連度の状況 
○関連があると考えられるもの 

レスポンス 
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河
岸
干
潟
の
侵
食 

 

河
口
干
潟
の
減
少 

 

塩
水
く
さ
び
の
下
流
側
へ
の
移
動 

 

埋
め
立
て
区
間
の
河
床
上
昇 

 

砂
州
高
の
変
化 

 

貧
酸
素
水
塊
の
湧
昇
・
河
道
へ
の
移
動 

 

橋
梁
上
流
の
河
岸
干
潟
の
細
粒
化 

 

橋
梁
上
流
の
河
岸
干
潟
の
粗
粒
化
・
侵
食 

河道の掘削                   

 泥･砂河川 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

○  

○ ○        

 砂利河川 ○    

○ ○  

○           

河口導流堤 
の建設 

   ○   ○   ○ ○        

河口部の 
埋め立て 

        ○  ○  ○ ○     

河口域での 
海砂採取 

     ○  ○    ○   ○ ○   

橋梁の建設                 ○ ○ 
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4.3 抽出された人為的改変～レスポンスの調査・分析手法 
 4.2 に抽出されたレスポンスを対象に、4.3.1～4.3.5 に示す個別の調査・分析手法を参

考とし、現象の把握を行う。 
 なお、人為的改変による地形の改変等直接の影響は、対象外とした。 

 
＜解説＞ 
 以下、4.3.1～4.3.5 には、本手引書で取り扱う人為的改変～レスポンス毎に以下のものを

示した。 
（1）人為的改変によるレスポンス 

人為的改変によるレスポンスの連関 
（2）一次判定手法 

当該河川におけるレスポンスの発生の可能性をおおまかに推定する方法 
（3）二次判定手法 

レスポンスによる問題発生が懸念される場合の定量的な分析手法 
（4）二次判定のための調査手法 

分析・評価のために、後述する基礎データの調査に加えて行う必要のある調査 
 
 4.3.1～4.3.5 は人為的改変とそのレスポンスの連関毎に個別の手法等を記しており、次の

ように構成している。 
 4.3.1 河道の掘削によるレスポンスの調査・分析 
 4.3.1.1 塩分上昇 
 4.3.1.2 河道底層の貧酸素化 
 4.3.1.3 河床表層の細粒化 
 4.3.1.4 河岸粗粒化､河岸侵食､河岸干潟の侵食 
 4.3.1.5 河床構成材料の細粒化 
 4.3.1.6 周辺汀線の後退、河口砂州（テラス）の縮小・後退 
4.3.2 河口導流堤の建設によるレスポンスの調査・分析 
 4.3.2.1 河岸粗粒化、河岸侵食、 河岸干潟の侵食、周辺汀線の変化 
4.3.3 河口部の埋め立てによるレスポンスの調査・分析 
 4.3.3.1 河岸干潟の細粒化、河岸干潟の侵食 
 4.3.3.2 塩水くさびの下流側への移動 
 4.3.3.3 埋め立て区間の河床上昇 
4.3.4 河口域での海砂採取によるレスポンスの調査・分析 
 4.3.4.1 河口砂州の縮小・後退、砂州高の変化 
 4.3.4.2 河口干潟の減少 
 4.3.4.3 貧酸素水塊の湧昇・河道への移動 
4.3.5 橋梁の建設によるレスポンスの調査・分析 
 4.3.5.1 橋梁上流の河岸干潟の細粒化、粗粒化・侵食 
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4.3.1 河道の掘削によるレスポンスの調査・分析 
4.3.1.1 塩分上昇 
 基礎データの塩分濃度分布を用いて混合形態を判断し、各混合形態に応じた簡易な手法

により塩水くさびの長さや塩分濃度縦断分布を予測する。そして次のような事象が予想さ

れる場合は、二次判定により塩分濃度分布を予測し、予測結果と取水口位置或いは淡水性

生物の生息・生育域を重ね合わせることで塩分上昇による問題発生の有無を判断する。 
  ・塩分遡上区間長が大幅に伸びる可能性がある場合 
  ・塩分遡上区間の延伸部分に取水口がある場合 
  ・塩分遡上区間の延伸部分に淡水性生物の重要な生息・生育環境がある場合 
（1）人為的改変によるレスポンス 
汽水域において、河道掘削を行うと、河積や水深が増し、海水が侵入しやすくなる。特

に河床掘削を行う場合に、河口砂州や河床の盛り上がり（マウンド）を取り払うと、塩水

遡上距離が大きく伸びることがあるので注意が必要である。砂利河川では、河口砂州によ

り上流側は淡水域となっている場合もあり、河口砂州をとり除くと海水が侵入して塩水化

することがある。 
人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 塩水遡上量が増加するとともに、塩水遡上距離が伸びる 

河道掘削によるタイダルプリズム（河口における平均満潮時と平均干潮時の河積

（河水の全容積）の差）の増加により河道内への塩水侵入量が増加する。このため、

弱混合、緩混合の河川では塩水くさびが上流に向かって伸びることとなる。 
③ 塩分が上昇する 

塩水遡上距離が伸びると淡水の量に対する海水の量が増え、塩分が上昇する。なお、

塩害（取水障害）は、塩水の遡上する区間に取水口が設けられている場合や、淡水性

生物の重要な生息・生育環境がある場合に生じる問題であり、河口部や汽水域に取水

口が設置されていたり、周辺に田畑がひろがっている河川での河道掘削には注意が必

要である。 
図 4.3.1.1－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 

      現現現象象象ののの流流流れれれ         

③塩分上昇 河床表層の細粒化

洪水時の掃流力低下

河床構成材料
の細粒化

微細粒子の堆
積

くさび延伸部分へ向か
う掃流力が働く

波浪の侵入

河道底層の貧酸素化

土砂堆積域が変化
（河道内の堆積速度が上がる）

くさび延伸部分への微
細粒子の移動

くさび延伸部への微細
粒子の堆積

底面摩擦力の増大
掃流限界粒径
が小さくなる

海岸への供給土砂の減少

①河積、水深の増加

河道の掘削

②塩水遡上距離の延伸

くさび先端までの水塊の移
動時間の長期化

酸素消費時間の長期化

河岸粗粒化

河岸干潟の侵食

河岸侵食
周辺汀線の後退

河口砂州（テラス）の縮小・後退

移動限界粒径大
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    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図    （泥・砂河川の場合）  

①河積、水深
  の増加

①河積、水深の増加

②塩水遡上距離の延伸

②塩水遡上量の増加 ③塩害（取水障害）

（掘削前河床）

（掘削後河床）

取水

 
【備 考】 
・上図は弱～緩混合のイメージ図である。 
・強混合の場合もタイダルプリズムが増大し､塩水遡上距離は伸びるが､その程度は小さい。 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図    （砂利河川の場合）  

①河積、水深
    の増加①河積、水深

   の増加

②塩水遡上量の発生

③塩害
　（取水障害）

取水

新たな汽水域の形成

 
【備 考】 
・上図は弱～緩混合のイメージ図である。 
・強混合の場合もタイダルプリズムが増大し、塩水遡上距離は伸びる。 
 

図 4.3.1.1－1  現象の流れとイメージ 
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（2）一次判定手法 
 基礎データの塩分濃度分布を用いて当該河川における混合形態を判断し、各混合形態に

応じた以下に示す簡易な手法により塩水くさびの長さや塩分濃度縦断分布を予測する。そ

して次のような事象が予想される場合は、二次判定を行う。 
�� 塩分遡上区間長が大幅に伸びる可能性がある場合 
�� 塩分遡上区間の延伸部分に取水口がある場合 
�� 塩分遡上区間の延伸部分に淡水性生物の重要な生息・生育環境がある場合 

 
1）混合形態の判断 

汽水域の混合形態は、大きく弱、緩、強混合の 3 つに分けることが出来る。 
�� 弱混合型の河川では、塩水が河川中にくさび状に長く侵入することが多い。取水

や生物への影響を分析する場合、塩水くさびの長さと形状を求めることが重要で

ある。 
�� 強混合型の場合は、上下層の混合が強いため、鉛直方向の塩分濃度勾配は小さく、

縦断方向の勾配が顕著である。このような河川では縦断方向の塩分濃度分布を求

めることが重要である。 
�� 緩混合は、これらの中間的な混合形態であり、縦断方向と鉛直方向の塩分濃度分

布を求めることが重要である。 
混合形態は図 4.3.1.1－2 のような方法で判断することが出来る。 
 

 

図 4.3.1.1－2  混合形態の区分（例） 
出典：水理公式集 平成 11 年版 土木学会 
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2）塩水くさびの長さ、塩分濃度の簡易予測 
① 弱混合型の河川の場合（淡塩二層流計算） 

弱混合型の河川でみられる塩水くさびの長さを推定する方法として、次式がある。 

くさびの長さ： �
�

�
�
�

�
���	 � 34

0
32

0
2

0 5
632

5
1

2 ddd
i

FFF
f

HL  

ここに、 gHUFd �00 � 、 � � 101 ���� �� ：相対密度差、 0� ：淡水密度、 1� ：海水密度、

H：くさび先端の全水深、 1f ：くさびに沿う平均の界面抵抗係数、U0：くさび先端の平

均流速である。 
 

水深Ｈ

河口

くさび長　Ｌ

平均流速Ｕ0

河川

 
 

上式は、幅、水深ともに一様な長方形水路の場合の定常なくさび長を与える解で

あり、実現象に適合しない場合が多いが、河床掘削や河道拡幅により H や U0が変化

することによるくさび長の変化を概略把握することが可能である。 
 

② 強混合型の河川の場合（一次元分散方程式） 
 （水理公式集〔平成 11 年版〕土木学会 P.558 参照） 

強混合型の河川の塩分濃度縦断分布を簡易に推定する方法として、一次元移流分散方

程式に基づく次式の解析解がある。 
� �� �XFSS 11exp0 ��  

ここに、S： X の位置における塩分、S0：河口部の塩分、 ��� LUhF 2
0

2 2� ：フラッシ

ング数、U：平均流速、h：水深、η0:潮位振幅、L：混合域の距離、σ：潮位の角周波数、

002 uKx �� � ：定数、Kx：水平渦動拡散係数、2ξ0：潮位変動による流程、u0：潮流の最

大流速、 LxX � 、x：混合開始上流端から下流向きに取った座標。 
 

③ 緩混合型の河川の場合（鉛直二次元密度流拡散計算） 
緩混合型の塩分濃度分布を簡易に求めるのは難しいが、ある濃度の等値線（濃度勾配

が急変する値）を塩水くさびと仮定して、①と同様の方法で、その形状を推定すること

が考えられる。 
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（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.1－1に示す変化を表 4.3.1.1－1に示す手法で

分析することで行われる。 
1）手順 

現況河道及び掘削河道を設定し、その断面特性（水位（H）～流積（A）～径深（R）

～水面幅（B））を求める。これを混合形態に基づき選択したシミュレーションモデルに

与えて塩水くさびの形状や塩分濃度分布を予測する。 
予測結果と取水口位置或いは、淡水性生物の生息・生育域を重ね合わせることで塩分

上昇による問題発生の有無を判断する。 
2）予測条件 

流況条件は、平均的な流況及び塩水遡上を生じやすい渇水時の流況を含むことを基本

とする。また、当該河川の維持流量の条件での塩水遡上の変化を把握することも重要で

ある。 
潮位条件は、年間のうち、平均潮位が高い夏期の半月周潮の潮位を与えることが基本

であるが、塩害の対象が農業用水である場合など、季節的条件を考慮することも考えら

れる。 
 

コラム 8：塩分上昇の生じやすい河川 
 塩分上昇の問題を生じやすい河川は、塩

水くさびが形成されやすい弱混合～緩混合

で感潮区間の長い河川と考えられる。下図

は平成15年度に行った一級水系へのアンケ

ート結果により塩分上昇による問題発生の

有無を図 4.3.1.1－2 を参考に散布図に示し

たものである。同図に見られるように潮位

差が 2.5m 程度以下と比較的小さく感潮区

間が 2km程度以上と長い河川で塩分上昇に

よる問題を生じている。 

0

1

2

3

4

5

6

0.1 1 10 100

感潮区間長(km)

潮
位

差
(m

)

泥砂・問題有 泥砂・問題無

砂利・問題有 砂利・問題無
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表 4.3.1.1－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削に

より河積および水深

が増加する 

・河川縦横断形状 【断面特性の算定】 

各河道横断面の H-A-R-B

の算定 

 

②塩水遡上量が増加す

るとともに、塩水遡

上距離が延伸する 

・流量 

・潮位 

・水位 

・流速鉛直縦断分布 

・塩分鉛直縦断分布 

【塩水遡上量、遡上距離】 

塩分くさび形状、塩分濃

度分布の予測 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算＊１ 

（強 混 合）一次元分散

方程式 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算：計算手法は概ね確立

されている。 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算：塩淡界面

付近の混合の表現に技術

的課題がある。 

（強 混 合）一次元分散

方程式：計算手法は概ね確

立されている。 

③塩水が取水位置や淡

水性生物の生息・生

育域まで達すると、

塩分上昇による問題

を生じる 

・取水位置の塩分濃度 － 淡塩二層流計算は塩水く

さび形状は求められるが、

塩分濃度は計算しないた

め、くさび位置から問題発

生の有無を判定する場合

がある。 

＊1 干潟における生物の生息・生育環境に着目する場合など、河道横断方向の塩分濃度分布を求めたい場

合に、三次元モデルによる予測も試みられている。（例えば、「3 次元塩水遡上解析モデルの開発と紀

の川汽水域環境への適用」水工学論文集第 47 巻 北山和典 他） 

 
（4）二次判定のための調査手法 

1）流速鉛直縦断分布＊ 
目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：縦断方向は、塩水遡上距離及びその変動状況に応じて設定（5～15 点程度） 

水深方向は、1～2m 程度の間隔とし、濃度変化の大きい河口付近、遡上

先端では密にする。 
調査時期：半月周期（約 15 日間）の塩水挙動を捉えるのが望ましい。 
＊汽水域においては潮汐により流向流速が時々刻々変化している。また上層と下層

で流向が異なる場合もある。ADCP を用いることで短時間に多数の測点で流速を

測定することが可能である。調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－8）
参照 
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4.3.1.2 河道底層の貧酸素化 
 基礎データの塩分濃度分布を用いて、混合形態を判断し、弱混合もしくは緩混合の河川で

ある場合は、さらに溶存酸素濃度分布を確認する。塩水遡上端付近における溶存酸素濃度が

低い場合には、二次判定として溶存酸素濃度分布を予測し、問題発生の有無を判断する。 
（1）人為的改変によるレスポンス 
汽水域において、河道掘削を行うと、河積や水深が増し、海水が侵入しやすくなる。この

時、弱混合～緩混合の混合形態では、塩水くさびが形成されて塩水層と淡水層との酸素の交

換が少なくなり、底層や河床での酸素消費によって、貧酸素水塊が形成される場合がある。 
なお、特に河床のマウンドを取り払うと、塩水遡上距離が大きく伸びることがあるので

注意が必要である。 
人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 塩水遡上量が増加するとともに、塩水遡上距離が伸びる 

河道掘削によるタイダルプリズムの増加により河道内への塩水侵入量が増加する。

このため、弱混合、緩混合の河川では塩水くさびが上流に向かって伸びることとなる。 
③ 塩水くさび先端までの水塊の移動時間が長期化する 

塩水くさび境界付近では、海水の侵入と河川流による連行によって緩やかな循環流（エ

スチャリー循環流）が形成され、塩水くさび先端の底層付近では上流に向かう流れが生じ

ている。塩水遡上距離が伸びると塩水くさび先端までの水塊の移動時間が長くなる。 
④ 底層での酸素消費時間が長期化する 

水塊中の溶存酸素は底層や河床の有機物の分解により消費される。底層に水塊が滞

留することにより、酸素消費の行われる時間が長くなることになる。 
⑤ 底層で貧酸素水塊が形成される 

底層で水塊が滞留し、酸素消費が進むと、底層の溶存酸素が減少し、貧酸素水塊が

形成される。 
 図 4.3.1.2－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

塩分上昇 河床表層の細粒化
河床構成材料

の細粒化

微細粒子
の堆積

くさび延伸部分へ向か
う掃流力が働く

⑤河道底層の貧酸素化

④酸素消費時間の長期化
くさび延伸部分への

微細粒子の移動

くさび延伸部への
微細粒子の堆積

底面摩擦力の増大
掃流限界粒径
が小さくなる

①河積、水深の増加

河道の掘削

②塩水遡上距離の延伸 洪水時の掃流力低下波浪の侵入

③くさび先端までの水塊の
移動時間の長期化

土砂堆積域が変化
（河道内の堆積速度が上がる）

海岸への供給土砂の減少

河岸粗粒化

河岸干潟の侵食

河岸侵食
周辺汀線の後退

河口砂州（テラス）の縮小・後退

移動限界粒径大
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    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

①河積、水深
   の増加

①河積、水深の
　　増加

②塩水遡上距離の延伸

②塩水遡上量の増加

④酸素消費時間の長期化

③水塊の移動時間の長期化

⑤貧酸素水塊の形成（掘削前河床）

（掘削後河床）
 

【備 考】 
・上図は平常時の弱混合型のイメージ図である。 
・強混合の場合も微細粒子の堆積がある場合は、その堆積域が上流へ移動する可能性がある。 
・懸濁態有機物等は微細粒子に吸着され移動、堆積する。 

図 4.3.1.2－1  現象の流れ 

 
（2）一次判定手法 
弱混合や緩混合の混合形態を有する（鉛直混合が比較的弱い）河川では、塩水くさびが

形成されると底泥や水中に浮遊する有機物などが分解されることによって貧酸素水塊が形

成される場合がある。貧酸素水塊は、塩水くさびの遡上距離が長く酸素消費の影響を受け

る時間が長い河川や、都市河川等酸素消費物質である有機汚濁が多い河川等で形成されや

すいと考えられる。そこで、基礎データの塩分濃度分布の観測値を用いて、当該河川にお

ける混合形態を判断する。弱混合ないしは緩混合の河川である場合は、さらに溶存酸素濃

度分布を確認し、塩水遡上端付近における溶存酸素濃度の低下が見られるような場合は二

次判定を行う。表 4.3.1.2－1 に魚類に関連する溶存酸素濃度を示す。 
 

表 4.3.1.2－1  漁場の溶存酸素量臨界濃度 
1.魚類を死に至らしめる酸素濃度 
 底生魚類の致死濃度 1.5 ml/l 
 甲殻類の致死濃度 2.5 ml/l 
 魚類・甲殻類に生理的変化を引き起こす臨界濃度 3.0 ml/l 
 貝類に生理的変化を引き起こす臨界濃度 2.5 ml/l 
2.貧酸素と底生生物の生理、生態的変化 
 底生生物の生存可能な最低濃度 2.0 ml/l 
 底生生物の生息状況に変化を引き起こす臨界濃度 3.0 ml/l 
3.漁場形成と底層の酸素の濃度 
 底生魚類の漁獲に悪影響を及ぼさない底層の貧酸素濃度 3.0 ml/l 
＊出典：水産用水基準（1995 年版） （ml/l×1.429＝mg/l） 

 
図 4.3.1.2－2、図 4.3.1.2－3 には、塩分濃度と溶存酸素の分布を観測した事例を示した。

このように塩水くさびが長い区間にわたって形成されると貧酸素化しやすくなる。 
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図 4.3.1.2－2 塩素イオン濃度 

鉛直二次元分布の実測例（単位（‰）） 

図 4.3.1.2－3 溶存酸素濃度 

鉛直二次元分布の実測例（単位（mg/l）） 

 
（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.2－1 に示す変化を表 4.3.1.2－2 に示す手法

で分析することで行われる。 
1）手順 

現況河道及び掘削河道を設定し、その断面特性（水位（H）～流積（A）～径深（R）

～水面幅（B））を求める。これを混合形態を基に選択したシミュレーションモデルに

与えて塩水くさびの形状や塩分濃度分布を予測する。その際、くさび先端までの水塊の

移動時間も求める。 
溶存酸素の計算は、塩分濃度分布の計算と同様のシミュレーションモデルに水中や底

泥による酸素消費項を加えて行う。 
2）予測条件 

流況条件は、塩水くさびの撹拌が弱い渇水時の条件を基本とする。 
潮位条件は、貧酸素水塊が形成されやすい夏期の半月周潮の潮位を与えることを基本

とする。 
また、水温に関わる条件も酸素消費が活発な高水温の条件（夏期）を与える。 

 

コラム 9：貧酸素水塊の生じやすい河川 
 貧酸素化による問題を生じやすい河川

は、塩水くさびを生じやすい弱混合から緩

混合で滞留時間の長くなる感潮区間の長い

河川で、汚濁度合いの高い河川と考えられ

る。右図は平成 15 年度に行った一級水系へ

のアンケート結果により作成したものであ

る。塩分上昇と同様に、潮位差が 2.5m 程度

以下、感潮区間が 2km 程度以上の河川で貧

酸素化による問題が生じている。 
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砂利・問題有 砂利・問題無
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表 4.3.1.2－2  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削に

より河積および水深

が増加する 

・河川縦横断形状 【断面特性の算定】 

各河道横断面の H-A-R-B

の算定 

 

②塩水遡上量が増加す

るとともに、塩水遡

上距離が延伸する 

・流量 

・潮位 

・水位 

・塩分濃度の鉛直縦断

分布 

【塩水遡上量、遡上距離】 

塩分くさび形状、塩分濃

度分布の予測 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算：計算手法は概ね確立

されている 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算：塩淡界面

付近の混合の表現に技術

的課題がある。 

③河口の水がくさび先

端に到達する時間が

長くなる 

・流速鉛直縦断分布 【水塊の移動時間】 

上記、淡塩二層流計算、

鉛直二次元密度流拡散計

算の底層流速により予測 

 

④底層での酸素消費時

間が長期化する 

・水中酸素消費速度 

・底泥酸素消費速度 

・溶存酸素鉛直縦断分

布 

【酸素消費時間】 

鉛直二次元密度流拡散

計算に溶存酸素収支項を

付加して予測 

酸素収支項：水中の有機物

濃度の変化が顕著な場合

は、有機物濃度の拡散計算

も行い、これに応じた酸素

消費速度を設定する必要

がある。 

⑤底層で貧酸素水塊が

形成される 

・水中酸素消費速度 

・底泥酸素消費速度 

・溶存酸素鉛直縦断分

布 

【溶存酸素濃度分布】 

同上 

 

 
（4）二次判定のための調査手法  

1）流速鉛直縦断分布＊ 
目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：縦断方向は、塩水遡上距離及びその変動状況に応じて設定（5～15 点程度） 

水深方向は、1～2m 程度の間隔とし、濃度変化の大きい河口付近、遡上

先端では密にする。 
調査時期：半月周期（約 15 日間）の塩水挙動を捉えるのが望ましい。 
＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 

 
2）底泥及び水中の酸素消費速度 

目的：シミュレーションモデルの検証及び予測 
調査地点：汽水域の中間地点及び塩水遡上端地点 
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4.3.1.3 河床表層の細粒化 
 基礎データの河床構成材料から判断して細砂ないし中砂が卓越する河川で、塩分濃度分

布からみた混合形態が弱～緩混合の河川では、二次判定により微細粒子の移動・堆積状況

を予測し、問題発生の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
汽水域において、河道掘削を行うと、河積や水深が増し、海水が侵入しやすくなる。弱

混合～緩混合の混合形態では塩水くさびが形成され、その周辺で緩やかな循環流（エスチ

ャリー循環流）が生じている。この循環流により、河床表層においてくさび先端部へ向か

う流れが発生し、微細粒子がくさび先端に向かって輸送されている。海水が侵入しやすく

なると土粒子の輸送が増え、くさび先端付近での微細粒子の堆積すなわち河床表層の細粒

化が生じやすくなる。また、くさびの先端が上流に移動しているため微細粒子の堆積域も

移動する。 
なお、河床掘削を行う場合に、マウンドを取り払うと、塩水遡上距離が大きく伸びるこ

とがあるので注意が必要である。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 

① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 塩水遡上量が増大するとともに、塩水遡上距離が伸びる 

河道掘削によるタイダルプリズムの増加により河道内への塩水侵入量が増加する。

このため、弱混合、緩混合の河川では塩水くさびが上流に向かって伸びることとなる。 
③ 塩水くさびの先端に向かう掃流力が働く 

塩水くさび周辺では、海水の侵入と河川流による連行によって緩やかな循環流（エ

スチャリー循環流）が形成されている。このため、塩水くさび内部の底層付近では上

流に向かう流れが生じており、河床面には塩水くさび先端に向かう掃流力が作用して

いる。 
④ 塩水くさびの延伸部分へ微細粒子が移動する 

塩水くさび先端に向かう掃流力により微細粒子が塩水くさびの先端に向かって輸

送される。微細粒子は、海水とともに海域から供給されるもの、河川から供給された

微細な土粒子や有機物が汽水区間での塩分の作用により凝集沈殿したもの等がある。 
⑤ 延伸部分に微細粒子が堆積する 

塩水くさびの先端は流れが最も停滞する空間であるため、塩水くさび内部を輸送さ

れてきた微細粒子は、この空間に最も堆積しやすくなる。 
⑥ 河床表層が細粒化する 

以上より、河道掘削によって、塩水くさびが延伸した区間は新たな微細粒子の堆積

空間となり、河床表層の細粒化が見られるようになる。 
 図 4.3.1.3－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

塩分上昇 ⑥河床表層の細粒化

洪水時の掃流力低下

河床構成材料
の細粒化

微細粒子
の堆積

③くさび延伸部分へ向
かう掃流力が働く

波浪の侵入

河道底層の貧酸素化

くさび先端までの水塊の移
動時間の長期化

酸素消費時間の長期化
④くさび延伸部分への

微細粒子の移動

⑤くさび延伸部への
微細粒子の堆積

底面摩擦力の増大
掃流限界粒径
が小さくなる

①河積、水深の増加

河道の掘削

②塩水遡上距離の延伸

土砂堆積域が変化
（河道内の堆積速度が上がる）

海岸への供給土砂の減少

河岸粗粒化

河岸干潟の侵食

河岸侵食
周辺汀線の後退

河口砂州（テラス）の縮小・後退

移動限界粒径大

 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

①河積、水深の増加

②塩水遡上距離の延伸

②塩水遡上量の増加

③延伸部分へ向かう
　掃流力が働く

⑤微細粒子の堆積

⑥河床表層の細粒化

（掘削前河床）

（掘削後河床）

④微細粒子の移動

 

【備 考】 
・上図は平常時の弱混合型のイメージ図である。 
・強混合の場合も微細粒子の堆積がある場合は、その堆積域が上流へ移動する可能性が

ある。 
・懸濁態の有機物等は、微細粒子に吸着され移動し、堆積する。 

 
図 4.3.1.3－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 一般に汽水域では、流速が小さく上流から運ばれた微細な土粒子が沈降堆積しやすい。

また、微細粒子（土粒子、有機物）が塩水に触れることでフロック化し沈降しやすい。沈

降した微細粒子は、エスチャリー循環による塩水くさび先端への流れにより、上流へ向け

て輸送される。その結果、汽水域の上流端付近に微細粒子が集積しやすい。 
 河道の掘削により、上述の機構により塩水遡上端が上流に移動するとそれに伴って細粒

分の堆積域も上流に移動する。図 4.3.1.3－2 は河道掘削により河床表層の細粒化が生じた

例である。 
 

平成 14 年浚渫箇所の底質変化 
（河口から 2.25～2.79km 範囲、左：浚渫前、右：浚渫後） 

   ←下流 上流→ 

 
図 4.3.1.3－2  河床材料の細粒化調査事例（尻別川） 

出典：平成 14 年度尻別川河川性状調査業務報告書（平成 15 年 3 月、(社)北海道栽培漁業振興公社） 
 
 一次判定は次のように行う。先ず、基礎データの河床材料より細粒化の生じやすい細砂

ないし中砂の卓越した河川であるか否かを判断する。さらに、塩分濃度分布より塩水くさ

びを生じやすい弱～緩混合の河川であるか否かを判断する。細砂ないし中砂の卓越する弱

～緩混合の河川では二次判定を行う。 
 なお、そのような河川で実際に河口や海域に細粒分が堆積している河川、汚濁した河川

や濁度の高い河川は、細粒化による問題を生じる可能性が高い。 
 

低
水
路 

右
岸
側 

低
水
路 

左
岸
側 
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（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.3－1 に示す変化を表 4.3.1.3－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況河道及び掘削河道を設定し、その断面特性（水位（H）～流積（A）～径深（R）

～水面幅（B））を求める。これを選択したシミュレーションモデルに与えて塩水くさ

びの形状や塩分濃度分布を予測する。その際、河床に働く掃流力も求めておく。 
微細粒子の移動・堆積は、粒子の巻き上げ、沈降、移流・拡散の計算により、各コン

トロールボリューム内の堆積量を求める。 
 

2）予測条件 
流況条件は、平常時及び渇水時の流況を選ぶことが基本である。 
潮位条件は、年間のうち、平均潮位が高い夏期の半月周潮の潮位を与える。 
粒径の条件は、底質の粒径が一様に近ければ単一粒径として扱い、粒度分布に幅があ

る場合は、粒径帯別に代表粒径を設定し、それぞれの移動・堆積を計算する。また、河

床表層の微細粒子堆積量等の初期条件については、平常時の安定な条件とする。 
なお、微細粒子の移動・堆積現象の時間スケールを予め見積もるのは難しいため、シ

ミュレーションによりこれらの現象がある程度動的な平衡状態に達するまでの計算時

間を確保する。 
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表 4.3.1.3－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削に

より河積および水深

が増加する 

・河川縦横断形状 【断面特性の算定】 

各河道横断面の H-A-R-B

の算定 

 

②塩水遡上量が増加す

るとともに、塩水遡

上距離が延伸する 

・流量 

・潮位 

・水位 

・塩分鉛直縦断分布 

【塩水遡上量、遡上距離】 

塩分くさび形状、塩分濃

度分布の予測 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算：計算手法は概ね確立

されている 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算：塩淡界面

付近の混合の表現に技術

的課題がある。 

③塩水くさびの延伸部

分へ向かう掃流力が

働く 

・流量 

・潮位 

・水位 

・塩分鉛直縦断分布 

・流速鉛直縦断分布 

【流速、掃流力】 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算 

（緩 混 合）鉛直二次元

密度流拡散計算 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算：計算手法は概ね確立

されている 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算：塩淡界面

付近の混合の表現に技術

的課題がある。 

④延伸部分へ微細粒子

が移動する 

・流量 

・河床材料の粒度組成 

・詳細な土質分析 

【流砂量】 

流砂量式により予測 

 

流砂量式：各種流砂量式が

提案されている。微細粒子

の限界掃流力等の評価に

技術的課題がある。 

⑤延伸部分に微細粒子

が堆積する 

・流量 

・河床材料の粒度組成 

・詳細な土質分析 

【流砂量】 

同上の方法で区間流砂

量収支を求め、堆積量を予

測 

流砂量式：各種流砂量式が

提案されている。微細粒子

の限界掃流力等の評価に

技術的課題がある。 

⑥河床表層が細粒化す

る 

・流量 

・潮位 

・供給土砂量 

・河床材料の粒度組成 

・詳細な土質分析 

【河床材料の粒度組成】 

混合粒径の河床変動計

算により予測 

混合粒径河床変動計算：一

次元の計算手法は概ね確

立されているが、微細粒子

の凝集・沈降過程の定式

化、限界掃流力の評価等の

課題がある。平面２次元の

場合は、混合粒径計算が研

究段階にある。 
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（4）二次判定のための調査手法  
1）流速鉛直縦断分布＊ 

目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：縦断方向は、塩水遡上距離及びその変動状況に応じて設定（5～15 点程

度） 
水深方向は、1～2m 程度の間隔とし、濃度変化の大きい河口付近、遡上

先端では密にする。 
調査時期：半月周期（約 15 日間）の塩水挙動を捉えるのが望ましい。 

＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
 

2）詳細な土質分析（沈降特性、限界掃流力等を把握するため、沈降試験、粘度測定、フ

ロック試験により、詳細な粒度組成や土質の特性を把握する。） 
目的：シミュレーションの境界条件、検証 
調査地点：縦横断方向に適当な間隔で設定（横断データは平面二次元の計算を行う

場合に用いる） 
調査時期・頻度：濁質量の増加する小出水後や上げ潮と下げ潮の違いが把握できる時期

が望ましい。 
 

3）供給土砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期：平常時、及び濁質量の増加する小出水時 
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4.3.1.4 河岸粗粒化、河岸侵食、河岸干潟の侵食 
 外海に面した河川、波浪の向きから考えて侵食されるおそれのある河岸や河岸干潟が存

在する内湾の河川、および現況において波浪による河岸の侵食、河岸干潟の位置、規模、

形状の変化が大きい河川では、二次判定により汀線の変化や河床の粒度を予測し、問題発

生の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河道掘削を行うと、河口部の水深が増大することにより砕波点が上流に移動し、波浪の

進入が促進される。この結果、波浪による土砂輸送が増大し、河岸の侵食や粗粒化を生じ

る可能性がある。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 

① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 波浪の進入が促進される 

河口の水深が増加することにより、掘削以前は砕波等により低減されていた波浪が

河道内へと侵入しやすくなる。 
③ 河岸付近の底面摩擦力が大きくなる 

掘削以前は波浪遡上域ではなかった河岸周辺まで波が達するようになると、河岸周

辺でも波浪による底面摩擦が生じ、土砂移動が生じるようになる。また、波高が増大

した場合には底面摩擦も増大し、より粗粒径の土砂が移動するようになる。 
④ 波による移動限界粒径が大きくなる 

底面摩擦力が大きくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が大き

くなる。 
⑤ 河岸等が粗粒化或いは侵食される 

底面摩擦の増大により、微細粒子が流出しやすくなる。この結果として、河岸等が

粗粒化する場合がある。また、波高が極端に増大するような箇所では、河岸侵食や河

岸前面の干潟（河岸干潟）の侵食を生じる可能性がある。 
 
 図 4.3.1.4－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

塩分上昇
河床表層の

細粒化
河床構成材料

の細粒化

微細粒子
の堆積

くさび延伸部分へ向か
う掃流力が働く

河道底層の貧酸素化

くさび先端までの水塊の移
動時間の長期化

酸素消費時間の長期化
くさび延伸部分への

微細粒子の移動

くさび延伸部への
微細粒子の堆積

③底面摩擦力
の増大

掃流限界粒径
が小さくなる

①河積、水深の増加

河道の掘削

塩水遡上距離の延伸 洪水時の掃流力低下②波浪の侵入

土砂堆積域が変化
（河道内の堆積速度が上がる）

海岸への供給土砂の減少

⑤河岸粗粒化

⑤河岸干潟の侵食

⑤河岸侵食
周辺汀線の後退

河口砂州（テラス）の縮小・後退

④移動限界粒径大

 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

②波浪の侵入

⑤河岸の侵食

①河積、水深の増加

⑤河岸の粗粒化

③底面摩擦力の増大

⑤河岸干潟の侵食

④移動限界粒径大

 
【備 考】 
・主に外海型では、高波浪時には、河川舟運、河口港等に影響が生じやすい。 
 

図 4.3.1.4－1  現象の流れ 

 
 



第 4 章 調査・分析手法 

 4－22

（2）一次判定手法 
河口部では波浪が河道内へ侵入することにより砂州や河岸が侵食される場合がある。波

浪の侵入形態は、河口沖合からの波高・波向・周期、河口地形、水深分布等に支配される。

外海に面した河川では波浪が強いため河道掘削により河口砂州をとると必ず河岸等の侵食

を生じるので、二次判定を行う。一方、内湾の場合には河道の掘削状況によって波浪の侵

入の度合いが異なるため、侵食されるおそれのある河岸や河岸干潟が存在する場合に二次

判定を行う。なお、現況において波浪による河岸の侵食、河岸干潟の位置、規模、形状の

変化が大きい場合は二次判定を行う。 
 

（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.4－1 に示す変化を表 4.3.1.4－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 
1）手順 

現況河道及び掘削河道を設定し、河道及び河口海域の平面的な地形メッシュ（格子点

位置、標高）を設定する。この地形条件に沖波及び入射波の条件を与えて波浪変形計算

を行い、波高、波向等から漂砂量を求め、汀線変化を予測する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高・波向・周期）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向の年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
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表 4.3.1.4－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削

により河積および

水深が増加する 

・河川縦横断形状 河床高の平面分布

の作成 

 

②波浪の侵入が促進

される 

・海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算によ

り予測 

 

波浪変形モデルは種々提案され

ており、状況に応じて選択する

必要がある。非定常緩勾配方程

式による解析がよく用いられ

る。 

また、砕波を考慮する場合は砕

波モデルを組み込む必要があ

る。 

③河岸の付近の底面

摩擦力が大きくな

る 

・底面流速 【底面摩擦力】 

底面摩擦速度の算

定式により予測 

底面摩擦速度の算定式は種々提

案されている。 

汀線変化モデルでの検討には用

いない 

④波による移動限界

粒径が大きくなる 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 
限界掃流力の式等に

よる移動限界粒径の

判定 

波・流れ供存場における移動限

界摩擦速度の評価に技術的課

題がある。 

また、混合粒径での評価は現状

では困難である。 

⑤河岸等が侵食され

る 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・河川縦横断形状 

【河岸形状】 

汀線変化モデル＊の

応用が考えられる 

波浪による河岸侵食への適用例

はない 

汀線変化モデルでは、河川流量

を取り込むことは困難である。 

波浪変形計算、海浜流計算に基

づく海浜地形変化モデルでは、

河岸（汀線）変化を予測するこ

とができない。 

⑤河岸等が粗粒化す

る 

・河床材料 【河床材料】 

混合粒径の汀線変

化モデル＊により概略

検討できる可能性が

ある 

同上 

干満等の非定常性、粗粒化等の

分級過程を評価することは困難 

混合粒径の汀線変化モデルは、

学会、委員会等の場では用いら

れているが、実際の計画への適

用例はない 

＊汀線変化モデルは砂（非粘着性）が前提であることから、泥河川での河岸の侵食への適用は難しく適用

事例もない。ただし、粘着性土砂の侵食・堆積の実態を調査し、漂砂量係数を同定して与えることで擬

似的に表現できる可能性はある。 

 
 
（4）二次判定のための調査手法  

1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションモデルの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 
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4.3.1.5 河床構成材料の細粒化 
 河道掘削による河床構成材料の代表粒径の変化の程度を、平均年最大流量時の u＊（摩

擦速度）と dR（代表粒径）の関係から判断し、河床材料の大幅な変化やセグメントの変

化が予想される場合には、二次判定により河床材料の変化を予測し、問題発生の有無を判

断する。 
（1）人為的改変によるレスポンス 
河道掘削を行うと、河積や水深が増大するため、洪水時の流速および掃流力が低下し、

土砂移動が抑制される。この結果、小粒径の土砂の堆積が促進され、河床構成材料が細粒

化する。 
 特に、堆積環境である汽水域での河床掘削はこの傾向が顕著に現れることから注意が必

要である。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 

① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 洪水時の流速が減少し、河床面での掃流力が低下する 

河積、水深が増加するため洪水時の流速が低下し、河床面に作用する掃流力も低下

する。 
③ 掃流される限界粒径が小さくなる 

掃流力が低下することにより、移動限界粒径が小さくなる。すなわち、掘削以前は

移動可能であった粒径の移動に必要な掃流力が作用しなくなり、掘削以前より小さい

粒径のみの輸送が生じることになる。 
④ 小粒径の土粒子の堆積が促進される 

掃流力が低下するため、掘削以前は堆積せずに掃流されていた小粒径土砂の堆積が

促進される。 
⑤ 河床構成材料が細粒化する 

小粒径土砂の堆積増により、河床構成材料が細粒化する。 
 図 4.3.1.5－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

塩分上昇
河床表層の

細粒化

くさび延伸部分へ向か
う掃流力が働く

河道底層の貧酸素化

くさび先端までの水塊の移
動時間の長期化

酸素消費時間の長期化
くさび延伸部分への

微細粒子の移動

くさび延伸部への
微細粒子の堆積

底面摩擦力の増大

①河積、水深の増加

河道の掘削

塩水遡上距離の延伸 ②洪水時の掃流力低下

⑤河床構成材
料の細粒化

④微細粒子の
堆積

波浪の侵入

③掃流限界粒
径が小さくなる

土砂堆積域が変化
（河道内の堆積速度が上がる）

海岸への供給土砂の減少

河岸粗粒化

河岸干潟の侵食

河岸侵食
周辺汀線の後退

河口砂州（テラス）の縮小・後退

移動限界粒径大
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    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図    （泥・砂河川の場合）  

①河積、水深
  の増加

①河積、水深の
　　増加

②洪水時の流速低下

②掃流力の低下

④微細粒子の
　堆積促進

⑤河床構成材料の細粒化③掃流される限界
粒径が小さくなる

（掘削前河床）

（掘削後河床）

 
【備 考】 
・河床構成材料の粒度組成は、概ね平均年最大流量規模程度の水理条件に支配される。 
・洪水の規模によって細粒化の程度が変わることがある。 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図    （砂利河川の場合）  

④微細粒子の堆積③掃流される限界粒径が
  　小さくなる

②洪水時流速、掃流力の低下

⑤河床構成材料の細粒化

①河積、水深の増加

⑥新汽水域、新セグメントの形成

 
【備 考】 
・河床材料の粒度組成は概ね平均年最大流量規模程度の水理条件に支配される。 
・洪水の規模によって細粒化の程度が変わることがある。 
 

図 4.3.1.5－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 河道掘削により河床勾配に変化を生じた区間では河床材料が変化する可能性がある。河

道掘削による河床構成材料の代表粒径の変化の程度は、図 4.3.1.5－2 のような平均年最大

流量時 u＊（摩擦速度）と dR（代表粒径）の関係が一つの目安となる。例えば図 4.3.1.5
－3に見られるように、河道掘削によりu＊

2が小さくなるとともにdRも小さくなっており、

この関係を用いて掘削前と掘削後の u＊
2から dRを予測し、河床材料の大幅な変化やセグメ

ントの変化が予想される場合には二次判定を行う。 
 

 
 

図 4.3.1.5－2 

日本の沖積地河川の u＊
2と dR の関係 

図 4.3.1.5－3 

人工的河道改変後の河道の応答 
＊出典：「沖積河川学 堆積環境の視点から」 

山本晃一著 山海堂 P.36 
＊出典：「自然的攪乱・人為的インパクトと河川生態系の

関係に関する研究」（財）河川環境管理財団 
 
（3）二次判定手法 
 河床を構成する材料の粒度組成は、主に上流からの供給土砂の量・質と河道の土砂輸送

能力とのバランスにより生じる。このバランスは、洪水の規模等により変化するため、各

種規模の洪水を対象として、河道の土砂輸送能力（掃流力）に対する各粒径の掃流量と堆

積量の関係を把握し、当該汽水域の河床構成材料の粒度組成を評価することが重要である。

一般に平均的な河床構成材料の粒度組成は、平均年最大流量規模の洪水の水理条件に支配

される。 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.5－1 に示す変化を表 4.3.1.5－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況河道及び掘削河道を設定し、一次元河床変動計算を行う場合は断面特性（水位

（H）～流積（A）～径深（R）～水面幅（B））、平面二次元計算を行う場合は河道地形

メッシュ（格子点位置、標高）を設定する。次に、洪水時の各コントロールボリューム

の掃流力を計算し、粒径帯別の土砂収支を求め、河床構成材料の構成比を予測する。 
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2）予測条件 
対象とする洪水流量として可能な限り多くの年の洪水ハイドロを与え、動的にみてど

のような平衡状態（粒径分布、河床高等）となるかを予測することが望ましい。ただし、

これを判断するのは難しい場合もあることから、例えば、確率規模別に一定流量で与え、

それぞれの規模の洪水に対して、どのような粒径分布や河床形状が期待されるかをみる

のも有効である。 
 

表 4.3.1.5－1  シミュレーションを用いた現象の分析 
対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削

により河積および

水深が増加する 

・河川縦横断形状 【断面特性の算定】 

各河道横断面の H-A-R-B

の算定 

 

②洪水時の流速が減

少し、河床面での掃

流力が低下する 

・流量 

・潮位 

・水位 

・流速鉛直縦断分布 

【流速、掃流力】 

不等流計算あるいは不定

流計算により予測 

不等流計算、不定流計算：

一次元、二次元の計算手法

は概ね確立されている。 

③掃流される限界粒

径が小さくなる 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 

 限界掃流力の式等による

移動限界粒径の判定 

限界掃流力の式：各種限界

掃流力の式が提案されて

いる。 

④微細粒子の堆積が

促進される 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【流砂量】 

流砂量式により区間土砂

収支を求め、堆積量を予測 

流砂量式：各種流砂量式が

提案されている。微細粒子

の限界掃流力等の評価に

技術的課題がある。 

⑤河床構成材料が細

粒化する 

・流量 

・潮位 

・供給土砂量 

・河床材料の粒度組成 

【河床材料の粒度組成】 
混合粒径の河床変動計算

により予測 

混合粒径河床変動計算：一

次元の計算手法は概ね確

立されているが、微細粒子

の凝集・沈降過程の定式

化、限界掃流力の評価等の

課題がある。平面２次元の

場合は、混合粒径計算が研

究段階にある。 

 
 
（4）二次判定のための調査手法  

1）流速鉛直縦断分布＊ 
目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：必要に応じ、汽水域内で数地点 

＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
 

2）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションの境界条件、モデル検証 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：洪水の立ち上がりから低減期にかけて 1～2 時間間隔程度 
備考：流砂形態（掃流砂・浮遊砂等）に応じて適当な手法を選択する 
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4.3.1.6 周辺汀線の後退、河口砂州（テラス）の縮小・後退 
 河口砂州や河口テラスが形成されている河川では、河道掘削により海岸への土砂供給量

が減少し、砂州やテラスが縮小するとともに周辺汀線が後退する可能性がある。大河川周

辺の海岸や波浪の強い外海に面した海岸ではレスポンスを生じやすいため、河道掘削を行

う場合には、二次判定により土砂の供給量や汀線の変化を予測し、問題発生の有無を判断

する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河道掘削を行うと、河積や水深が増大するため、洪水時の流速および掃流力が低下し、

土砂移動が抑制される。この結果、河口、海岸への土砂供給量が減少し、河口テラスの縮

小、河口砂州の縮小や後退、周辺汀線の後退といった土砂管理や海岸保全上の問題を生じ

る可能性がある。 
 特に、汽水域や河口付近での河道掘削は、もともと堆積環境であること、海域に近いこ

となどからその応答速度が早くなることが想定されるため、注意が必要である。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 

① 河口部の河道掘削により河積および水深が増加する 
② 掘削区間の掃流力が低下する 

河積、水深が増加するため洪水時の流速が低下し、河床面に作用する掃流力も低下する。 
③ 掘削区間の土砂堆積速度が増加する 

河床面に作用する掃流力が低下した結果、河道掘削区間の土砂輸送能力が低下し、

上流から供給される土砂も掘削区間に堆積するようになる。 
④ 河口から海岸への土砂供給量が減少する 

上流からの供給土砂が河道掘削区間に堆積するため、河口から海岸まで到達、供給

される土砂量が減少する。 
⑤ 河口周辺の汀線が後退する 

一時、河口テラスに堆積した河川からの供給土砂は、波浪の作用を受け沿岸漂砂と

なって周辺の海浜を形成する。従って、河川からの供給土砂の減少は河口テラスでの

土砂堆積量の減少を招き、さらには周辺汀線の後退を生じ、最終的には海岸侵食の原

因となる可能性がある。 
⑥ 河口砂州（テラス）が縮小、河道内へ後退する 

河川からの供給土砂の堆積空間である河口テラスは、河川からの供給土砂量が減少

することにより縮小する。また、河口砂州は、河口テラスでの堆積土砂を波浪が河口

に打ち上げることにより形成されるが、河口テラスでの土砂堆積量が減少しているこ

とから、河口砂州も縮小し、縮小規模が激しい場合は河道の中へと後退していく。 
 図 4.3.1.6－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 



第 4 章 調査・分析手法 

 4－29

      現現現象象象ののの流流流れれれ         

③土砂堆積域が変化
(河道内の堆積速度が上がる)

④海岸への供給土砂の減少

塩分上昇
河床表層の

細粒化

くさび延伸部分へ向か
う掃流力が働く

河道底層の貧酸素化

くさび先端までの水塊の移
動時間の長期化

酸素消費時間の長期化
くさび延伸部分への

微細粒子の移動

くさび延伸部への
微細粒子の堆積

底面摩擦力の増大

①河積、水深の増加

河道の掘削

塩水遡上距離の延伸 ②洪水時の掃流力低下

河床構成材料
の細粒化

微細粒子
の堆積

波浪の侵入

掃流限界粒径
が小さくなる

河岸粗粒化

河岸干潟の侵食

河岸侵食
⑤周辺汀線の後退

⑥河口砂州（テラス）の縮小・後退

移動限界粒径大

 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図     （泥・砂河川の場合）  

①河積、水深
  の増加

①河積、水深の
　　増加

④供給土砂量の減少

②掃流力の低下

（掘削前河床）

（掘削後河床）

③河道内の堆積
　速度の増加

⑤周辺汀線の後退
⑥河口砂州（テラス）の縮小・後退

 

【備 考】 
・河床構成材料の粒度組成は、概ね平均年最大流量規模程度の水理条件に支配される。 
・洪水の規模によって細粒化の程度が変わることがある。 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図    （砂利河川の場合）  

①河積、水深の
　　増加

①河積、水深の増加

④供給土砂量の減少
②掃流力の低下

⑥砂州の縮小

③河道内堆積
　　速度の増加

 
【備 考】 
・河口テラスの縮小により海底勾配が急になった場合は、波の打ち上げ高が高くなるとと

もに、砂州高も上昇する。 
図 4.3.1.6－1  現象の流れ 

①河積、水深の増加

⑥砂州の縮小

⑤汀線の後退

⑥河口テラスの縮小
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（2）一次判定手法 
 河口砂州や河口テラスが形成されている河川では、河道掘削により海岸への土砂供給量

が減少し、砂州やテラスが縮小するとともに周辺汀線が後退する可能性がある。大河川周

辺の海岸は、河川からの供給土砂を供給源として成立している場合が多く、この供給土砂

量の増減が汀線変化に寄与すると考えられる。また、波浪の強い外海に面した河川で影響

を受けやすい。従って、このような河川の汽水域で大規模な河道掘削を行う場合は二次判

定を行うことを原則とする。なお、以下の方法により、供給土砂量の変化を推定し、その

結果から汀線の変化を推察することが考えられる。 
 
掘削前後の断面で平均年最大流量流下時の u＊

2を求める。 
 ↓ 
流砂量式により流砂量を概略求める。 （水理公式集〔平成 11 年度版〕参照） 

掃流砂量：芦田、道上式 
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浮遊砂量：レイン・カリンスキ式 
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 c*�  ：無次元掃流力 
 q  ：単位幅流量 
 P  ： */ uw0 ，� ， */ uv�� の関数 
 0C  ：河床における濃度（ppm） 

 � �0wF�  ：沈降速度 0w なる砂粒が河床 
   砂礫中に占める割合（％） 
 v  ：断面平均流速 
 *u  ：摩擦速度 
   hz /��  

 なお、式中の無次元限界掃流力 c*� は、次の岩垣式により算出できる。 
*. R≦0671  ； c*� 050.�  

06717162 .. * ≦Ｒ≦  ；  113008490 /
*. R�  

7162254 .. * ≦Ｒ≦  ；  00340.�  
254142 .. * ≦Ｒ≦  ；  1671950 /

*. �

� R  
142.* ≦Ｒ  ；  140.�  

d≦30300.  ； 2cu* d980.�  

3030011800 .. ≦≦d  ；  22316134 /. d�  
1180005650 .. ≦≦d  ；  d055.�  
0565000650 .. ≦≦d  ；  3211184 /. d�  
00650.≦d  ；  d226�  

 なお、上式の使用単位は cm-s である。また、 � � ��� /gd/R*
31�� ，� ：砂の密

度， � ：水の密度， g ：重力の加速度， d ：粒径，� ：水の動粘性係数である。 
これらの公式は、検証は十分でないものの一般に用いられており、掘削前後での流砂

量の変化を把握することができる。また、掃流砂量式は、いくつか提案されており、

他の式によっても流砂量の変化を把握できる。 
 ↓ 
大幅な変化かどうかを判断する。 
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（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.1.6－1 に示す変化を表 4.3.1.6－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況河道及び掘削河道の断面特性（水位（H）～流積（A）～径深（R）～水面幅（B））

を設定し、洪水時の各コントロールボリュームの掃流力を計算した後、土砂収支（供給

土砂量）を算定する。 
次に、現況海浜断面の汀線位置、海底勾配を設定し、上記供給土砂量を境界条件とし、

入射波の条件を与えて汀線変化を予測する。 
 

2）予測条件 
洪水流量は、長期間のハイドロを与え、長期的な変動条件を予測することが望ましい。 
波浪条件は、地形変動に寄与するエネルギー平均波等を繰り返し与えて評価する方法

が効果的である。 
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表 4.3.1.6－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口部の河道掘削に

より河積および水深

が増加する 

・河川縦横断形状 －  

②掘削区間の掃流力が

低下する。 

・流量 

・潮位 

・水位 

・流速鉛直縦断分布 

【流速、掃流力】 

不等流計算あるいは不

定流計算により予測 

不等流計算、不定流計算：

一次元、二次元の計算手法

は概ね確立されている。 

③掘削区間の土砂堆積

速度が増加する 

・流量 

・供給土砂量 

【河床高】 

河床変動計算により予

測 
 

河床変動計算：一次元の計

算手法は、混合粒径、一様

粒径共に概ね確立されて

いる。平面２次元の場合

は、混合粒径計算が研究段

階にある。 

④河口から海岸への土

砂供給量が減少する 

 【土砂供給量】 

河床変動計算により予

測 

河床変動計算：一次元の計

算手法は、混合粒径、一様

粒径共に概ね確立されて

いる。平面２次元の場合

は、混合粒径計算が研究段

階にある。 

⑤河口前面に形成され

る河口テラスが縮小

する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【河口テラスの形状】 

汀線変化モデル、等深

線モデルにより予測 

汀線変化を予測するモデ

ルとしては概ね確立され

ている。 

テラスの勾配等を評価す

るためには等深線モデル

を用いる必要がある。 

⑥河口砂州が縮小、河

道内へ後退する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【河口砂州の形状】 

汀線変化モデル、等深

線モデルにより予測 

汀線変化を予測するモデ

ルとしては概ね確立され

ている。 

いずれも汀線を評価する

ため、砂州位置等の予測は

不可能 

⑦河口周辺の汀線が後

退する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【汀線位置】 

汀線変化モデル、等深

線モデルにより予測 

汀線変化を予測するモデ

ルとしては概ね確立され

ている。 
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（4）二次判定のための調査手法   
1）流速鉛直縦断分布＊ 

目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：必要に応じ、汽水域内で数地点 

＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
 

2）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションモデルの境界条件、検証 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 
 

3）漂砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口含む沿岸で数地点 
調査時期：洪水前後、高波浪前後等、土砂移動の活発な時期 
備考：長期的な土砂収支の把握も重要である。 
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4.3.2 河口導流堤の建設によるレスポンスの調査・分析 
4.3.2.1 河岸粗粒化、河岸侵食、河岸干潟の侵食、周辺汀線の変化 
 河口導流堤の建設により、河口みお筋が固定され漂砂が遮断される。これにより、汀線

は場所によって前進・後退するとともに、河道内へ侵入する波浪が増加し河口砂州等が上

流側へ後退する可能性がある。 
 周辺海岸等での同様の構造物による海浜変形状況、深浅測量や海浜測量による侵食・堆

積状況から漂砂の卓越する方向を推察するとともに、波砕水深と導流堤建設前後の河口水

深から波浪遡上の状況を予測する。周辺海岸に砂浜が広がり沿岸漂砂が一年を通して一方

向に卓越している場合および、波浪の侵入状況の変化により波高が増大する場合、ならび

に現況において波浪による河岸干潟・砂州の位置、規模形状の変化が大きい場合には二次

判定により汀線変化や砂州の変化を予測することで問題発生の有無を判断する。 
（1）人為的改変によるレスポンス 
導流堤を建設することにより、砂州・みお筋が固定化し、開口部河積、河口水深が増大す

る。これにより、河道内への波浪の遡上が生じ、河口砂州が河道内へ後退する可能性がある。 
 また、沿岸漂砂の遮断、波の変形等が生じるため、周辺汀線が変化する。特に沿岸漂砂

の遮断による汀線変化は、漂砂の下手で海岸侵食となって現れるため注意が必要である。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
＜河岸粗粒化、河岸侵食、河岸干潟の侵食＞ 
① 砂州およびみお筋が固定化される 

河口導流堤により、砂州やみお筋が固定される。 
② 河口部の河積が増大する 

砂州・みお筋の固定化、漂砂の遮断により、河口砂州が縮小し、河口部の河積は増

加する。 
③ 河道内への波浪の進入が促進される 

河口の水深が増加することにより、掘削以前は砕波等により低減されていた波浪が

河道内へと侵入しやすくなる。 
④ 底面摩擦力の増大 

波が侵入しやすくなることで波による底面摩擦力が増大する。 
⑤ 波による移動限界粒径が大きくなる 

底面摩擦力が大きくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が大き

くなる。 
⑥ 河岸粗粒化、河岸侵食、河岸干潟の侵食 

底面摩擦力の増大により、微細粒子が流出しやすくなる。この結果として、河岸等が粗

粒化する場合がある。また、波浪の侵入により、河岸、河岸干潟が洗われ、侵食される。 
＜周辺汀線の変化＞ 

⑦ 漂砂が遮断される 
導流堤の建設により沿岸方向の漂砂が遮断される。遮断による影響は特に流出土砂

に対して沿岸漂砂が卓越する河川において顕著である。 
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⑧ 波高・波向分布が変化する 
導流堤による反射・回折や、海底地形の変化による屈折や浅水変形の変化に伴い河

口付近での波高、波向分布が変化する。 
⑨ 汀線が前進、または後退する 

漂砂が一方向に卓越している場合、導流堤が漂砂を捕捉する形となり、漂砂の上手

では汀線の前進、下手では汀線の後退を生じる。 
 図 4.3.2.1－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

⑥河岸粗粒化

②開口部河積の増大

③波浪の侵入

④底面摩擦力の増大

⑥河岸侵食

⑥河岸干潟の侵食

⑤移動限界粒径大

河口導流堤の建設

⑦沿岸漂砂の遮断①砂州・みお筋の固定 ⑧波の変形

⑨周辺汀線の変化

 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

河口砂州

漂
砂

漂
砂

波
浪

⑥河岸粗粒化
⑥河岸侵食
⑥河岸干潟の侵食

⑦漂砂の遮断 導流堤

③波浪侵入

⑨汀線前進

⑨汀線後退

②河口部河積の増大

①砂州およびみお筋の固定

⑧波高・波向
　分布の変化

④底面摩擦力
　　の増大

⑤移動限界粒径大

 
【備 考】 
・両岸に導流堤を建設した場合は土砂が沖へと誘導され、河口テラス、河口砂州の縮小が

生じる。 
・沿岸漂砂が卓越する河川の河口をイメージしている。 
・導流堤を設けると、導流堤に沿う流れが生じ、局所的に洗掘を生じることがある。 

図 4.3.2.1－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 河口導流堤の建設により、河口みお筋が固定され漂砂が遮断される。これにより、汀線

は場所によって前進・後退するとともに、河道内へ侵入する波浪が増加し河口砂州等が上

流側へ後退する可能性がある。 
 周辺の海岸に砂浜が広がり沿岸漂砂が一年を通して一方向に卓越している場合は、導流

堤を汀線より沖に出せば必ず汀線の移動が生じると考えられるため二次判定を行う。 
 また、導流堤は一般に外海に面した河川に設けられ、波浪の影響を強く受けており、導

流堤の設置によって波が侵入しやすくなると河岸等の侵食を生じるため、波浪の侵入状況

の変化を推察し、波高が増大する場合には二次判定を行う。また、現況において波浪によ

る河岸干潟・砂州の位置、規模、形状の変化が大きい場合にも二次判定を行う。 
 

1）漂砂の推察 
周辺海岸等での同様の構造物（突堤、防波堤等）による海浜変形状況、深浅測量や海

浜測量による侵食・堆積状況から沿岸漂砂の卓越する方向を推察する。 
 

2）波浪の侵入の推察 
導流堤が片側のみの場合は、河口開口幅や砂州高はあまり変化しない。一方、両側に

導流堤を設けた場合には、それらが大きく変化し波の侵入状況が大幅に変わる可能性が

ある。この場合、沖波の条件を基に、図 4.3.2.1－2 から砕波水深を推定する。この砕

波水深と導流堤建設後の河口水深から、波浪遡上の状況を推察する。 
 

図 4.3.2.1－2 

波形勾配と砕波水深との関係 
出典：「改訂 海岸保全施設築造基準解説」 
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（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.2.1－1 に示す変化を表 4.3.2.1－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
河道及び河口海域の平面的な地形メッシュ（格子点位置、標高）を設定する。この地

形に波浪条件を与えて、波浪変形計算を行い、波高、波向等から漂砂量・土砂移動量を

求め、汀線変化・砂州の移動を予測する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高、周期、波向）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向の年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
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表 4.3.2.1－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①砂州およびみお筋

が固定される 

・河川縦横断形状 

・海浜･海底地形 
河床高、海底高平面

分布の作成 

 

②開口部の河積が増

大する 

・供給土砂量 

・漂砂量 

・潮位 

・河川縦横断形状 

【河口形状】 

河口幅予測モデルに

よる予測が考えられ

る。 

断面変形予測モデル、河口位置

変化予測モデルに拡張されて

いる。 

砂州越流を考慮する場合は、平

面2次元計算によることとなる

が、波による砂州形成過程、砂

州形状の解析は困難 

③河道内への波浪の

侵入が促進される 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算によ

り予測 

 

 

波浪変形モデルは種々提案さ

れており、状況に応じて選択す

る必要がある。非定常緩勾配方

程式による解析がよく用いら

れる。 

また、砕波を考慮する場合は砕

波モデルを組み込む必要があ

る。ただし、河道内波高分布の

予測は可能であるが、汀線変化

モデルに反映することは困難。 

④底面摩擦力が増大

する 

 【底面摩擦速度】 

 底面摩擦速度の算

定式により予測 

底面摩擦速度の式は種々提案

されている。 

⑤波による移動限界

粒径が大きくなる 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 
限界掃流力の式等に

よる移動限界粒径の判

定 

波・流れ供存場における移動限

界摩擦速度の評価に技術的課

題がある。 

また、混合粒径での評価は現状

では困難である。 

⑥河口砂州が河道内

へ後退する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

・河川縦横断形状 

【河口砂州の形状】 

汀線変化モデルに

より予測できる。 

汀線変化を予測するモデルと

しては概ね確立されている。 

ただし、汀線を評価するため河

口位置等の予測は不可能。 

⑦漂砂が遮断される ・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【漂砂量】 

汀線変化モデルに

より予測できる。 

汀線変化を予測するモデルと

しては概ね確立されている。 

⑧波高・波向分布が変

化する 

 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算によ

り予測 

波浪変形モデルは種々提案さ

れており、状況に応じて選択す

る必要がある。非定常緩勾配方

程式による解析がよく用いら

れる。 

また、砕波を考慮する場合は砕

波モデルを組み込む必要があ

る。 

⑨漂砂の遮断により、

上手では汀線前進、

下手では後退を生

じる 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【汀線変化】 

汀線変化モデルに

より予測できる。 

汀線変化を予測するモデルと

しては概ね確立されている。 
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（4）二次判定のための調査手法  

1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 

2）漂砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口含む沿岸で数地点 
調査時期：洪水前後、高波浪前後等、土砂移動の活発な時期 
備考：長期的な土砂収支の把握も重要である。 
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4.3.3 河口部の埋め立てによるレスポンスの調査・分析 
4.3.3.1 河岸干潟の細粒化、河岸干潟の侵食 
 河口部に干潟が存在する場合、波向からみて遮蔽域にあたる領域では波浪が弱く底面摩

擦力が小さいために粒径が小さくなりやすく、波当たりが強い領域では粒径が大きくなっ

たり侵食されやすい傾向にある。 
 埋め立ての平面形状、波高、波向などから波浪の侵入により侵食されるおそれがある河

岸干潟がある内湾の河川および干潟を持つ外海に面した河川、ならびに現況において波浪

による河岸干潟・砂州の位置、規模、形状に大きな変化が生じている河川で埋め立てを行

う場合は、二次判定により河床の粒度や汀線の変化を予測することで問題の有無を判断す

る。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河口部の埋め立てにより、波向等の波浪特性が変化して新たな遮蔽域や反射域を形成す

る可能性がある。遮蔽域では波高が減少するため、波浪による土砂輸送が抑制され、干潟

等の細粒化が生じることがある。逆に反射波が形成される領域では波高が高くなり、干潟

の侵食や粗粒化を生じる可能性がある。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
＜干潟等の細粒化＞ 

① 埋め立て地により波の遮蔽域が形成され波高が減少する 
河口部で埋め立てを行うと、新たな遮蔽域が形成され、波高が埋め立て前に比べて

低下する。 
② 波高低下により底面摩擦力が低下する 

遮蔽域では波高が減少することにより、河床に作用する底面摩擦力が低下する。 
③ 波による移動限界粒径が小さくなる 

底面摩擦力が小さくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が小さ

くなる。 
④ 波浪による土砂輸送量が減少し、河岸干潟が細粒化する 

輸送可能な粒径が小さくなり、微細粒子が堆積しやすくなるため、遮蔽域の干潟等

では細粒化することがある。 
 
＜干潟の侵食や粗粒化＞ 
⑤ 埋め立て地により波の反射域が形成され、反射波や沿い波が発生する 

河口部で埋め立てを行うと、波浪の変形状況が変化することにより新たな反射域が

形成され、波高が埋め立て前に比べて増大することになる。 
⑥ 反射波、沿い波の発生箇所で底面摩擦力が増大する 

反射波、沿い波により波高が増大すると、河床に作用する底面摩擦力が増加する。 
⑦ 波による移動限界粒径が大きくなる 
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底面摩擦力が大きくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が大き

くなる。 
⑧ 河岸干潟が侵食される 

輸送可能な粒径が大きくなり、土砂が移動しやすくなるため、反射域の河岸干潟が

侵食されることがある。特に、波の入射角が小さい場合は、沿い波が発生することが

あり注意を要する。 
 図 4.3.3.1－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

 
河口部の埋め立て

塩水くさびの
下流側への移動

④河岸干潟の細粒化 ⑧河岸干潟の侵食

埋め立て区間の
単位幅流量増加

沿岸流の遮蔽

埋め立て区間の河床上昇

⑥底面摩擦力の増大

⑦移動限界粒径大

堆積空間の減少実質的河口が沖合へ移動⑤反射波、沿い波の発生

②底面摩擦力の低下

③移動限界粒径小

①波の遮蔽域の形成

 
 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

④河岸干潟の細粒化

干潟

波
浪

沿
岸
流

沿
岸
流

⑤波の反射域の形成

⑥底面摩擦力の増大

⑦移動限界粒径大

①遮蔽域の形成
②底面摩擦力低下
③移動限界粒径小

⑧河岸干潟の侵食

埋め立て地

埋め立て地

 
 

図 4.3.3.1－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 河口部に干潟が存在する場合、波向からみて遮蔽域にあたる領域では波浪が弱く底面摩

擦力が小さいために粒径が小さくなりやすく、波当たりが強い領域では粒径が大きくなっ

たり侵食されやすい傾向にある。 
 一般に埋め立ては内湾で行われ、波浪の影響は比較的小さいため、埋め立ての平面形状、

波高、波向などより波浪の侵入により侵食されるおそれがある河岸干潟があるか否かを判

断し、ある場合には二次判定を行う。一方、外海で埋め立てを行う場合は影響が出る可能

性が高まると考えられるので原則として二次判定を行う。なお、現況において波浪による

河岸干潟・砂州の位置、規模、形状に大きな変化が生じている場合は二次判定を行う。 
 
（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.3.1－1 に示す変化を表 4.3.3.1－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況河道及び埋め立て後の河道を設定し、河道及び河口海域の平面的な地形メッシュ

（格子点位置、標高）を設定する。この地形条件に沖波及び入射波の条件を与えて波浪

変形計算を行い、波高、波向等から漂砂量を求め、汀線変化を予測する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高、周期、波向）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向で年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
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表 4.3.3.1－1  シミュレーションを用いた現象の分析 
対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①埋め立て地によ

り波の遮蔽域が

形成され、波高が

減少する 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算により

予測 

波浪変形モデルは種々提案され

ており、状況に応じて選択する必

要がある。非定常緩勾配方程式に

よる解析がよく用いられる。 

また、砕波を考慮する場合は砕波

モデルを組み込む必要がある。 

②波高低下により

底面摩擦力が低

下する 

 【底面摩擦速度】 

底面摩擦速度の算定

式により予測 

底面摩擦速度の算定式は種々提

案されている。 

汀線変化モデルでの検討には用

いない。 

③波による移動限

界粒径が小さく

なる 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 

限界掃流力の式等に

よる移動限界粒径の判

定 

波・流れ供存場における移動限界

摩擦速度の評価に技術的課題が

ある。 

また、混合粒径での評価は現状で

は困難である。 

④波浪による土砂

輸送量が減少し、

河岸干潟が細粒

化する 

・供給土砂量 

・波高、周期 

・河川縦横断形状 

・潮位（水位） 

・河床材料 

【土砂輸送量（漂砂

量）、河床材料】 

混合粒径の汀線変化

モデル＊により概略検

討できる可能性がある 

汀線変化モデルでは、河川流量を

取り込むことは困難である。 

混合粒径の汀線変化モデルは、学会、

委員会等の場では用いられている

が、実際の計画への適用例はない。 

⑤埋め立て地によ

り波の反射域が

形成され、反射波

や沿い波が発生

する 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算により

予測 

波浪変形モデルは種々提案され

ており、状況に応じて選択する必

要がある。非定常緩勾配方程式に

よる解析がよく用いられる。 

また、砕波を考慮する場合は砕波

モデルを組み込む必要がある。 

⑥反射波、沿い波の

発生箇所で、底面

摩擦力が増大す

る 

 【底面摩擦速度】 

底面摩擦速度の算定

式により予測 

底面摩擦速度の算定式は種々提

案されている。 

汀線変化モデルでの検討には用

いない 

⑦波による移動限

界粒径が大きく

なる 

・流量（流速） 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 
限界掃流力の式等によ

る移動限界粒径の判定 

波・流れ供存場における移動限界

摩擦速度の評価に技術的課題が

ある。 

また、混合粒径での評価は現状で

は困難である。 

⑧河岸干潟が侵食

される 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・河川縦横断形状 

・潮位（水位） 

・河床材料 

【河岸形状】 

汀線変化モデル＊の

応用が考えられる。 

波浪による河岸侵食への適用例

はない 

汀線変化モデルでは、河川流量を

取り込むことは困難である。 

＊汀線変化モデルは砂（非粘着性）が前提であることから、泥河川での河岸の侵食への適用は難しく適用

事例もない。ただし、粘着性土砂の侵食・堆積の実態を調査し、漂砂量係数を同定して与えることで擬

似的に表現できる可能性はある。 

 
（4）二次判定のための調査手法   

1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 
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4.3.3.2 塩水くさびの下流側への移動 
 4.3.1.1 と同様に一次判定手法を用いて塩水くさびの移動範囲等を推定し、次のような

事象が予想される場合は二次判定により塩分濃度を予測し問題の有無を判断する。 
  ・塩分くさびの移動範囲が大きく変化する場合 
  ・塩水くさびの移動する範囲に汽水性の生物の重要な生息・生育場所がある場合 

 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河口部の両岸を埋め立てた場合、実質的に河道が延伸された形状となる。このため、埋

め立て区域では河川からの外力が増加するため、塩水くさびが下流側へと移動する。 
 特に、埋め立て部の開口幅（実質的な川幅）が狭い場合はこの影響が強くなる。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
① 河口両岸を埋め立てた場合、実質的な河口が沖合へ移動する 

河口の両河岸を埋め立てた場合、埋め立て地の間の水理特性は河川と同様になり、

実質的に河口が沖合へ移動した形となる。 
② 埋め立て区間の単位幅流量が増加する 

埋め立て区間では、両岸を埋め立て地によって拘束され、河道としての挙動を示す

ようになるため、単位幅当たりの流量は埋め立て前に比べて増加する。 
③ 遡上塩水の上流端が下流に移動する 

河口の移動とともに塩水くさびの淡塩界面が下流へと移動し、遡上塩水の上流端が

下流へ移動する。 
 
 図 4.3.3.2－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

河口部の埋め立て

③塩水くさびの
下流側への移動

河岸干潟の細粒化 河岸干潟の侵食

②埋め立て区間の
単位幅流量増加

沿岸流の遮蔽

埋め立て区間の河床上昇

底面摩擦力の増大

移動限界粒径大

堆積空間の減少
①実質的河口が

沖合へ移動
反射波、沿い波の発生

底面摩擦力の低下

移動限界粒径小

波の遮蔽域の形成

 
 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

③遡上塩水の移動

②単位幅流量が増加

河口埋め立て

①河道の実質的な延伸

h
c
：　淡水の限界水深

 

【備 考】 
・上図は弱混合のイメージ図である。 
・強混合の場合も実質的な河口が沖合へ移動し、現河口の塩分濃度が低下するため遡上塩

水の上流端は下流へ移動する。 
 

図 4.3.3.2－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 埋め立てによる河口位置の下流側への移動は掘削により河道の水深や汽水域の長さが変

わる場合と類似している。埋め立てを行う場合には、4.3.1.1 に示す一次判定手法を用い

て塩水くさびの移動範囲等を推定し、次のような事象が予想される場合は二次判定を行う。 
�� 塩分くさびの移動範囲が大きく変化する場合 
�� 塩水くさびの移動する範囲に汽水性の生物の重要な生息・生育場所がある場合 

 
（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.3.2－1 に示す変化を表 4.3.3.2－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況河道及び埋め立て後の河道を設定し、その断面特性（水位（H）～流積（A）～

径深（R）～水面幅（B））を求める。これを選択したシミュレーションモデルに与えて

塩水くさびの形状や塩分濃度分布を予測する。現況河道と埋め立て後の河道の塩分濃度

を比較し、塩水くさびの移動を判断する。 
 

2）予測条件 
流況条件は、平均的な流況及び渇水時の流況の条件を選ぶことが基本である。また、

維持流量の条件での塩水遡上の変化を把握することも重要である。 
潮位条件は、年間のうち、平均潮位が高い夏期の半月周潮の潮位を与えることが基本

である。 
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表 4.3.3.2－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口両岸を埋め立て

た場合、実質的な河

口が沖合へ移動する 

・河川縦横断形状 埋め立て区間の横断面

H-A-R-B の算定 

 

②埋め立て区間の淡水

の単位幅流量が増加

する 

・流量 

・潮位 

・水位 

・流速鉛直縦断分布 

・塩分鉛直縦断分布 

③淡水層の内部跳水位

置が下流へ移動する 

・流速鉛直縦断分布 

④遡上塩水の上流端が

下流に移動する。 

・塩分鉛直縦断分布 

【塩水遡上量、遡上距離】 

塩分くさび形状、塩分濃

度分布の予測 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算 

（弱 混 合）淡塩二層流

計算：計算手法は概ね確立

されている 

（弱～緩混合）鉛直二次元

密度流拡散計算：塩淡界面

付近の混合の表現に技術

的課題がある。 

 
 
（4）二次判定のための調査手法   

1）流速鉛直縦断分布＊ 
目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：縦断方向は、塩水遡上距離及びその変動状況に応じて設定（5～15 点程度） 

水深方向は、1～2m 程度の間隔とし、濃度変化の大きい河口付近、遡上

先端では密にする。 
調査時期：半月周期（約 15 日間）の塩水挙動を捉えるのが望ましい。 

＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
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4.3.3.3 埋め立て区間の河床上昇 
 河口で埋め立てを行う場合、二次判定により河床の変動を予測し、問題の有無を判断す

ることを原則とする。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河口部での埋め立てが従来の堆積空間を制限することから、河川からの供給土砂量が埋

め立て区間に堆積しやすくなる。さらに、沿岸流を遮断するような場合には、沿岸方向の

土砂移動を制限することになり、埋め立て区間の土砂堆積はより顕著になる可能性がある。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
① 埋め立て地により土砂の堆積空間が減少する 

河川からの供給土砂は、海域に流出した後、沿岸方向にある程度の幅を持って堆積

する。これが、埋め立て地ができることにより沿岸方向への堆積が制限され、堆積空

間は埋め立て区間内に限定されることになる。 
② 沿岸流等による沿岸方向の土砂移動がなくなる 

沿岸流あるいは沿岸漂砂が卓越している沿岸では、沿岸方向の土砂移動が生じてい

るが、埋め立て地により、この土砂移動が制限される。 
③ 埋め立て区間の土砂堆積が促進される 

以上の結果、埋め立て区間は河川からの供給土砂の堆積が促進される結果となり、

前置斜面すなわちデルタフロントが前進する。 
 
 図 4.3.3.3－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

河口部の埋め立て

塩水くさびの
下流側への移動

河岸干潟の細粒化 河岸干潟の侵食

埋め立て区間の
単位幅流量増加

②沿岸流の遮蔽

③埋め立て区間の河床上昇

底面摩擦力の増大

移動限界粒径大

①堆積空間の減少実質的河口が沖合へ移動反射波、沿い波の発生

底面摩擦力の低下

移動限界粒径小

波の遮蔽域の形成

 

 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

①堆積空間の減少

②沿岸方向の土砂移動の減少

③埋め立て区間の土砂堆積

埋め立て地

埋め立て地

 
 
 
【備 考】 
・実質的に河口が沖に前進するのに伴い、デルタフロントが前進する。 
・埋め立て区間の河床上昇により上流区間の河床上昇の可能性もある。 
 

図 4.3.3.3－1  現象の流れ 

 

河口埋め立て

③土砂堆積

②沿岸方向の土砂移動の減少

①堆積空間の減少
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（2）一次判定手法 
 河口で埋め立てを行った場合、河川からの流出土砂の堆積領域が狭まるとともに、沿岸

流等が遮断されることにより、河口土砂が沿岸方向に移動しにくくなる。従って、埋め立

て区間の河床が上昇する可能性が高く、二次判定を行うことを原則とする。 
 
（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.3.3－1 に示す変化を表 4.3.3.3－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
河道及び河口海域の平面的な地形メッシュ（格子点位置、標高）を設定する。この地

形に波浪条件を与えて、波浪変形計算、海浜流計算を実施する。 
一方、埋め立て区間を含む河道の断面特性（水位（H）～流積（A）～径深（R）～

水面幅（B））を設定し、河床変動計算を行うことにより土砂収支を求める。必要に応

じて、この土砂収支を考慮した地形データでの波・流れによる海底変形を評価する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高・波向・周期）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向で年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
また、流況条件は主に地形変動に寄与すると考えられる平均年最大流量程度を想定す

る。 
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表 4.3.3.3－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①埋め立て地により、

土砂の堆積空間が

減少する 

・河川縦横断形状 

・海浜･海底地形＊１ 
河床高、海底高平面分

布の作成 

 

②沿岸流等による沿

岸方向の土砂移動

がなくなる 

・沖波波高、波向、周期＊１ 

・沿岸流速＊１ 

・漂砂量＊１ 

【沿岸流速】 

波浪変形計算と二次元

海浜流計算により予測 

波浪変形モデルは

種々提案されており、状

況に応じて選択する必

要がある。非定常緩勾配

方程式による解析がよ

く用いられる。また、砕

波を考慮する場合は砕

波モデルを組み込む必

要がある。 

2 次元海浜流計算は、

一般的な手法である。 

③埋め立て区間の土

砂堆積が促進され

る 

・流量、潮位 

・供給土砂量 

（海浜地形変動量） 

・流速鉛直縦断分布 

【供給土砂量・地形変化】 

流砂量式、河床変動計

算により予測できる。 

（波・流れ共存場おける

海浜地形変形モデルでも

評価できる可能性あり） 

 

＊1 河道内の河床変動計算のみ行う場合は必要ない 

 
（4）二次判定のための調査手法   

1）流速鉛直縦断分布＊ 
目的：シミュレーションモデルの検証 
調査地点：必要に応じ、汽水域内で数地点 

＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
2）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 

目的：シミュレーションの境界条件（同定） 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：洪水の立ち上がりから低減期にかけて 1～2 時間間隔程度 
備考：流砂形態（掃流砂・浮遊砂等）に応じて適当な手法を選択する 

3）漂砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口含む沿岸で数地点 
調査時期：洪水前後、高波浪前後等、土砂移動の活発な時期 
備考：長期的な土砂収支の把握も重要である。 

4）沿岸流速 
目的：シミュレーションの検証 
調査地点：河口を含む沿岸 
調査時期・頻度：ある程度の長期にわたる連続観測 
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4.3.4 河口域での海砂採取によるレスポンスの調査・分析 
4.3.4.1 河口砂州の縮小・後退、砂州高の変化 
 移動限界水深よりも浅い場所で海砂採取を行う場合には、二次判定により河口砂州や汀

線の変化を予測し問題の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
砂～砂利河川の河口に形成された、河口テラスでの海砂採取により、掘削穴が形成され

ると、掘削穴での土砂捕捉が生じる。この結果、河口テラスの縮小や海底勾配が急になる

などの変化が生じ、波浪の変形、打ち上げ高の上昇などから河口砂州形状が大きく変化す

ることがある。 
 また、土砂捕捉により漂砂が減少すると周辺汀線の後退等が生じることになる。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 

① 河口テラスに掘削穴が形成される 
河口テラスでの海砂採取は、一箇所で継続的に実施されることがあり、大規模な掘

削穴を形成することがある。 
② 河川からの供給土砂が掘削穴に捕捉される 

掘削穴が移動限界水深より深く形成されている場合、掘削穴に落ち込んだ河川から

の供給土砂や漂砂は、波浪の影響を受けることがなくなり、捕捉されたままになる。 
③ 河口テラスが縮小する 

掘削穴が供給土砂や周辺の土砂を捕捉していくので、河口テラスも掘削穴周辺から

変形し、縮小していく。 
④ 砕波点の移動、水深の変化 

河口テラスの縮小に伴い、掘削穴周辺の海底は急勾配になって砕波点が河口に近づ

き、或いは水深が深くなる等の変化を生じる。 
⑤ 河口砂州、汀線が後退する 

河口砂州は、河口テラスでの堆積土砂を波浪が河口に打ち上げることにより形成さ

れるが、河口テラスが縮小し、移動可能な土砂量が減少していることから、河口砂州

も縮小し、縮小規模が著しい場合は、河道の中へと後退していく。また、河口テラス

に堆積した河川からの供給土砂は、波浪の作用を受け沿岸漂砂となって周辺の海浜を

形成する。従って、河口テラスでの移動可能な土砂量の減少は周辺汀線の後退を生じ

る可能性が高い。 
⑥ 波の打ち上げ高が増す 

砕波点の河口側への移動や水深の変化により、テラス周辺の波の変形状況が変化し、

砂州への波の打ち上げ高（遡上高）が増す。 
⑦ 砂州高が上昇する 

砂州や砂浜は、波によって打ち上げられた土砂によって形成され、その高さは概ね

波の打ち上げ高と同程度となる。従って、波の打ち上げ高が上昇すると砂州高や砂浜

高も同様に変化することとなる。なお、このような砂州高の上昇は、砂利採取の規模
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と土砂供給のバランスによっては長期的に砂州高が低下していく可能性もある。 
 図 4.3.4.1－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

河口域での海砂採取

⑦砂州高の上昇
貧酸素水塊の湧昇

・河道への移動

掘削穴での水の停滞

貧酸素水塊の形成

酸素消費の進行

掘削穴の形成
①掘削穴の形成
（砂～砂利川）

②掘削穴での土砂捕捉

⑥波の打ち上げ高
の増

③河口テラスの縮小

④砕波点の移動、
水深の変化

⑤河口砂州の縮小・後退

⑤周辺汀線の後退

河口干潟縁辺部への
波浪の影響が大きくなる

掘削穴での波の
変形状況の変化

河口干潟の減少

河口干潟縁辺部の
土砂が移動する

 
 

    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

⑤汀線の後退

⑤河口砂州の
　　後退

⑥波の打ち上げ高の変化

⑦砂州高の変化

①
掘削穴

②土砂の捕捉

③河口テラスの縮小

④砕波点の移動、
水深の変化

 
【備 考】 
・河口テラスを持つような、比較的勾配が急な砂利河川、砂河川に生じやすい。 
・河口テラスの地形が変化することから、波の変形状況が変化し河口砂州の形状が変形す

ることがある。 
・砂州の形状変化は、航路がある場合等は特に問題となることがある。 
 

図 4.3.4.1－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 河口砂州や河口テラスの主な構成材料の移動限界水深よりも浅い場所で海砂採取を行っ

た場合には、影響が大きくなる可能性が高いため二次判定を行う。特に外海に面した波の

強い河川で生じやすいので注意が必要である。移動限界水深は次のように求める。 
 

1）移動限界水深 
河口砂州や河口テラスの主な構成材料の移動限界水深より浅いところでは、波浪によ

り河口砂州や河口テラスが変形し、水深変動が顕著に生じる。従って、過去の海浜断面

から水深変動の標準偏差を求めることにより、移動限界水深を把握することができる。

（図 4.3.4.1－2 参照） 
 

 
図 4.3.4.1－2  平均水深と水深の時系列的変動を調査した事例 

出典：漂砂環境の創造に向けて 土木学会 
 

2）移動限界水深の事例 
全国の海岸の移動限界水深が、表 4.3.4.1-1 に整理されており、これより概略把握す

ることが可能である。 
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表 4.3.4.1－1  波による地形変化の限界水深の一覧 

 
出典：「日本の海岸侵食」 宇多高明 

 
（3）二次判定手法 
 シミュレーションを用いた予測は図 4.3.4.1－1 に示す変化を表 4.3.4.1－2 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況海浜断面の汀線位置と海底勾配を設定する。この地形条件に入射波の条件、供給

土砂量等を与えて汀線変化を予測する。 
また、予測された断面形状をもとに打ち上げ高を算定する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高、周期、波向）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向の年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
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表 4.3.4.1－2  シミュレーションを用いた現象の分析 
対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口テラスに掘削

穴が形成される 

・海浜･海底地形 －  

②河川からの供給土

砂が掘削穴に捕捉

される 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

・漂砂量 

【海浜地形】 

汀線変化モデル、等深線

モデルから強制的に土砂を

系外に排出するような疑似

解析が考えられる。 

汀線変化モデル、等深線

モデルは概ね確立され

た手法である。 

掘削穴の挙動、形状を反

映することは困難 

2 次元海浜変形計算が

考えられるが、砕波帯内

の解析は研究レベルで

ある。 

③河口テラスが縮小

する 

④砕波点が移動、水深

が変化する 

⑤河口砂州、汀線が後

退する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

・潮位 

・漂砂量 

【河口砂州の形状･汀線位置】 

汀線変化モデル、等深線

モデルから強制的に土砂を

系外に排出するような疑似

解析が考えられる。 

汀線変化モデル、等深線

モデルは概ね確立され

た手法である。 

掘削穴の挙動、形状を反

映することは困難 

2 次元海浜変形計算が

考えられるが、砕波帯内

の解析は研究レベルで

ある。 

⑥波の打ち上げ高が

増す 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

【波の打ち上げ高】 

改良仮想勾配法などによ

り予測できる 

打ち上げ高の算定方法

としては、一般的であ

る。 

⑦砂州高が上昇する ・砂州高 【砂州高】 

 

定量的な予測は困難。波

の打ち上げ高と同程度

になる。 
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（4）二次判定のための調査手法 
1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 

目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 

2）漂砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口含む沿岸で数地点 
調査時期：洪水前後、高波浪前後等、土砂移動の活発な時期 
備考：長期的な土砂収支の把握も重要である。 
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4.3.4.2 河口干潟の減少 
 河口干潟を有する河口域の浅いところで海砂採取を行う場合や、現況において波浪によ

る河口干潟の位置、規模、形状の変化が大きい場合は、二次判定により汀線や河口地形の

変化を予測し問題の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 砂河川の河口付近で海砂採取を行うと、地形変化により波向が変わり河口干潟の変化が、

また河口干潟の前面で海砂採取を行うと掘削穴部分への土砂移動が生じ、河口干潟の減少

となる可能性がある。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
① 掘削穴での波の変形状況の変化 

水深の深い掘削穴付近を通過することで波の変形状況が変化する。 
② 河口干潟縁辺部への波浪の影響が大きくなる 

波向の変化が生じ、また波の砕波点が干潟縁辺部に近くなり、波浪による影響が大

きくなる。 
③ 河口干潟縁辺部の土砂が移動する 

波浪の影響が大きくなることで、河口干潟縁辺部の土砂が移動されやすくなり、特

に引き潮時に沖合方向移動する。 
④ 河口干潟の減少 

この繰り返しで河口干潟が侵食され縮小する。 
 
 図 4.3.4.2－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

河口域での海砂採取

砂州高の上昇
貧酸素水塊の湧昇

・河道への移動

掘削穴での水の停滞

貧酸素水塊の形成

酸素消費の進行

掘削穴の形成

③河口干潟縁辺部の土砂
が移動する

①掘削穴での波の
変形状況の変化

④河口干潟の減少

掘削穴の形成
（砂～砂利川）

掘削穴での土砂捕捉

波の打ち上げ高の増

河口テラスの縮小

砕波点の移動、
水深の変化

河口砂州の縮小・後退

周辺汀線の後退

②河口干潟縁辺部への波
浪の影響が大きくなる

 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

③河口干潟縁辺部の土砂が移動する

②河口干潟縁辺部への波浪
　の影響が大きくなる

④河口干潟の減少

（満潮位）

（干潮位）

①掘削穴での波の変形状況の変化

河口位置

 

【備 考】 
・河口干潟を形成するような、細粒径で遠浅の海浜に生じやすい。 
・掘削後、もとの海浜勾配を維持する方向の地形変化によって河床低下を生じる。 
 

図 4.3.4.2－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
河口干潟を有する河口域では、河川からの土砂（浮遊砂の場合が多い）の供給と河口域

での潮汐流や波浪等の作用により地形が成り立っている。このような河口域の浅いところ

で海砂採取を行う場合は原則として二次判定を行う。なお、現況において波浪による河口

干潟の位置、規模、形状の変化が大きい場合は二次判定を行う。 
 
（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.4.2－1 に示す変化を表 4.3.4.2－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況海浜断面の汀線位置と海底勾配を設定する。この地形条件に入射波の条件、供給

土砂量等を与えて汀線変化を予測する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高、周期、波向）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向で年最大規模程度の波あるいは、エネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
 

表 4.3.4.2－1  シミュレーションを用いた現象の分析 
対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①掘削穴での波の変形

状況の変化 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

・潮位 

②河口干潟縁辺部への

波浪の影響が大きく

なる 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

 （汀線位置） 

・潮位 

【波高・波向分布】 

波浪変形計算により予測 

波浪変形モデルは種々

提案されており、状況

に応じて選択する必要

がある。非定常緩勾配

方程式による解析がよ

く用いられる。 

また、砕波を考慮する

場合は砕波モデルを組

み込む必要がある。 

③河口干潟縁辺部の土

砂が移動する 

・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

・潮位 

・漂砂量 

④河口干潟が減少する ・供給土砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・海浜･海底地形 

・潮位 

・漂砂量 

【河口干潟の形状･汀線位置】 

汀線変化モデル、等深線

モデルから強制的に土砂を

系外に排出するような疑似

解析が考えられる。 

汀線変化モデル、等深

線モデルは概ね確立さ

れた手法である。 

掘削穴の挙動、形状を

反映することは困難 

2 次元海浜変形計算が

考えられるが、砕波帯

内の解析は研究レベル

である。 

 
 



第 4 章 調査・分析手法 

 4－61

（4）二次判定のための調査手法   
1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 

目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口 
調査時期・頻度：出水時 
備考：流砂形態（掃流砂・浮遊砂等）に応じて適当な手法を選択する。 

2）漂砂量 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：河口含む沿岸で数地点 
調査時期：洪水前後、高波浪前後等、土砂移動の活発な時期 
備考：長期的な土砂収支の把握も重要である。 
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4.3.4.3 貧酸素水塊の湧昇・河道への移動 
 海砂採取後の掘削穴では、水が停滞し酸素消費の影響により貧酸素水塊が形成される可

能性があるため、一定以上の深さの掘削となる場合には、二次判定により溶存酸素濃度を

予測し問題発生の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 海砂採取により形成された掘削穴では、水が滞留しやすく光が届きにくいことから貧酸

素化しやすい。これらの貧酸素水塊が波浪や風の影響によって湧昇すると底生生物等のへ

い死や青潮の原因となることがあるので注意が必要である。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
① 河口テラスに掘削穴が形成される 

河口テラスでの海砂採取は、一箇所で継続的に実施されることがあり、大規模な掘

削穴を形成することがある。 
② 掘削穴の水が停滞する 

掘削穴の内部は、波浪や流れの影響を受けにくく、内部の水は停滞するようになる。 
③ 掘削穴で酸素消費が進む 

掘削穴内部では底泥等による酸素消費が進む。 
④ 掘削穴で貧酸素水塊が形成される 

水の交換が少なく、さらに酸素消費が進むと掘削穴内部では貧酸素水塊が形成され

るようになる。 
⑤ 風・波等の影響により、貧酸素水塊が湧昇され河道内へ移動する 

強風や高波浪等の外力が大きくなると、掘削穴内部の貧酸素水塊が押し出されるよ

うな形で湧昇することがある。貧酸素水塊の湧昇は、底生生物等のへい死等の原因と

なることがあるので注意が必要である。 
 
 図 4.3.4.3－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
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      現現現象象象ののの流流流れれれ         

河口域での海砂採取

砂州高の上昇
⑤貧酸素水塊の湧昇

・河道への移動

②掘削穴での水の停滞

④貧酸素水塊の形成

③酸素消費の進行

①掘削穴の形成
掘削穴の形成
（砂～砂利川）

掘削穴での土砂捕捉

波の打ち上げ高の増

河口テラスの縮小

砕波点の移動、
水深の変化

河口砂州の縮小・後退

周辺汀線の後退

河口干潟縁辺部への
波浪の影響が大きくなる

掘削穴での波の
変形状況の変化

河口干潟の減少

河口干潟縁辺部の
土砂が移動する

 
 
    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

①掘削穴

②水の停滞
③酸素消費が進む
④貧酸素水塊の形成

⑤貧酸素水塊の移動

 
 
 
【備 考】 
・掘削穴では水が滞留しやすいことと、光が届きにくいことから貧酸素化しやすい。 
・貧酸素水塊が湧昇すると、底生生物等のへい死などの原因となる。 
 

図 4.3.4.3－1  現象の流れ 

①掘削穴

③酸素消費が進む
④貧酸素水塊の形成

⑤貧酸素水塊の湧昇、移動

②水の停滞
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（2）一次判定手法 
海砂採取後の掘削穴では、水が停滞し酸素消費の影響により貧酸素水塊が形成されると

ともに硫酸イオンが還元される可能性がある。内湾など閉鎖的な海域では密度成層やセイ

シュによる影響があり、水の動きが複雑であるため、掘削穴での水の停滞を判断するのは

難しいが、東京湾では掘削範囲 800m 幅に対して深さ 6～8m 程度で貧酸素水塊が見られ

た事例もあり、この程度以上の深さの掘削となる場合には二次分析を行う。 
 
（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.4.3－1 に示す変化を表 4.3.4.3－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
現況及び海砂採取後の海底地形データを作成する。これを選択したシミュレーション

モデルに与えて、溶存酸素濃度分布を予測する。 
溶存酸素計算は、水中や底泥による酸素消費項を加えて行う。 

 
2）予測条件 

流況条件は、塩水くさびの撹拌が弱い渇水時の条件を基本とする。 
潮位条件は、貧酸素水塊が形成されやすい夏期の半月周潮の潮位を与えることが基本

となる。 
また、水温に関わる条件も酸素消費が活発な高水温の条件を与える。 
貧酸素水塊の湧昇や移動については、波や風、潮流の条件と適切に与える必要がある。 
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表 4.3.4.3－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①河口テラスに掘削穴

が形成される 

・海浜･海底地形 －  

②掘削穴の水が停滞す

る 

・流量 

・潮位 

・水位 

・塩分鉛直縦断分布 

・流速鉛直平面分布 

【流速分布】 

三次元密度流拡散計

算により予測 

三次元密度流拡散計算：各

種三次元計算手法は提案

されているが、掘削穴等の

地形を考慮する計算には

技術的課題がある。 

③掘削穴で酸素消費が

進む 

・流量 

・潮位 

・水中酸素消費速度 

・底泥酸素消費速度 

・溶存酸素鉛直平面分布 

【酸素消費】 

三次元密度流拡散計

算に溶存酸素収支項を

付加して予測 

三次元密度流拡散計算：各

種三次元計算手法は提案

されているが、掘削穴等の

地形を考慮する計算には

技術的課題がある。 

④掘削穴で貧酸素水塊

が形成される 

・溶存酸素鉛直平面分布 【溶存酸素濃度】 

三次元密度流拡散計

算に溶存酸素収支項を

付加して予測 

酸素収支項：水中の有機物

濃度の変化が顕著な場合

は、有機物濃度の拡散計算

も行い、これに応じた酸素

消費速度を設定する必要

がある。 

⑤風・波等の影響によ

り、貧酸素水塊が湧

昇され河道内へ移動

する 

・溶存酸素鉛直平面分布 【貧酸素水塊の移動】 

同上の手法で風等の

条件を与え、水塊の移

動を予測 

貧酸素水塊の湧昇等の

定量化は、研究段階にあ

る。 

 
 
（4）二次判定のための調査手法   

1）底泥及び水中の酸素消費速度 
調査地点：河口から有光層より深いところまで（周辺に深み等があれば適宜追加する） 
調査時期・頻度：酸素消費が活発な夏期 
備考：風速等の条件を考慮することが望ましい 
 

2）流速鉛直平面分布＊ 
目的：シミュレーションの検証 
調査地点：河口から有光層より深いところまで（周辺に深み等があれば適宜追加する） 
調査時期・頻度：酸素消費が活発な夏期 
備考：風速等の条件を考慮することが望ましい 
＊調査分析手法の「流向流速分布の計測」（p 調査－4）参照 
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4.3.5 橋梁の建設によるレスポンスの調査・分析 
4.3.5.1 橋梁上流の河岸干潟の細粒化、粗粒化・侵食 
 橋梁建設予定地上流に干潟がある河川で、外海に面した河川や、内湾でも橋梁建設予定

地まで波浪侵入が見込まれる河川では、二次判定により河床の粒度や河岸の変化を予測し

問題発生の有無を判断する。 
 
（1）人為的改変によるレスポンス 
 河口部での橋梁建設により波の変形状況が変化し、主に橋梁上流で新たな遮蔽域を形成

する可能性がある。遮蔽域では波高が減少するため、波浪による土砂輸送が抑制され、干

潟等の細粒化が生じることがある。逆に反射域では波高が増し、干潟等の粗粒化が生じる

ことがある。 
 人為的改変とレスポンスの連関は次の変化で説明できる。 
 
＜河岸干潟の細粒化＞ 

① 橋脚背後（上流）に波の遮蔽域が形成され、波高が減衰する 
河口部で橋梁を建設すると、波の変形状況が変化し、橋梁の上流に新たな遮蔽域が

形成され、回折波となって波向が変化し、波高が減少する。 
② 波の遮蔽域の底面摩擦力が減少する 

遮蔽域では波向が変化し波高が減少することにより、新たな堆積域が形成されると

ともに河床に作用する底面摩擦力が減少するとともに、橋脚の背後に循環流が形成さ

れる。 
③ 波による移動限界粒径が小さくなる 

底面摩擦力が小さくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が小さ

くなる。 
④ 波浪による微細粒子の流出が抑制される 

輸送可能な粒径が小さくなるとともに、循環流により細粒分が運ばれ、微細粒子が

堆積しやすくなる。 
⑤ 橋脚上流の河岸干潟が細粒化する 

橋脚の上流側に干潟等が存在する場合、これらが細粒化することがある。 
 
＜河岸干潟の粗粒化・侵食＞ 
⑥ 橋脚により波の反射域が形成され、波高が増す 

河口部で橋梁を建設すると、橋梁に波が当たって反射し上流で波が強くなる。 
⑦ 波の反射域の底面摩擦力が増す 

反射域では波が強くなることにより、河床に作用する底面摩擦力が増す。 
⑧ 波による移動限界粒径が大きくなる 

底面摩擦力が大きくなるため、波により輸送され得る粒径（移動限界粒径）が大き

くなる。 
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⑨ 波浪による微細粒子の流出が生じる 
輸送可能な粒径が大きくなり、微細粒子が流出しやすくなる。 

⑩ 橋脚上流の河岸干潟が粗粒化・侵食 
橋脚の上流側に干潟等が存在する場合、これらが粗粒化或いは侵食されることがある。 

 図 4.3.5.1－1 には人為的改変から生じるレスポンスの流れの模式図を示す。 
 
      現現現象象象ののの流流流れれれ         

⑤橋梁上流の河岸干潟の細粒化

橋梁の建設

①橋脚による波の遮蔽

②底面摩擦力の低下

③移動限界粒径小

④微細粒子の流出抑制

⑩橋梁上流の河岸干潟の
粗粒化、侵食

⑥橋脚による波の反射

⑦底面摩擦力の増加

⑧移動限界粒径大

⑨微細粒子の流出

 
 

    現現現象象象のののイイイメメメーーージジジ図図図      

　　　　　　　　　　　干潟

①波の遮蔽域の形成

④微細粒子の
　　流出抑制

③移動限界粒径が小さくなる

⑤河岸干潟の細粒化
②底面摩擦力の低下

波浪

干潟×

×

干潟

⑥橋脚による波の反射

⑩橋梁上流の河岸干潟の粗粒化、侵食

⑦底面摩擦力の増加

⑧移動限界粒径大

⑨微細粒子の流出

 
【備 考】 
・橋脚回りに局所的な洗掘を生じる。 
 

図 4.3.5.1－1  現象の流れ 
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（2）一次判定手法 
 波浪による影響の大きい外海に面した河川で橋梁予定地上流に干潟を持つ河川では、二

次判定を行うことを原則とする。内湾に面する河川については、以下に示す波浪侵入の推

定を行い、干潟のある橋梁建設予定地まで波浪侵入が見込まれる場合に二次判定を行う。 
 

1）波浪の侵入状況の推定 
近傍の波浪観測結果より、波高、波向の出現状況を整理して、波浪の侵入状況を推定

する。適当な観測地点が存在しない場合には、高波浪時の航空写真、または現地での目

視により推定する。また、複数の写真を比較することにより、河岸干潟・砂州の形状変

化や移動の傾向をみることができ、この傾向から逆に波浪侵入形態を推察することがで

きる。 
 
（3）二次判定手法 
シミュレーションを用いた予測は図 4.3.5.1－1 に示す変化を表 4.3.5.1－1 に示す手法

で分析することで行われる。 
 

1）手順 
橋脚の形状を考慮し、河道地形メッシュ（格子点位置、標高）を設定する。この地形

条件に沖波及び入射波の条件を与えて波浪変形計算を行い、波高、波向等から土砂移動

量（漂砂量）を求め、汀線変化を予測する。 
 

2）予測条件 
波浪変形計算を行う際の沖波条件（波高、周期、波向）は、河岸干潟・砂州の地形変

化に寄与すると考えられる波向で年最大規模程度の波あるいはエネルギー平均波を設

定することを基本とする。 
また、入射波向は、海底地形に応じて、屈折、回折、浅水変形の影響度を考慮して設

定する。 
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表 4.3.5.1－1  シミュレーションを用いた現象の分析 

対象とする現象 調査項目 分析手法 技術水準等 

①橋脚の背後（上流）

に波の遮蔽域が形

成され、波高が減衰

する 

⑥橋脚の前面（上流）

に波の反射域が形

成され、波高が増す 

・海浜･海底地形 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位（水位） 

・波高分布 

【波高分布】 

波浪変形計算によ

り予測 

波浪変形モデルは種々提案さ

れており、状況に応じて選択す

る必要がある。非定常緩勾配方

程式による解析がよく用いら

れる。 

また、砕波を考慮する場合は砕

波モデルを組み込む必要があ

る。 

②波の遮蔽域の底面

摩擦力が低下する 

⑦波の反射域の底面

摩擦力が増加する 

・流速 【底面摩擦速度】 

底面摩擦速度の算

定式により予測 

底面摩擦速度の算定式は種々

提案されている。 

汀線変化モデルでの検討には

用いない。 

③波による移動限界

粒径が小さくなる 

⑧波による移動限界

粒径が大きくなる 

・流量 

・流速 

・河床材料の粒度組成 

【移動限界粒径粒径】 

限界掃流力の式等

による移動限界粒径

の判定 

 

波・流れ供存場における移動限

界摩擦速度の評価に技術的課

題がある。 

また、混合粒径での評価は現状

では困難である。 

④波浪による微細粒

子の流出が抑制さ

れる 

⑨波浪による微細粒

子の流出が増す 

・流砂量 

・沖波波高、波向、周期 

・潮位（水位） 

・供給土砂量 

・河川縦横断形状 

・河床材料の粒度組成 

【河岸形状】 

汀線変化モデル＊の

応用が考えられる 

波浪による河岸侵食への適用

例はない。 

汀線変化モデルでは、河川流量

を取り込むことは困難である。 

波浪変形計算、海浜流計算に基

づく海浜地形変化モデルでは、

河岸（汀線）変化を予測するこ

とができない。 

⑤橋脚上流の河岸干

潟が細粒化する 

⑩橋脚上流の河岸干

潟が粗粒化、侵食さ

れる 

・河床材料 【河床材料】 

混合粒径の汀線変

化モデル＊により概略

検討できる可能性が

ある 

波浪による河岸侵食への適用

例はない。 

汀線変化モデルでは、河川流量

を取り込むことは困難である。 

波浪変形計算、海浜流計算に基

づく海浜地形変化モデルでは、

河岸（汀線）変化を予測するこ

とができない。 

干満等の非定常性、粗粒化等の

分級過程を評価することは困

難。 

混合粒径の汀線変化モデルは、

学会、委員会等の場では用いら

れているが、実際の計画への適

用例はない。 

＊汀線変化モデルは砂（非粘着性）が前提であることから、泥河川での河岸の侵食への適用は難しく適用

事例もない。ただし、粘着性土砂の侵食・堆積の実態を調査し、漂砂量係数を同定して与えることで擬

似的に表現できる可能性はある。 

 
（4）二次判定のための調査手法  

1）供給土砂量（掃流砂、浮遊砂） 
目的：シミュレーションの境界条件 
調査地点：汽水域の上流 
調査時期・頻度：出水時 
備考：上下流 2 点以上の観測により土砂収支を把握することが望ましい。 
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4.3.6 汽水域の現象と二次判定のための調査・分析手法との関係 
 4.3.1 から 4.3.5 に示す二次判定を行うに際しては、表 4.3.6－1 及び表 4.3.6－2 に示す

ような調査・分析手法を適宜組み合わせて用いれば良い。 
 

表 4.3.6－1 汽水域の現象と二次判定のための現地調査項目との関係 

                     調査項目 

 

 

     現   象 

    （レスポンス） 

流
速
鉛
直
縦
断
分
布 

酸
素
消
費
速
度
（
底
泥
・
水
中
） 

詳
細
な
土
質
分
析 

供
給
土
砂
量 

流
速
鉛
直
平
面
分
布
（
海
域
） 

漂
砂
量 

沿
岸
流
速 

4.3.1 河道の掘削によるレスポンスの調査・分析        

4.3.1.1 塩分上昇 ○       

4.3.1.2 河道底層の貧酸素化 ○ ○      

4.3.1.3 河床表層の細粒化 ○  ○ ○    

4.3.1.4 河岸粗粒化､河岸侵食､河岸干潟の侵食    ○    

4.3.1.5 河床構成材料の細粒化 ○   ○    

4.3.1.6 周辺汀線の後退、河口砂州（テラス）の縮小・後退 ○   ○  ○  

4.3.2 河口導流堤の建設によるレスポンスの調査・分析        

4.3.2.1 河岸粗粒化、河岸侵食、 河岸干潟の侵食、周辺汀線の変化    ○  ○  

4.3.3 河口部の埋め立てによるレスポンスの調査・分析        

4.3.3.1 河岸干潟の細粒化、河岸干潟の侵食    ○    

4.3.3.2 塩水くさびの下流側への移動 ○       

4.3.3.3 埋め立て区間の河床上昇 ○   ○  ○ ○ 

4.3.4 河口域での海砂採取によるレスポンスの調査・分析        

4.3.4.1 河口砂州の縮小・後退、砂州高の変化    ○  ○  

4.3.4.2 河口干潟の減少    ○  ○  

4.3.4.3 貧酸素水塊の湧昇・河道への移動  ○   ○   

4.3.5 橋梁の建設によるレスポンスの調査・分析        

4.3.5.1 橋梁上流の河岸干潟の細粒化、粗粒化・侵食    ○    
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表 4.3.6－2  汽水域の現象と二次判定のための分析手法との関係 

―　現象の把握のための分析手法　―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分析手法

　　　　　　　　現象

淡
塩
二
層
流
計
算

密
度
流
拡
散
計
算

一
次
元
分
散
方
程
式

溶
存
酸
素
収
支
計
算

不
等
流
計
算
・
不
定
流
計
算

河
床
変
動
計
算

河
口
幅
予
測
モ
デ
ル

波
浪
変
形
計
算

汀
線
変
化
モ
デ
ル

等
深
線
変
化
モ
デ
ル

二
次
元
海
浜
流
計
算

海
浜
地
形
変
形
モ
デ
ル

塩水遡上 ○ ○ ○

貧酸素化水塊の形成 ○ ○ ○

河床・河岸・河岸干潟の形成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

河口地形・河口干潟の形成 ○ ○ ○ ○ ○ ○

―　二次判定のための分析手法　―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分析手法

　　　　　　 現　　　 象
　　　　　　（レスポンス）

淡
塩
二
層
流
計
算

密
度
流
拡
散
計
算

一
次
元
分
散
方
程
式

溶
存
酸
素
収
支
計
算

不
等
流
計
算
・
不
定
流
計
算

河
床
変
動
計
算

河
口
幅
予
測
モ
デ
ル

波
浪
変
形
計
算

汀
線
変
化
モ
デ
ル

等
深
線
変
化
モ
デ
ル

二
次
元
海
浜
流
計
算

海
浜
地
形
変
形
モ
デ
ル

4.3.1 河道の掘削によるレスポンスの調査・分析

4.3.1.1 塩分上昇 ○ ○ ○

4.3.1.2 河道底層の貧酸素化 ○ ○ ○

4.3.1.3 河床表層の細粒化 ○ ○ ○

4.3.1.4 河岸粗粒化､河岸侵食､河岸干潟の侵食 ○ ○

4.3.1.5 河床構成材料の細粒化 ○ ○

4.3.1.6 周辺汀線の後退、河口砂州（テラス）の縮小・後退 ○ ○ ○ ○

4.3.2 河口導流堤の建設によるレスポンスの調査・分析

4.3.2.1 河岸粗粒化、河岸侵食、 河岸干潟の侵食、周辺汀線の変化 ○ ○ ○

4.3.3 河口部の埋め立てによるレスポンスの調査・分析

4.3.3.1 河岸干潟の細粒化、河岸干潟の侵食 ○ ○

4.3.3.2 塩水くさびの下流側への移動 ○ ○

4.3.3.3 埋め立て区間の河床上昇 ○ ○ ○

4.3.4 河口域での海砂採取によるレスポンスの調査・分析

4.3.4.1 河口砂州の縮小・後退、砂州高の変化 ○ ○ ○

4.3.4.2 河口干潟の減少 ○ ○ ○ ○

4.3.4.3 貧酸素水塊の湧昇・河道への移動 ○ ○

4.3.5 橋梁の建設によるレスポンスの調査・分析

4.3.5.1 橋梁上流の河岸干潟の細粒化、粗粒化・侵食 ○ ○

＊底質は河床材料調査に加え、必要に応じて先端付近で溶存酸素の測定位置について底質を調べる。  
 
 



おわりに 
 
 本手引書では、我が国の汽水域の河川環境における特徴や物理・化学的現象および人為

的改変とレスポンスとの連関等を、既往文献、一級河川におけるアンケート調査、事例な

どを踏まえながら示した。また、汽水域における河川環境の状況およびそれを形成する物

理・化学的現象を把握し、人為的改変によるレスポンスを予測するための調査・分析手法

を示した。 
 本手引書により、中小河川も含めた現場における河川環境の適切な把握と管理がより充

実するものと期待されるところであるが、汽水域における現象は複雑・多様なものであり、

また土地利用の変化など流域の影響を常に受けることや、人為的改変による生態系への影

響は長い時間を経て現れる場合があることを踏まえると、現況把握のための現地調査は継

続していく必要があり、さらに人為的改変を行った場合にはそれによる河川環境の変化を

モニタリングしていくことが重要である。モニタリングを行うに際しては、課題や地域性

を念頭に置き、目的を明確にした上で項目、場所、期間、および頻度等を適切に設定する

必要がある。 
 本手引書のとりまとめに際し、生物の取り扱いが課題となった。汽水域の環境を保全し

ていく上で、どのような生物が生息・生育しているかは環境の状況を知る上で重要である

とともに、多様な生物が生息・生育していること自体が環境保全の目的そのものでもある。

しかしながら、汽水域における生物とその生息・生育環境との連関については未解明な部

分が少なくないことや生物の活動によっても物理・化学的現象が変化する場合もあり、現

象の理解が一層困難になる恐れがあったことなどから、本手引書では、まず物理・化学的

現象を中心にとりまとめ、生物へ与える影響については扱わないこととした。この点につ

いては、今後さらに現地における調査・研究を進め、知見を集積していく必要があると考

えている。 
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 調査－1

ソナーを利用した河道横断形状の測定 

�� ハビタットとしての汽水域の地形を把握するためには、河道形状を詳細に測定するこ

とが望ましいが、測線を増すには時間と費用を要する。 
�� 近年は、ソナーを用いた水深測定により、短時間に地形を測定することが可能になっ

ている。 
�� 船にソナーを装備し、予定測線を陸上からのトランシットおよびレーザー測距儀を使

用して誘導し河床面からの反射波により水深を測定する。 
�� 水位が時々刻々に変化するため、水位測定等による換算が必要となる。 
�� 河床にヘドロが堆積している場合には、2 周波のソナーを用いることによりヘドロの厚

さを測定することも出来る。ただし、各周波数がどの層で反射しているかは現地にお

ける底質調査により対応づけを行う必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河道縦横断形状の測定イメージ 
（Ａ川において河床と浮泥層表面を測定した例） 

 

HS102 周波記録器

200khz 送受波器 10khz送受波器

距離測定様反射板 

河床表面 

浮泥層 
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 調査－2

ビデオ撮影による砂州動態観測（尻別川の例） 

�� 河口砂州の状況は、変化が急であることから横断測量の他、影像によって追跡する方

法が考えられる。 
�� 定点にビデオカメラを設置し、砂州のフラッシュ現象を撮影（通常時：1 回／日、出水

時：1 回／30 分毎に撮影し、連続的に観測）する。 
�� 撮影した現地映像は現場から離れた場所にて受信できるシステムを付加し、パソコン

等でデータを蓄積することも可能である。 

 

 

基準標識の設置状況写真 

（出典：平成14年度 尻別川河口部水理特性調査業務 報告書 平成15年 3月 北海道開発局 小樽開発建設部） 

撮影地点および撮影範囲 
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 調査－3

撮影結果（砂州の変化）の例 
 

 
河口砂州の変化写真 

（出典：平成14年度 尻別川河口部水理特性調査業務 報告書 平成15年 3月 北海道開発局 小樽開発建設部） 
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 調査－4

セパレート型の圧力計による水位の測定 

�� 汽水域において縦断的な水位を把握する場合には、水位計を多数設置する必要がある。

配線を要しないセパレート型の圧力計による水位の測定は設置が容易で安価に計測が

可能である。 
�� 自記メモリーを組み込んだ圧力センサーを水中に設置し、水位を観測する。 
�� 配線を必要とせず小型で設置が容易である反面、故障した場合にもメンテナンス時点

まではわからない欠点もある。 
�� 干潮時に露出したり船舶の航行に支障を及ぼさないように設置する。 

 

 

水位計設置例（A 川の例） 
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 調査－5

塩分濃度の計測（塩分計、魚群探知機の利用） 

�� 汽水域における塩分の侵入状況は潮汐によって変化するため、短時間に濃度分布を把

握する必要がある。 
�� 近年の機器の発達により、塩分濃度を連続的に測定することが可能となっている。 

 
１）塩分計を利用する方法 

�� 塩分計を利用して船上から任意の深度の塩分を計測する方法で、船を移動させながら塩

分の空間分布を計測したり、ある水域の詳細な淡塩水界面の挙動を把握することができ

る。 
�� 水圧計を備えて自由落下により 20cm ピッチ程度の水深間隔で測定可能なものもある。 
�� 自記（自動記録）式塩分計を水面付近から河床付近までの任意の間隔で設置し、塩分

変化を長期間連続計測する方法もある。 
�� 自記式塩分計は、任意の計測時間間隔を設定でき、電池の寿命やメモリー容量にも左

右されるが、１時間の計測時間間隔の場合でも約１年間の連続計測が可能な機器もあ

る。 
 

固定型 移動型

 
塩分成層の計測方法のイメージ図 
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 調査－6

２）魚群探知機を利用する方法 

�� 塩分や濃度の密度差が大きくなると反射強度が大きくなる魚群探知機（超音波探査機）

の性質を利用し、汽水域の変密度境界面（淡塩水境界面）の挙動を映像で把握する方

法で、周波数 107kHz が最も鮮明な映像を映し出すことができる。 
�� 観測船の船舷に魚群探知機のセンサー部を水中に 50cm 程度沈めて固定し、微速移動

（５ノット前後）しながら計測する。 
�� 計測データはノートパソコン等に取り込み、反射強度毎に色指定に変換し、逐次パソ

コン画面に映像化して表示するように制御プログラムを作成する。 
�� ＤＧＰＳ測位機能を内蔵した魚群探知機を利用することにより、計測位置と水深のデ

ータが同時に得られるため、汽水域全域の状況、海水の入退状況や混合形態を把握す

るのに有効である。 
�� 適宜、塩分の鉛直分布や水深の実測結果と対比して映像の妥当性を検証することや、

水面や河床からの強い反射強度のみを抽出し、雑音を除去することに留意する必要が

ある。 
 

超音波による塩分濃度の鉛直分布測定事例 
出典：山崎郁子等 石狩川における塩水遡上について 北海道開発局技術研究発表会 発表概要集 
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多項目水質計による計測 

�� 塩分濃度、水温、溶存酸素濃度、濁度を測定する際に、近年それらを同時に測定する

ことができる多項目水質計が実用に供されるようになってきている。 
�� 多項目水質計による計測によって、複数の項目を同一測点で同時に測定することが可

能となり、さらに作業効率が向上することで短時間に汽水域全体のデータを取得する

ことができ、時間的な変化の大きい汽水域において水質の実態をより正確に把握する

ことが可能となる。 
�� さらに多項目水質計による計測経費については、個々に計測するよりもコストの面で

も有利である。 
�� 多項目水質計ではセンサーを付け替えるなどにより、上記の項目以外にも pH、クロロ

フィルａなども計測することが可能である。 
�� 多項目水質計の場合、たとえば溶存酸素や pH は応答速度が遅いため、より正確な計測

を行うためには各計測点における静止時間を長くとるなどの対応が必要となる。 
 

 

多項目水質計による計測状況 
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流向流速分布の計測 

�� 汽水域においては潮汐により流向流速が時々刻々変化している。また、上層と下層で

流向が異なる場合もある。 
�� 汽水域における複雑な流れは、ＡＤＣＰ（Acoustic Doppler Current Profilers）
を用いて、流向流速分布を計測することで把握できる。目的に応じてＡＤＣＰを使い

分けるとよい。 
�� ＡＤＣＰを船舷に固定し、川の横断方向に船を移動させながら横断方向の流向流速分布

を計測する方法である。計測する横断（測線）を変えることで、縦断方向の流向流速分

布も計測できる。河床付近はブラインド・ゾーンとなり、計測できない欠点を有する。 

 
航行観測装置の設置方法 

 
ＡＤＣＰによる結果の一例 

（出典：平成14年度 尻別川河口部水理特性調査業務 報告書 平成15年 3月 北海道開発局 小樽開発建設部） 

 
��ＡＤＣＰを、計測する測線の流心付近の河床に設置し、ビームを上向きに発射するこ

とによって流心付近の流向流速分布を計測する河床設置型、ＡＤＣＰを護岸や護岸付

近に設置した杭（Ｈ鋼など）に横向きに（ビームを横断方向に発射するように）固定

し、河川横断方向の流向流速分布を計測する（Ｈ－ＡＤＣＰ（Horizontal type of 
Acoustic Doppler Current Profilers））河岸設置型もある。 
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淡塩二層流計算 
 
（１） 基礎方程式 

............式 1 

............式 2 

 

......................................................................式 3 

...........................................式 4 



分析手法 

 分析－2

 
（２） 解説 

式 1，式 2 は矩形断面河口部における微小密度差の淡塩二層流場に対して、上層への連行

を考慮して導かれた基礎式である。その他、河口海域への適用を考えた水平二次元の二層

流基礎方程式など種々提案されているが、前提条件の相違により、方程式の細部が異なる

ため適用には注意を要する。 

 
図- 1 二層流場 

 

 
図- 2 層流の流速分布 

 
流速や密度の鉛直構造に関する研究もなされており、例えば上層流動の場合には二次元

平行流の仮定の下、図- 2 に示すような二次関数で与えられる層流解が示され、同様に下層

流動の解も求められている。また、Monin-Obukhov 理論を適用した乱流場の流速分布や密

度分布が求められている。 
 

出典：水理公式集［平成 11 年版］p551 
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密度流拡散計算 
 
（１） 基礎方程式 

1）水の連続式 

.............................................................................................式 1 
2）密度偏差の式 

...............................式 2 

3）水温収支の式 

................................式 3 

4）（生産性/非生産性）物質収支の式 

...........................................式 4 

5）運動量保存則の x－方向分値 

.................................式 5 

ここにσx、τxy、τzxの粘性応力はレイノルズ応力に比べて小さいため省略している。 
6）運動量保存則の y－方向分値 

...............................式 6 

同様に粘性応力の項を省略して、表示している。 
7）運動量保存則の z－方向分値 

.............................................................................................式 7 
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8）機械的エネルギー保存則 

  .........................................式 8 

 
（２） 解説 

基礎方程式に基づき、分析・解析の対象とする現象、範囲により、鉛直ニ次元（一次元・

多層）、三次元（平面・多層）等にモデル化する。 
 
○ 一次元・多層流れ（鉛直二次元流れ） 

一次元・多層流れは鉛直二次元流れともいいうるものであって、流れ方向と水深方向

の流れの変化を対象とするものである。特に、水深方向の水の物理的性質の変化が解析

の対象となる水理現象、すなわち、河川型貯水池の水理や水質、河口付近の河道内の淡・

塩水混合などはこの分類に含まれる。しかし、これらの現象もより細分化された状況で

は、解析に用いる水理モデルはいろいろに分けられる。 
 

○ 平面・一層流れ（二次元流れ） 
氾濫原や破堤による洪水の氾濫、河口域での河川水の拡がりなどのように、水深の浅

い流れの平面的な挙動を支配する数理モデルである。このため、水の物理的性質の水深

方向での変化を取り入れる必要はなく、ρ＝ρ0とおいてよい。平面的な拡がりが問題に

よって異なるので、問題の性質、解の必要な精度などから、対象領域で大、小のコント

ロール・ボリュームが用いられることがある。実際上、これは格子の大きさになるから、

粗格子（coarse grid）、細格子（fine grid）といわれることが多い。 
 

○ 平面・多層流れ（三次元流れ） 
平面・多層流れ（三次元流れ）の数理モデルは一次元・多層流れのそれと同時に、水

表面、中間層、底面の 3 エレメントのものから構成されている。また、積分に当たって

の境界条件も平面的（x－および y－方向）と深さ方向（z－方向）とのものの組み合わせ

である。 
 
 

出典：岩佐義朗 編著 「数値水理学」 p29 
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溶存酸素収支 
 
（１） 基礎方程式 

...............................................................式 1 

.................................................式 2 

 
 
（２） 解説 

上式は、流水中の酸素分布について、流速一定と仮定した場合の一次元の収支式である。

この種の理論的な取り扱いとしては、脱酸素と再曝気のみを考慮し、拡散を無視した定常

状態での酸素分布を議論している Streeter と Phelps 式が代表的である。さらに懸濁性有機

物の沈殿による除去や底泥からの BOD 成分の溶出負荷や光合成による酸素生成の影響も

考慮した Camp の修正式もある。これらの式では、溶存酸素の代わりに飽和溶存酸素濃度

との差である不足量 D で表現し直されている。また、日本のような浅い河川における付着

藻類の影響を考慮した式も提案されてきている。参考として、横軸を流下時間（t＝x/U）で

置き換えた場合の Streeter と Phelps 式による溶存酸素濃度変化を図-1 に模式的に示す。

図のように、溶存酸素濃度の途中に最小値が存在する流下方向分布が、一般に溶存酸素垂

下曲線（DO Sag Curve）とよばれるものである。 
また、Ri には、以下の項で述べるよう

な植物プランクトンや底生生物などによ

る呼吸、底泥による酸素消費、光合成な

どが含まれる。特に、湖沼や内湾での酸

素収支を検討する場合には、河川などで

の流水とは異なり水深方向の分布が重要

である。また、収支式において有機物分

解による脱酸素や再曝気以外に、光合成

による供給、植物および動物プランクト

ンによる呼吸による消費、底泥による酸

素消費の重要性が増してくる。 

図-1 河川における酸素収支模式図 

出典：水理公式集［平成 11 年版］p604 
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一次元分散方程式 
 
（１） 基礎方程式 
河川や管路、また細長い湾のように、断面平均した流速や濃度で拡散現象を近似的に表

現し得る場合に、一次元の分散方程式、 

............................................................式 1 

を用いて記述することも可能である。ここに、A：断面積、U (x)：断面平均流速、Φ (x)：
断面平均濃度、 iL (Φ)：単位断面積当たりの物質の発生や消滅、 xD ：流速や濃度の断面非

一様の影響による分散係数 
出典：水理公式集［平成 11 年版］p616 

 
（２） 解説 

強混合型河川は国内では少ないが、潮位差の大きい西日本の河川でしばしば観測される。

図-1 は有明海に注ぐ六角川で観測された塩分の縦断構造である。密度構造が水深方向に一

様で流下方向にのみ変化している。このような場合には、一次元の分散方程式でほぼ塩分

構造を記述することができる。だたし、分散係数は平均の取り方によって、それぞれ種々

異なったものとなる。強混合の拡散係数の算定に向けての拡散フラックスに関する実験的

研究も行われている。 
 

 
図-1 強混合河川の塩分の観測例 

出典：水理公式集［平成 11 年版］p558 
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不等流計算、不定流計算 
 
（１） 基礎方程式（漸変開水路流れを記述する基礎方程式） 
一次元解析法は、流れを縦断方向に一次元的にとらえ、水路横断面内の水理量の分布は

当該横断面を代表する少数の水理量から推定できると仮定して、水理量の縦断方向変化を

計算するものである。 

 

..........................................................................................................式 1 

 

........................................式 2 

.............................................................................式 3 

 

...............式 4 

.......................................................................式 5 

 

..........................................................................式 6 
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（２） 解説 

式 2、4、6 の運動方程式は、流れの状態の時間的な変化と流下方向の変化がゆるやかで

あり、流れの中の圧力分布を静水圧分布に等しいとおくことのできる開水路流れを対象に

している。流れの状態の変化がゆるやかな場合には、等流を対象につくられた平均流速公

式におけるせん断力やエネルギー勾配と他の水理量との関係式をそのまま適用できるとし

て、一般に式 2 中の Tr、式 4 中の Edには平均流速公式の関係をそのまま導入される。単純

な断面を想定し Tr や Edの算定に Manning の平均流速公式を用い、さらにβ＝1、α＝1 と

おいた場合に、式 2 あるいは式 4 から導かれるのが式 6 であり、Bernoulli（ベルヌーイ）

の定理に摩擦損失を加えた式に一致する。式 2、式 4 いずれの適用も、流れの一次元的な取

り扱いが必要な精度を満足することが前提となる。その上で運動量の法則に基づく一次元

の運動方程式 2 については流体に作用する力についての取り扱いが、エネルギーの法則に

基づく運動方程式 4 については流れのエネルギー損失についての取り扱いが容易かつ力学

的に明確なことが適用条件となる。 
流れの状態の変化が時間的あるいは空間的に急で、静水圧分布の仮定あるいは平均流速

公式の適用、一次元解析の適用が適切でない流れについては、上記の基礎方程式とは別の

取り扱いが必要である。 
不等流、不定流等については、独立変数 t および x の偏微分係数が存在するかしないかに

よって、 

 
に分類される。 
 
 

出典：水理公式集［平成 11 年版］p92 
岩佐義朗 編著 「数値水理学」 
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河床変動計算 
 
（１） 基礎方程式 

1）流砂の連続式 

................................................式 1 

 
式 1 は、掃流砂の出入りと浮遊砂の巻き上げ・沈降による河床面での流砂の連続条件

を示す。浮遊砂の濃度変化や底面における濃度は次式に記述され、 

.............式 2 

巻き上げ量は、底面における境界条件として与えられる。 
 

2）一次元の場合における基礎式 
掃流砂による一次元河床変動計算に用いる流砂の連続式 

......................................................................................式 3 

流れの運動方程式と連続式 

.................................................................................式 4 

........................................................................................................式 5 

 
 

3）粒径別の基礎式 
砂礫の粒径別の連続式 

� �
� �

0
1

1
�

�

�

�
�

�

�
��

�

�

x
i

a
q

t
zîi
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..........................................................................式 6 

..............................................................................式 7 

 



分析手法 

 分析－10

4）二次元の場合における基礎式 
掃流砂による二次元河床変動計算に用いる流砂の連続式 

� �
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 ..............................................................................式 8 

横断方向の流砂量 Byq は，流下方向の流砂に作用する力のつり合いによって横断方向の

流砂量成分を求める長谷川の式がある． 
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1 .............................................................................式 9 

ここに，u：x 方向流速，v： y 方向流速， cu* ：限界摩擦速度， s� ：静止摩擦係数， k� ：

動摩擦係数． 
 
（２） 解説 

これらの中で用いられる掃流砂量・浮遊砂の巻き上げ量は、流砂量式に基づいて計算

される。流砂量を求めるための流速は、流れの一次元運動方程式、流れの連続式から求

められる。平面内での河床変動や流れの状況を求める場合には二次元河床変動計算を行

う。縦断的な河床高の変動を求める場合や横断的な河床の変化が小さい場合には一次元

化して河床変動計算を行う。河床変動計算とともに流れ場の計算が必要となるが、流砂

量や流砂の向きを求めるためには、底面付近の流れを精度良く与える必要がある。また、

流れの状態や河床の状態が局所的に大きく変化している場合には、流砂の非平衡性を考

慮しなければならない場合もある。 
 

式 3～5 を整理すると、 

..............................................................................式 10 

.......式 11 

となる。河床高は式 10 で表される波速で移動しながら、式 11 に従って変形する。式 10
において 0/ ��� hqB なので、河床波の擾乱は、常流の場合には下流へ、射流の場合には

上流へ進む。 
 
式 6、7 は、河床材料が混合粒径からなるときの粒度分布の変化を予測する基礎式であ

り、各粒径に対する流砂量は、それぞれ個別に求められる。式 3～7、10～11 より、河床

砂の粒径分布の波速は、 

................................................................................................式 12 
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b

B
Bxi i

i
qf ��  

であって、河床粒度の分布は上流から下流へ伝播する。 
 

二次元の場合は、以下に留意する。 
掃流砂の運動の向きは，砂粒子に作用する流れによるせん断力・水中での重力および

その反力・底面との摩擦力の向きと大きさ，ならびに砂粒子の慣性力によって決まる．

斜面の勾配の影響や粒子の運動に伴う底面摩擦の取り扱いの違いによって，種々の表現

式が提案されている．例えば，池田の式は，基本的な考えは平野や長谷川と同じであり，

遮蔽係数等の取り扱いの違いにより結果として横断勾配にかかる部分の係数の表現が異

なっている．平野の式は，直線部の拡幅の計算に用いられたものであり，横断方向流速

が 0 の場合がこれに相当する．福岡・山坂の式は，粒子にかかる力として底面せん断力

と重力の斜面方向成分を考慮しているが，粒子の運動について考慮されていない．これ

らの中では，先にあげた成分を考慮している長谷川の式が使いやすい．ただし，この式

は横断斜面勾配のみを考慮し，基本的に流下方向の流砂量が卓越しているという近似を

行っている．解析に用いる式の形式やパラメーターの値が異なると洗掘深等は異なって

くる．長谷川式形で縦横断の斜面勾配を考慮したものとしては，西本・清水ら，福岡・

渡邊らの研究がある。 
 
 

出典：水理公式集［平成 11 年版］ p174 
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河口幅予測モデル 
 
（１） 基礎式 
河口断面を矩形に近似し、さらに砂州幅

L、河口水深 h を一定とすれば、河口幅予測

モデルの基礎式として次式が得られる。 
 

図-1 河口幅予測モデルの説明 

...........................................................................................式 1 

 
 
（２） 解説 

潮汐流量の評価の際、河口河積が十分大きいときには潮位 0� と河口内水位 B� が等しいと

して、推算潮位や実測潮位を利用できる。そうでない場合は、狭窄部でのエネルギー損失

により、潮位に比べて河口内の水位変動幅が低減するので、実測値を用いるか、あるいは

次の一次元解析手法により評価しなければならない。 

.......................................................................................................式 3 

.................................................................式 4 

 

外力条件が一定の場合は、式 1 の解析解を得ることができるが、一般の場合には数値計

算により解を得る。式 1 による河口幅変化予測モデルは、断面変化予測モデルや開口位置

変化予測モデルへと拡張されている。 
以上のモデルは砂州越流の機構を含まないため、大規模な洪水時への適用は困難である。

砂州越流時を含め、洪水時の土砂移動による河口近辺での洗掘、堆積の詳細を知るために

は、平面二次元計算によらなければならない。数値計算は差分法や有限要素法により行わ

れる。洪水流のみならず、波浪や潮汐変動の効果を含むものや、湾曲河道での二次元流の

影響を考慮した計算も行われている。 
 
 

出典：水理公式集［平成 11 年版］ p563 
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波浪変形計算 
 
（１） モデル方程式の仮定と理論的適用範囲 
現在までに提案されている主要な平面波浪場のモデル方程式について、誘導に用いる仮

定によって特徴をとりまとめると、表 1 のようになる。表中、有限振幅性の欄は波形勾配

H/L または波高水深比 H/h の有限性を取り入れているかどうかを示す。相対水深の欄は相対

水深の自乗(h/L)2 の大きさ、また、海底勾配の欄は 1 波長の間の水深変化の割合 L|∇h|/h
の大きさに関する仮定を示す。局所的進行波性とは、局所的に波浪場がほぼ進行波のもの

� �� �� �tkxia ��exp で表されるものと仮定するかどうかを示している。 

以上の仮定に基づき、平面波浪場のモデル方程式の理論的な適用範囲をとりまとめると

表 2 のようになる。表には、各計算手法に対し波浪変形の諸要素および波浪の不規則性と

有限振幅性に対する適用性が大まかに示されている。また、計算領域の広、中、および狭

とはそれぞれ沖から浅海部を含む領域、防波堤や離岸堤などの構造物を取り囲む周辺海域、

および港内海域程度を表している。 
 

表-1 平面波浪場のモデル方程式における仮定 
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表-2 平面波浪場のモデル方程式の理論的適用範囲 

 
 
 

出典：海岸波動［波・構造物・地盤の相互作用の解析法］ 土木学会 
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汀線変化モデル 
 
（１） 基礎方程式 
基礎方程式は以下に示す砂の連続式で表せる。 

................................................................................式 1 

ここに、xs は汀線位置の岸沖変化量、Q は空隙を含む沿岸漂砂量、Dsは漂砂移動高さ、q

は岸沖方向の土砂移動量で、河川からの土砂供給量や沖方向への土砂流出量等として入力

可能である。 

  
図-1 汀線変化量と土砂収支の関係 

 
（２） 解説 

汀線変化の計算は、波の場の計算、その結果から求まるところの沿岸漂砂量を用いて、

以下の仮定の基に計算される。 
1） 基本的に沿岸漂砂量の収支により汀線が変化する。 
2） 沿岸漂砂は漂砂活動が活発な上縁と沖側限界水深で定義される漂砂帯内（移動高さ

Ds）でのみ生じる。 
3） 海底断面は漂砂帯内では汀線の前進・後退に合わせて初期断面地形に対し岸沖方向

平行に変化する。 
 
沿岸漂砂量の算定式には表-1 に示すような方法が提案されている。 
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表-1 沿岸漂砂量の算定式 

 
 

 

図-2 波向の定義 
 
 

出典：「漂砂環境の創造に向けて」 土木学会 
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等深線変化モデル 
 
（１） 基礎方程式 

1-line モデルと同様に，各等深線毎の砂の

連続式と沿岸漂砂量式により構成される。各

等深線毎の砂の連続式は次のとおりである。 
 

01
�

�

�
��

�

�

y
Q

ht
x k

k

k ，  nk ...1�  

 
ここに， kx ：k 番目の等深線位置（m）， kh ：

k 番目の等深線の漂砂の移動高さ（m）， kQ ：

k 番目の等深線の沿岸漂砂量（m3/s）， k ：

等深線番号，n：等深線の本数である。座標

系は沿岸方向を y ，岸沖方向を x ，時間を t と

する（図 1）。 
図 1 等深線モデルの概要 

 
（２） 解説 

このモデルは，汀線変化モデルが汀線を代表とする一本の等深線の変化を計算するのに

対し，設定した複数の代表等深線の変化を各等深線毎に沿岸漂砂量の収支を計算すること

でその前進あるいは後退量を求めることができる。各等深線毎に沿岸漂砂量を設定するこ

とが可能なことから，水深方向の沿岸漂砂量分布が考慮できる点が特徴である。 
水深方向の漂砂量分布の与え方は，宇多ら１），合田ら２）などにより提案されている。 
 

1）宇多高明，河野茂樹（1996）：海浜変形予測のための等深線モデルの開発，土木学会論文集，№

539/II-35，pp.121-139 

2）合田良實・渡辺則行（1990）：沿岸流速公式への不規則波モデルの導入について，海岸工学論文集，

第 37 巻，pp.210-214 

 
出典：「漂砂環境の創造に向けて」 土木学会 
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二次元海浜流計算 
 
（1）基礎方程式 
水平面内に直交座標系（x，y）をとり、海浜流速の各方向成分を U、V、平均水位の上昇

量（wave setup）を� とするとき、平均流に関する連続式は次のようになる。 

..................................................................式 1 

また、運動方程式は 

...........................................式 2 

と書かれる。ここに、h は静水深である。t は時間であるが、定常状態の流れを記述する場

合には、各式の時間微分項は不必要となる。 
運動方程式 2 の第 2 項および第 3 項は移流項、第 4 項は摩擦項、第 5 項は水平拡散項、

第 6 項は radiation stress 項である。 
 
（2）解説 
まず与えられた条件の下で波の場を計算し、これに伴う radiation stress を外力として引

き続き海浜流の場を求める。こうして生じた流れは当然波の場を変化させ、したがってま

た流れの場も変化する。この相互干渉を正しくとらえるためには反復計算が必要である。

一方、得られた波と流れを漂砂量ならびに海浜地形変化の計算における営力として利用す

る場合には、これが再び波と流れの分布に影響するので、この間にさらに大きな計算のル

ープが構成される。 
流れの計算はそれ自体独立したものとはかぎらず、しばしばその前段にある波の計算お

よび後続する地形変化の計算などとの連関において考えねばならない。したがって、この

計算にはかなり複雑な波と地形条件に対しても安定であること、および計算所要時間が過

大でないこと、という 2 つの要件が課されることになる。 
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○ 摩擦項 

定常流における底面摩擦力の表示式をそのまま用

いるならば、波と流れの共存場における摩擦力の平

均値は 

 .....式 3 

ここに、Cfは摩擦係数で通常 0.01 程度の値を与え

る。波に伴う底面近傍の水粒子速度の x、y 方向成分

ub、vbは時間の関数であり、上式中の‾は時間平均値

を示している。 
 
○ 水平拡散項 

海水の流動中に含まれる乱れ成分の等方性、およ

びこれに起因する見かけ上のせん断力が平均流速勾

配によって記述されるという粘性とのアナロジーを

仮定すれば、水平拡散項は 

..............................................................式 4 

と書かれる。 
 

○ radiation stress 項 
非一様な波の場では、radiation stress の勾配に比例する平均的な外力が海水に作用し、

これが平均水位の勾配と海浜流を引き起こす。運動方程式 2 はその間の力のつり合いを記

述したものにほかならない。 

..................................................................式 5 

ここに、ρは海水の密度、Sxx、Sxy、Syx、Syy は波に伴う radiation stress である。 
出典：海岸環境工学 − 海岸過程の理論・観測・予測方法 − 本間仁監修／堀川清司編 

 

図-1 海浜流の解析例 
（流入のある場合の循環流） 
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海底地形変形モデル 
 
（１） 基礎方程式 
地形変化の計算に用いられる底質量の保存式は、それ自身はきわめて簡単で、次式によ

り与えられる。 

.......................................................................式 1 

図-1 に示すように、zbは任意の高さを基準にした局所的底面高、h は静水深であり、t は

時間を表す。ただし当然ながら上式の h には潮位変化の影響は含まれていない。x と y は水

平面上にとられた直角座標で、qx と qyは各点ごとの漂砂フラックスの x、y 方向成分である。 
 

 
図-1 座標系と諸量 

 
（２） 解説 

ここで扱っている海浜地形変化の予測モデルはいわゆる 3 次元モデルである。このモデ

ルにおいては、波浪変形計算と海浜流計算の 2 つのサブモデルにより計算される各地点で

の局所的な波と流れの条件から、地点ごとの漂砂の方向や量を算定し、漂砂量の平面分布

からさらに底質量の保存式に基づいて各位置の底面高の時間変化量を推算することにより、

最終的に空間的な海浜変形を予測する。 
漂砂すなわち底質の移動現象は一般に波や流れなどの流体運動以上に複雑でわかりにく

く、われわれの知識もまだ十分とはいいがたい。簡単にいうならば、波や流れの計算では

基本式の主要部分は与えられていて、それをいかに効率的にしかも精度よく解くかという

ことが問題であるのに対し、地形変化の計算では底質量保存式は別にして、それに含まれ

る漂砂量を評価するための算定式自身がまだ確立されていないという段階にある。 



分析手法 

 分析－21

xq ， yq について 
一般に沿岸域では波と流れが共存しており、底質砂粒子はそれらによる力を同時に受け

ながら移動している。しかしながら過去の大部分の研究においては、波によるいわゆる岸

沖漂砂か、沿岸流により輸送される沿岸漂砂のいずれか一方のみが扱われる。そこで渡辺

ら［1984］は、現象を単純化し、従来の研究成果の取込みを容易にするために、局所的漂

砂フラックス（ xq ， yq ）を、平均流の寄与分と波の作用に直接起因する漂砂とに分離して

扱うことにした。すなわち、 
 � � � � � �wywxcycxyx qqqqqq ,,, ��  

ここで、 � �cycx qq , は流れによる漂砂フラックス、 � �wywx qq , は波による漂砂フラックスであ

る。 
 
流れによる漂砂フラックス、波による漂砂フラックスは、それぞれ次のようなものが提

案されている。 
 

流れによる漂砂フラックス 
 UQq ccx � ，  VQq ccy �  

 � � guuAQ cCc /**
22

��  
ただし、U ，V は平均流流速の x ， y 方向成分であり、 *u は波と流れの共存場の底面

摩擦速度、 cu* は底質の移動限界摩擦速度、 cA は無次元の係数、g は重力加速度である。 
 

波による漂砂フラックス 
 �cosˆbwx uQq � ，  �sinˆbwy uQq �  

 � � guuAQ cww /**
22

��  
ここで、 bû は底面起動流速の振幅で、� は波向が x 軸となす角である。この式中の摩

擦速度 *u としては波と流れ共存下の合成摩擦応力に対応するもの、 wA は無次元係数で

ある。 
 
 
出典：海岸環境工学 − 海岸過程の理論・観測・予測方法 − 本間仁監修／堀川清司編 
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